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科学技術の高度化、情報化・国際化の著しい進展や産業構造や雇用形態の変

化する社会にあって、県民の多様な学習ニーズに対応するため、「いつでも、

どこでも、だれでも」が学習できる環境の提供、つまり、生涯学習環境の充実

が急務とされてきました。そのためには、高度で体系的かつ継続的な学習機会

の提供ができる高等教育機関との連携が求められております。

昨今、景気悪化に伴う失業者や未就業者の数が増加し、生産者世代は、多様

化・複雑化する社会の中において、常に新しい知識・技能を身につけなければ

ならない必要性を強く感じているものの、その学習の場をどこに求めればよい

のか苦慮していると言われております。また、高齢者の方がより豊かな人生を

送るためにこれまでの学習経験を糧として、更に高度で専門的な学習の場をど

こに求めればよいのかという要望があり、その体系的・継続的な学習環境の充

実が緊急性を帯びたものになって参りました。

このような状況に対応するため、高等教育機関と行政・社会教育機関がどの

ように連携し、県民に対して体系的・継続的な学習支援をすればよいのかを探

る基礎資料を得ることを目的に高等教育機関と県民に対して調査を実施いたし

ました。

本報告書は、高等教育機関の実態調査と県民の学習ニーズ調査の結果を、

「行政・社会教育機関と高等教育機関との連携による体系的・継続的な学習支

援の在り方に関して」としてまとめたものであります。この報告書が、公開講

座などを実施する上での学習ニーズや運営方法などの参考資料としては勿論の

こと、この報告書を契機に、社会人のための学習環境の充実に際し活用してい

ただくことを心より祈念して止みません。

最後になりましたが、本調査に御協力をいただきました県民の皆様、並びに

関係機関の皆様に心からお礼申し上げる次第です。

豊　澤　武　輝
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１　実施計画

（１）名称

生涯学習・社会教育支援体制に関する調査研究

　

（２）調査の必要性と目的

－行政・社会教育機関と高等教育機関との連携による
　体系的・継続的な学習支援の在り方に関する調査研究－

（必要性）

　これまで各種審議会の答申（p96を参照）において、高等教育機関が高度で体系的か

つ継続的な学習の場として、生涯学習社会において重要な役割を果たすことを提言し

てきた。具体的には「社会人の受け入れ促進」と「地域社会への貢献」である。ま

た、高等教育機関と行政との連携を積極的に進めていく必要があると提言している。

　本県では、大学・短大等の高等教育機関、受講者を送り出す産業界、その間の連絡

調整を行う行政機関の連携・協力を図る目的で、関係者による連絡協議会を設置し、

リカレント教育推進の諸課題について平成６年度から平成１２年度まで検討を行って

きた。その協議会の場で、今後の方向性として以下の点を挙げている。

　まず、学習者・高等教育機関・企業に対し普及・啓発活動の推進が必要であるこ

と。次に、各関係機関とのコーディネート機能を確立することを挙げている。

　ここに来て県内の社会情勢は大きく変動している。まず、雇用状況は悪化の一途を

たどり、大学卒業者といえども安易に就職できない状況になっている。また、県内の

高齢化率は２０％を超え、間もなく超高齢化社会（高齢化率２１％以上）を迎えよう

としている。これに加え、余暇時間の増大、ＩＴ技術の普及など、県民は常に新しい

知識・技術を身につけなければならない必要性を強く感じている。県民が自らの生き

がいのために深い教養を身に付け、職業生活に新しい知識や技術を身に付けるため

に、高等教育機関に学習の場を求めることができるよう、体系的・継続的な学習がで

きる環境の整備を進めていくことは重要な課題の一つであると考える。これまでも、

大学等において社会人受け入れ体制が整備されつつあるが、現状を把握し、今後の社

会人受け入れ体制の整備促進を支援する必要があると考える。

（目的）

　以上のことを踏まえて、本県の高等教育機関との連携による体系的・継続的な学習

支援を今後どのように推進していけばよいのかを明らかにするとともに、県民の高度

で専門的な学習ニーズに応えるためにはどのように環境整備を推進していけばよいの

か、その基礎資料を得ることを目的として調査研究を行うものである。
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２　調査対象

（１）県内高等教育機関
（大学、短期大学、大学校、短期大学校、高等専門学校、専門・専修学校）

（２）一般県民（２，０００人）

３　調査の方法

　 （１）調査実施期間

①高等教育機関調査

　 平成１４年９月２０日～１０月１９日

②一般県民調査

平成１４年１１月３０日～１２月２７日

　 （２）調査方法

①高等教育機関調査

郵送調査法及び電話調査法

②一般県民調査

標本抽出法（２段階無作為抽出法）
県内６地区（教育事務所管内）から２５の市町村を抽出（１段）
人口比に応じて配分した人数を選挙人名簿から無作為抽出（2段）

４　回収結果

（１）高等教育機関調査 （２）一般県民調査

有効回答数率

２０００人
３４３人
17.2%
３３８人
16.9%

郵送数
回収数
回収率
有効回答数

有効回答数率

５６機関
５６機関
100%
５６機関
100%

郵送数
回収数
回収率
有効回答数

＜調査方法及び名簿抽出に関して＞

　今回の調査では、層化２段階無作為抽出法を利用している。この方法は、信頼性・客観
性・精密性の点で特に優れている。
　選挙人名簿からの抽出は、公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第２９条第２項に
規定する選挙人名簿の抄本及び同法第３０条の１２第２項で規定する在外選挙人名簿の抄
本の閲覧・その他の便宜供与（以下「閲覧等」という）に基づき、実施した。

- 5 -



- 6 - 

５ 調査結果より 

 

  ～行政・社会教育機関と高等教育機関との連携による 

            体系的・継続的な学習支援の在り方について～ 

 

 本調査では、まず、高等教育機関に対して『社会人の受け入れ促進』と『地域社会への

貢献』という観点から、「公開講座やセミナーなど」及び「社会人受け入れ制度」の現状

と今後の方向性について調査を実施した。次に、一般県民に対して高等教育機関の調査結

果から、実施されている公開講座及び社会人受け入れ制度について、県民の高等教育機関

に対する学習ニーズの把握を試みた。 

 以下は、２調査の結果から、「公開講座やセミナーなど」と「社会人受け入れ制度」に

観点を絞り、行政・社会教育機関との連携による体系的・継続的な学習支援の在り方につ

いて考察したものである。＜＞の中の数値は根拠となる結果が掲載されているページ数で

あるので、参照していただきたい。 

 

（１） 公開講座やセミナーなどについて 

 公開講座やセミナーなど（以下「公開講座など」）を６割以上の県民が受けてみたいと

考えている１）。県民は各高等教育機関が提供する学習機会を要望していることが分かる。

また、比較的多くの高等教育機関が、今後の予定として公開講座を拡充する方向で考え

ている２）。しかし、この１年間に「大学や短大等の公開講座などに参加して学習した」

と回答している県民は、4.3%３ ）に過ぎなかった。この現状から、必ずしも県民の要望に

対応した公開講座が開設されていないことが原因として考えられる。調査の結果から、

県民の要望に対応していくための留意点は次のようになる。 

＜ １）p67 ２）p83,84 ３）p65 ＞  

 

① 多様な学習ニーズに即した公開講座開設 

 高等教育機関では、学術性の高い講座や職業能力開発的な講座など県民の要望を踏

まえて多様な学習内容の講座を拡充する方向で考えているという結果4)が得られてい

る。一方、県民が実際に活動した学習内容と比較すると学術・専門的な内容や日常的

関心事に関する内容が多くなっているものの希望する公開講座内容は多様であると

いう結果５）が得られている。県民は多様な学習内容を要望しており、高等教育機関は

県民の学習ニーズに対応した公開講座を開設していこうとする姿勢が窺える。 

 年代や最終学歴など、その属性によって、希望する公開講座内容に違い６）が見られ

た。また、学習活動の結果からは、その属性によって学習に利用できる期日や時間帯

に相違が見られた７）。これらのことから、対象者の属性によって希望する学習内容や

学習できる期日や時間帯が異なるため、対象者の属性に合わせた公開講座の開催が必

要であると思われる。 

＜ ４）p83,84 ５）p92 ６）p72 ７）p57,58 ＞ 

 

 



- 7 - 

② 地域に密着した公開講座開設 

 開催場所及び会場が居住市町村内であれば、７割以上８）の県民が公開講座を受けて

みたいと考えている。また、女性や 50 歳未満の県民と学習の必要性を感じている県

民は、「開催時間があわなかった」ことと「身近に利用できる施設がなかった」こと

を理由に学習活動ができなかった人が比較的多いという結果９）が得られている。県民

は身近で開催される学習機会提供を望んでいると言える。 

 高等教育機関の調査結果a1)によると、「移動公開講座」や「講師の派遣」について

拡充する方向で考えている機関がある。また、市町村など他の機関と連携して公開講

座を実施した８割以上の機関は、参加者の増加に効果があったと回答しているa2)。 

 これらのことから、地域の会場を提供したり、県や市町村主催の講座に各高等教育

機関の講師を活用したりするなどの連携をすることによって、公開講座参加者の増加

につながると予測されることから、地域の事情に密着した公開講座を拡充していくこ

とが望まれる。 

＜ ８）p70 ９）p61,p90 a1)p83,84 a2)p85 ＞ 

 

③ 公開講座調整（コーディネート）機関の設立 

 高等教育機関側からは、各機関が実施している公開講座が重複することがないよう

調整する機関の設立が望まれているa3)。現在、あおもり県民カレッジが事務局となり、

公開講座まつりを期間限定であるが実施している。この期間においては、カレッジ連

携機関のみではあるが公開講座の調整が図られている。今後、このような調整機関の

設立がより県民のニーズに対応していくことにつながると思われる。 

＜ a3)p21,p26 ＞  

 

④  生涯学習推進組織の充実・拡充 

 県民は、地域に密着した公開講座開設や多様な学習内容など、公開講座に対しての

要望を出している。今後も公開講座などが拡充されていくためには、各高等教育機関

において専門の組織が中心となって対応することが望まれる。しかし、高等教育機関

が設置している生涯学習推進組織は 17 機関a4)であり、設置している機関においても

現状では機能が十分ではないと考えている機関が比較的多いa5)。 

 このことから、今後、県民の学習ニーズに対応した公開講座を実施していくために

は、組織の充実・拡充が必要であると思われる。 

＜ a4)p43  a5)p44 ＞ 
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２） 社会人受け入れ制度について 

 社会人受け入れ制度を利用してみたいと考えている県民は、４割程度a6)であった。特

に、50 歳未満の県民が、この制度を利用したいと望んでいる割合が高いa7)。これは、50

歳未満の県民は、現代社会において、常に新しい知識・技術を身につけておかなければ

ならないという意識が強いからではないかと思われる。高等教育機関において社会人受

け入れ制度が促進されるための留意点は次のようになる。 

＜ a6)p73  a7)p73 ＞ 

 

①  社会人受け入れ制度に関する情報提供の充実 

ア、市町村との情報提供の連携 

 県民が社会人受け入れ制度に関して高等教育機関や行政側に要望したいことと

して、受講できる講座内容や取得できる資格・学位等について詳しく知りたいが多

かったa8)。社会人受け入れ制度が一般的に認知されていないことや社会人受け入れ

制度に関しての情報を要望していることが窺える。 

 行政・社会教育機関と情報提供の協力関係を望んでいる高等教育機関が６割近く

あることa9)と、県民は主に市町村の広報誌を通して学習活動の情報を得ていること

b1)を合わせ考えると、社会人受け入れ制度に関する情報を、市町村の広報媒体を利

用して提供していくことが望まれる。また、各高等教育機関の有する情報をどこか

で一本化し、県民がこの制度に関する情報をいつでも必要なときに取得できるよう

に整備していく必要があると思われる。 

＜ a8)p79  a9)p34  b1)p66 ＞ 

 

②  社会人が制度を利用しやすい環境整備の充実 

ア、職業者が利用しやすい制度の充実 

 社会人受け入れ制度に関して、「夜間や休日に受講」を要望している県民がいる

という結果b2)が得られている。また、常勤の職業者や 50 歳未満の県民は、仕事が

忙しいことを理由に制度を利用したいとは思わない人が、著しく多いという結果b3)

が得られている。これらのことから、社会人用のカリキュラム、講義の週末開催な

ど常勤の職業者が利用しやすい環境を整えない限り、制度利用人数は増加しないだ

ろうと思われる。  
 しかし、調査の結果b4)から、高等教育機関側の受け入れ体制は必ずしも県民の要

望に応えられるだけの体制が整っているわけではなく、上記の環境を整えていくた

めには、教職員の協力が欠かせない。社会人受け入れに対する教職員の意識は、協

力的・積極的であるという結果b5)が得られていることから、これら職業人が利用し

やすい環境整備の在り方についてもより積極的に取り組まれていくことが望まれ

る。 

＜ b2)p79 b3)p74  b4)p86,87 b5)p34 ＞ 

 

 

  



- 9 - 

イ、企業や事業所に対しての啓発 

 社会人受け入れ制度に関して、「在職しながら入学」、「復職する際に優遇」を要

望している県民がいるb6)。また、職場の理解や協力が得られないと回答した県民が

いるb7)。これらのことから、仕事に就きながら制度を利用できるシステム＜ＯＮ－

ＪＴ（オン・ジョブトレーニング）やＯＦＦ－ＪＴ（オフ・ジョブトレーニング）

＞の確立や評価制度の導入など、職場においても制度を利用しやすい環境が整えら

れていく必要があると思われる。そのためには、まず、企業・事業所に対して社会

人受け入れ制度に関する情報を提供し、制度を利用した学習の利点を理解してもら

えるよう積極的に働きかけていく必要があると思われる。 

＜ b6)p79 b7)p76 ＞ 

 

ウ、学習ニーズに即した社会人受け入れ制度導入 

 具体的に利用したい制度については、「聴講生」と「科目等履修生」が多かったb8)。

大学・短大等では「聴講生」や「科目等履修生」の制度がある程度導入されている

ものの、専門・専修学校ではごく一部の機関に限られているb9)。この現状を考える

と、必ずしも県民の要望に応えられるだけの制度が整備されているわけではない。

県民が気軽に高等教育機関で学べるよう各機関に多様な受け入れ制度の導入が望

まれる。 

＜ b8)p77  b9)p28 ＞ 

 

エ、社会人の学習に対する経済的な支援 

 社会人受け入れ制度に関して「利用してみたいとは思わない」「わからない」と

回答した県民の２割は、費用がかかりすぎると回答しているc1)。特に、50 歳未満の

県民の割合が高くなっている。また、経済的負担を理由に学習活動ができなかった

と回答している人の中では、学習したいと感じている人の割合が高くなっているc2)。

経済的な理由により、利用したくても利用できない県民がいると推測できる。しか

し、高等教育機関調査では、「奨学金制度」や「職業能力開発給付制度対象の講座

開設」を導入している機関は全機関の１割にも満たないc3)。今後、県民の経済的負

担を軽減する措置を考えていく必要があると思われる。 

＜ c1)p75 c2)p90  c3)p86 ＞ 

 

オ、累積単位制度の導入 

 単位互換制度については、県内の７大学において導入されているが、他の機関で

は導入している機関が少ないc4)。また、県民からの要望としては、情報提供や受講

できる環境整備に関する要望と比較すると回答率は７％になっているc5)。しかしな

がら、この制度を導入している１３機関の９割以上の機関が、他の高等教育機関で

も活用できるシステムを整備するべきであると回答しているc6)。単位互換制度につ

いての克服するべき課題は山積している状態ではあるが、この制度も含め、累積単

位制度を促進していくことが社会人受け入れの促進に必要であると思われる。 

＜ c4)p41  c5)p79  c6)p42  ＞  
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第２章　高等教育機関調査結果



　＜回答機関の属性＞

機関部類 ｎ %
大学 10 17.9
短大 7 12.5
大学校 3 5.4
高等専門学校 1 1.8
専門・専修学校 35 62.5
全体 56 100.0

高等教育機関一覧はｐ101を参照のこと

62.5

1.8

5.4

12.5

17.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

大学

短大

大学校

高等専門学校

専門・専修学校

ｎ=56機関別

　

＜高等教育機関について＞

　本調査では、高等教育機関を大学院、大学、短期大学、高等専門学校だけでなく、県
内の大学校、短期大学校、専修学校専門課程（専門学校）を合わせて総称している。県
内の大学校や専修学校専門課程（専門学校）は、短期大学とは異なり、職業生活に密着
した専門の特技や資格のための専門的内容を集中的に学ぶ教育機関であるが、多くの高
校卒業者が入学しており、また、これらの学校を卒業した者には、短期大学卒業と同等
の学力を有する者として認められることから、これらの学校も、高等教育機関と称して
いる。

　本調査で「大学・短大等」とは、大学院・大学・短期大学・大学校・短期大学校・高
等専門学校等の機関を意味している。なお、調査結果の機関別で表示している「大学
校」には短期大学校が含まれている。
　専修学校専門課程（専門学校）については、学校教育法第８２条第４項により、専門
学校と称することができるとあることから、専修学校専門課程設置校を「専門・専修学
校」としている。
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Ⅰ　公開講座などについて

問１　平成１３年度に公開講座など（専門・専修学校においては、正規の学生を除く社会人を対
象とした講習会・セミナー。以下同様）を実施したか。（単数回答）

公開講座実施状況

実施してい
ない
55.4%

実施してい
る
44.6%

ｎ=56

　県内の５６高等教育機関のうち、２５機関で実施
している。

全
体

機
関
別

実施公開講座一覧ｐ102

大学・短大等では、２１機関中１７機関（80.9%）で実施している。

90.0 10.0

71.4 28.6

66.7 33.3

100.0

22.9 77.1

実施している 実施していない

ｎ

10

7

3

1

35

大学

短大

大学校

高等専門学校

専門・専修学校
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問２　 社会人を対象とした公開講座に関して、ａ～ｄについてお答えください。
　　　（単数回答）

4.0

4.0

4.0

36.0

52.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

まったくそう思う

ややそう思う

どちらともいえない

あまりそう思わない

まったくそう思わない

ｎ=25

8.0

0.0

8.0

44.0

40.0

0% 10% 20% 30% 40% 50%

まったくそう思う

ややそう思う

どちらともいえない

あまりそう思わない

まったくそう思わない

ｎ=25

　２２機関が研究成果を
地域に還元できたと思っ
ている。

ａ研究成果の地域還元

全
体

機
関
部
類
別

ｂ教職員の資質向上

全
体

機
関
部
類
別

　２１機関が、教職員の
資質向上につながったと
思っている。

47.0 35.3 5.9 5.9 5.9

62.5 37.5

まったくそう思
う

ややそう思う どちらともいえ
ない

あまりそう思わ
ない

まったくそう
思わない

ｎ

17

8

大学・短大等

専門・専修学校

35.3 41.1 11.8 11.8

50.0 50.0

まったくそう思
う

ややそう思う どちらともい
えない

あまりそう思わ
ない

まったくそう
思わない

ｎ

17

8

大学・短大等

専門・専修学校
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4.0

0.0

8.0

28.0
60.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

まったくそう思う

ややそう思う

どちらともいえない

あまりそう思わない

まったくそう思わない

ｎ=25

4.0

8.0

24.0

24.0

40.0

0% 10% 20% 30% 40%

まったくそう思う

ややそう思う

どちらともいえない

あまりそう思わない

まったくそう思わない

ｎ=25

ｃ学校のピーアール

全
体

機
関
部
類
別

ｄ地域・住民を知る機会

全
体

機
関
部
類
別

　２２機関が、学校の
ピーアール効果につな
がっていると思ってい
る。

　これまでの結果を見てみると、「まったくそう思う」と「ややそう思う」を合わせると６割以
上の機関が公開講座を実施することによって、効果が得られていると回答している。機関部類別
に見ても、大学・短大等の機関や専門・専修学校の区別なくその効果を認めていることが明らか
になった。

　１６機関が、地域・住
民を知る機会になったと
思っている。

58.8 29.4 11.8

62.5 25.0 12.5

まったくそう思
う

ややそう思う どちらともい
えない

あまりそう思わ
ない

まったくそう
思わない

ｎ

17

8

大学・短大等

専門・専修学校

41.2 23.5 17.6 11.8 5.9

37.5 25.0 37.5

まったくそう思
う

ややそう思う どちらともい
えない

あまりそう思わ
ない

まったくそう
思わない

ｎ

17

8

大学・短大等

専門・専修学校
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問３　 社会人を対象とした公開講座の運営方法及びその内容に関して、ａ～eについてお答えく
ださい。（単数回答）

　６機関が、移動公開講
座を実施している。

実施して
ない
76.0%

実施して
いる
24.0%

ｎ=25

問３ａ今後の予定

実施している

実施してない

ａ移動公開講座

全
体

機
関
部
類
別

　移動公開講座を実施しているのは、４大学と２短期大学の６機関であった。

　移動公開講座を実施している機関中、５機関は拡充する方向で考えているようである。
　移動公開講座を実施していない機関でも、大学・短大等の５機関と専門・専修学校の２機関で拡
充する方向で考えているようである。

35.3 64.7

100.0

実施している 実施してない

ｎ

17

8

大学・短大等

専門・専修学校

16.7 66.6 16.7

拡充する 拡充したい 現状のままで
よい

縮小・廃止した
い

縮小・廃止す
る

ｎ

6

0

大学・短大等

専門・専修学校

45.5 54.5

25.0 75.0

拡充する 拡充したい 現状のままで
よい

縮小・廃止した
い

縮小・廃止す
る

ｎ

11

8

大学・短大等

専門・専修学校
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実施し
ている
80.0%

実施し
てない
20.0%

ｎ=25

問３ｂ今後の予定

ｂ講師の派遣

全
体

機
関
部
類
別

実施している

実施してない

　２０機関が、講師の派遣を実施
している。

　機関部類別に見ると、大学・短大等の機関では、１１機関が「拡充する」または「拡充したい」
と回答している。専門・専修学校においても、３機関が「拡充する」または「拡充したい」と回答
している。

　機関部類別に見ると、大学・短大等の機関では、１機関が「拡充する」と回答している。専門・
専修学校においても、１機関が「拡充したい」と回答している。

88.2 11.8

62.5 37.5

実施している 実施してない

ｎ

17

8

大学・短大等

専門・専修学校

13.3 60.0 26.7

40.0 20.0 40.0

拡充する 拡充したい 現状のままでよ
い

縮小・廃止した
い

縮小・廃止す
る

ｎ

15

5

大学・短大等

専門・専修学校

50.0 50.0

33.3 66.7

拡充する 拡充したい 現状のままでよ
い

縮小・廃止した
い

縮小・廃止す
る

ｎ

2

3

大学・短大等

専門・専修学校
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実施し
てない
56.0%

実施し
ている
44.0%

ｎ=25

問３ｃ今後の予定

ｃ学術性の高い講座

全
体

機
関
部
類
別

実施している

実施してない

　１１機関が、学術性の高い講座
について実施している。

　実施している大学・短大等の１１機関のうち、７機関が「拡充する」または「拡充したい」と回
答している。

　機関部類別に見ると、大学・短大等の機関では、１機関が「拡充したい」と回答している。専
門・専修学校においては、３機関が「拡充する」または「拡充したい」と回答している。

64.7 35.3

100.0

実施している 実施してない

ｎ

17

8

大学・短大等

専門・専修学校

27.3 36.3 36.4

拡充する 拡充したい 現状のままで
よい

縮小・廃止し
たい

縮小・廃止す
る

ｎ

11

0

大学・短大等

専門・専修学校

16.7 83.3

25.0 12.5 62.5

拡充する 拡充したい 現状のままで
よい

縮小・廃止し
たい

縮小・廃止す
る

ｎ

6

8

大学・短大等

専門・専修学校
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実施し
てない
32.0%

実施し
ている
68.0%

ｎ=25

ｄ職業能力開発に関する講座

全
体

機
関
部
類
別

問３ｄ今後の予定

実施している

実施してない

　１７機関が、職業能力開発に関
する講座について実施している。

　機関部類別に見ると、大学・短大等の機関では、９機関が「拡充する」または「拡充したい」と
回答している。専門・専修学校においても、４機関が「拡充する」または「拡充したい」と回答し
ている。

　機関部類別に見ると、大学・短大等の機関では、２機関が「拡充したい」と回答している。専
門・専修学校においては、３機関が「現状のままでよい」と回答している。

70.6 29.4

62.5 37.5

実施している 実施してない

ｎ

17

8

大学・短大等

専門・専修学校

25.0 50.0 25.0

40.0 40.0 20.0

拡充する 拡充したい 現状のままで
よい

縮小・廃止した
い

縮小・廃止す
る

ｎ

12

5

大学・短大等

専門・専修学校

40.0 60.0

100.0

拡充する 拡充したい 現状のままで
よい

縮小・廃止し
たい

縮小・廃止す
る

ｎ

5

3

大学・短大等

専門・専修学校
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実施し
てない
40.0%

実施し
ている
60.0%

ｎ=25

ｅ一般教養・スポーツなどの講座

全
体

機
関
部
類
別

問３ｅ今後の予定

実施している

実施してない

　１５機関が、一般教養・スポー
ツなどの講座について実施してい
る。

　機関部類別に見ると、大学・短大等の機関では、７機関が「拡充する」または「拡充したい」と
回答している。専門・専修学校においては、「現状のままでよい」と回答している。

　機関部類別に見ると、実施していない専門・専修学校のうち、２機関が「拡充する」と回答して
いる。

76.5 23.5

25.0 75.0

実施している 実施してない

ｎ

17

8

大学・短大等

専門・専修学校

15.4 38.5 46.1

100.0

拡充する 拡充したい 現状のままで
よい

縮小・廃止し
たい

縮小・廃止す
る

ｎ

13

2

大学・短大等

専門・専修学校

100.0

33.3 66.7

拡充する 拡充したい 現状のままで
よい

縮小・廃止した
い

縮小・廃止す
る

ｎ

4

6

大学・短大等

専門・専修学校

- 20 -



＜広報活動の充実＞５機関
○　広報活動
○　市民への案内・ＰＲ
○　県、市等各種自治体等の広報誌、ＨＰの活用
○　マスコミの利用
○　県内の教育機関への案内
○　学校のＨＰでＰＲ

＜講座内容の充実について＞５機関
○　アンケートを実施してニーズに即した講座の設定
○　公開講座講師の得意分野の確認
○　行政・企業の研修活動とリンク　
○　教養的な内容か職業能力アップにつながる内容かを明確化
○　資格取得講座の実施

＜環境の充実について＞４機関
○　駅前や市街地でのサテライト教室の開催
○　公開講座実施機関の連携
○　包括的情報管理機関と実施機関のネットワーク化
○　市町村など公共機関の支援

問４　より多くの県民に対して公開講座などの学習機会の場を提供し、効果的に運営していくた
めには、どのような方策が必要であると思うか。（自由記述）

問５　公開講座を効果的に運営していくためには、行政・社会教育機関と連携する必要があると
思うか。（単数回答）

行政との連携の必要性
必要が
ない
8.0%

わから
ない
12.0%

必要が
ある
80.0%

ｎ=25全
体

機
関
部
類
別

　公開講座を効果的に運営していくためには、行政と連携する必要があると、機関部類別に見て
も両者とも４分の３以上の機関が必要性を感じていることがわかった。具体的に、①広報活動へ
の支援　②交通の便のよい会場提供　③同種の公開講座等の日程バッティングの調整（企画段階
で調整できれば望ましい。）などがあげられていた。「必要がない」と回答した機関の記述を見
ると、「専門校のため、対応できる公開講座は限られているから」という回答であった。

　回答のあった９機関のうち、５機関が「広報活動」についてであった。各機関では、独自に
広報活動を行っているが、連携することが必要であると感じているようである。

　２０機関が、必要であると考え
ている。

82.3 5.9 11.8

75.0 12.5 12.5

必要がある 必要がない わからない

ｎ

17

8

大学・短大等

専門・専修学校
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問６　実施した公開講座のうち、市町村や高等教育機関等の他機関と連携して実施した公開講座
はあるか。（単数回答）

問８　 他の機関と連携して公開講座を実施したことにより、どのような点で効果があったと思
うか、ａ～ｇについてお答えください。（単数回答）

全
体

機
関
部
類
別

連携公開講座の有無

ない
36.0%

ある
64.0%

ｎ=25

　１３機関が、参加者の
増加につながったと回答
している。

ａ参加者の増加

全
体

機
関
部
類
別

0.0

12.5

6.3
37.5

43.8

0% 10% 20% 30% 40% 50%

大変効果があったと思う

効果があったと思う

どちらともいえない

あまり効果がなかったと思う

効果がなかったと思う

ｎ=16

　他の機関と連携して実施した公開講座について、「ない」と回答した機関の理由をあげると、
①働きかけをしていないため、②要請が今のところ無い。③協力していただける程度が把握でき
ない　④調整に時間がかかる　⑤責任分担の調整が大変等があった。これらの記述を見る限り、
連携することに肯定的であることがわかる。

　１６機関が、他の機関と連携し
た公開講座を実施している。

連携公開講座一覧ｐ114

58.8 41.2

75.0 25.0

ある ない

ｎ

17

8

大学・短大等

専門・専修学校

50.0 30.0 20.0

33.3 50.0 16.7

大変効果が
あったと思う

効果があった
と思う

どちらともい
えない

あまり効果が
なかったと思
う

効果がなかっ
たと思う

ｎ

10

6

大学・短大等

専門・専修学校
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ｂ経費の節約

全
体

機
関
部
類
別

ｃ会場・設備などの準備・利用

全
体

機
関
部
類
別

0.0
6.3

31.3
43.8

18.8

0% 10% 20% 30% 40% 50%

大変効果があったと思う

効果があったと思う

どちらともいえない

あまり効果がなかったと思う

効果がなかったと思う

ｎ=16

6.3

6.3
31.3

31.3
25.0

0% 10% 20% 30% 40%

大変効果があったと思う

効果があったと思う

どちらともいえない

あまり効果がなかったと思う

効果がなかったと思う

ｎ=16

　１０機関が、経費の節
約に効果があったと回答
している。

　９機関が、会場・設備
などの準備・利用に効果
があったと回答してい
る。

20.0 40.0 30.0 10.0

16.7 50.0 33.3

大変効果が
あったと思う

効果があった
と思う

どちらともい
えない

あまり効果が
なかったと思
う

効果がなかっ
たと思う

ｎ

10

6

大学・短大等

専門・専修学校

20.0 40.0 20.0 10.0 10.0

33.3 16.7 50.0

大変効果が
あったと思う

効果があった
と思う

どちらともい
えない

あまり効果が
なかったと思
う

効果がなかっ
たと思う

ｎ

10

6

大学・短大等

専門・専修学校
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ｄ学校のピーアール効果

全
体

機
関
部
類
別

0.0

6.3
31.3
31.3

31.3

0% 10% 20% 30% 40%

大変効果があったと思う

効果があったと思う

どちらともいえない

あまり効果がなかったと思う

効果がなかったと思う

ｎ=16

　１１機関が、連携する
ことにより講座の内容が
質的に向上すると回答し
ている。

ｅ講座内容の質的向上

全
体

機
関
部
類
別

6.3

0.0
25.0

31.3

37.5

0% 10% 20% 30% 40%

大変効果があったと思う

効果があったと思う

どちらともいえない

あまり効果がなかったと思う

効果がなかったと思う

ｎ=16

　１０機関が、学校の
ピーアール効果につな
がっていると回答してい
る。

20.0 40.0 30.0 10.0

50.0 16.7 33.3

大変効果があっ
たと思う

効果があった
と思う

どちらともい
えない

あまり効果がな
かったと思う

効果がなかっ
たと思う

ｎ

10

6

大学・短大等

専門・専修学校

30.0 30.0 30.0 10.0

50.0 33.3 16.7

大変効果があっ
たと思う

効果があった
と思う

どちらともい
えない

あまり効果がな
かったと思う

効果がなかっ
たと思う

ｎ

10

6

大学・短大等

専門・専修学校
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ｆ職員の意識の高揚

全
体

機
関
部
類
別

ｇ事業の効率的な運営

全
体

機
関
部
類
別

12.5

0.0

31.3
31.3

25.0

0% 10% 20% 30% 40%

大変効果があったと思う

効果があったと思う

どちらともいえない

あまり効果がなかったと思う

効果がなかったと思う

ｎ=16

6.3

0.0

37.5

31.3

25.0

0% 10% 20% 30% 40%

大変効果があったと思う

効果があったと思う

どちらともいえない

あまり効果がなかったと思う

効果がなかったと思う

ｎ=16

　９機関が、職員の意識
の高揚につながったと回
答している。

　９機関が、連携するこ
とにより、事業の効率的
な運営につながったかと
回答している。

　大学・短大等も、専修・専門学校でも、他の機関と連携して公開講座を実施することによ
り、効果があると回答している割合が比較的高い。しかし、効率的な事業運営などでは、「ど
ちらともいえない」の回答率が高いことから、課題があるように思える。

10.0 50.0 30.0 10.0

50.0 33.3 16.7

大変効果が
あったと思う

効果があった
と思う

どちらともい
えない

あまり効果が
なかったと思
う

効果がなかっ
たと思う

ｎ

10

6

大学・短大等

専門・専修学校

20.0 30.0 40.0 10.0

33.4 33.3 33.3

大変効果が
あったと思う

効果があった
と思う

どちらともい
えない

あまり効果が
なかったと思
う

効果がなかっ
たと思う

ｎ

10

6

大学・短大等

専門・専修学校
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＜開催方法について＞
○　講座内容、開催時期等の調整
○　冬期間開催の講座参加者の確保

＜連携内容について＞
○　費用（旅費など）の負担先
○　委託事業での制約事項
○　独自性の欠如　

＜その他＞
○　情報の共有　
○　依頼先の違いによる調整方法

＜連絡調整について＞
○　講師の意向に合致した内容
○　文書での確認
○　連携先の担当者と相談しながらの進行
○　センターのコーディネート、関係者協議の場の設定
○　適正の規模・会場について事前の条件付け

＜情報の収集＞
○　情報の収集

問１０　他の機関と連携した公開講座を実施する上での問題点・課題を克服するためには、貴機
関では、どのような方策が必要であると思うか。（自由記述）

問９　他の機関と連携した公開講座を実施する上での問題点・課題をどのように考えているか。
（自由記述）

　他の機関と連携した公開講座を実施する上での問題点・課題として５機関から回答を得るこ
とができた。その中であげられたことを見ると、他の機関との連絡調整の在り方に課題がある
ようである。

　他の機関と連携した公開講座を実施する上での問題点・課題を克服するためには、連携機関
同士が十分な協議の元に運営していくことがあげれている。

- 26 -



Ⅱ　社会人の受け入れ体制について

問１　社会人受け入れを実施しているか。（一度学校を卒業した方で自分の教養を深めるため
や、職業能力を向上させるために再度学校で学習したいと考えている方を「社会人」とする。以
下同様）（単数回答）

　社会人受け入れ制度は、４５機関で実施している。

　機関別に見ると、大学・短大等では、１８機関で実施しており、専門・専修学校でも、２７
機関が実施している。実施していない機関にその理由を尋ねてみたところ、「実施体制が整っ
ていない」「校舎に余分なスペースがない」「職業的専門能力の向上に必要な教育内容の準備
ができていない」などの意見があった。

全
体

機
関
別

社会人受け入れ制度実施状況

実施してい
ない
17.9%

実施する予
定である
1.8%

実施してい
る
80.4%

ｎ=56

90.0 10.0

85.7 14.3

66.7 33.3

100.0

77.1

2.9

20.0

実施している 実施する予定である 実施していない

ｎ

10

7

3

1

35

大学

短大

大学校

高等専門学校

専門・専修学校
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※上記の利用人数は、調査で回答のあった人数を合計したものである。

問２　 貴機関が実施している社会人受け入れ制度に関して。（複数回答）

　「一般選抜試験の中
で」が最も多い。

全
体

機
関
部
類
別

4.4
8.9

20.0
22.2

60.0

35.6
37.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

社会人特別入学制度

科目等履修生制度

一般選抜試験の中で

聴講生

研究生

大学院生

その他

実施社会人受け入れ制度についてｎ=45

　機関部類別に見ると、大学・短大等では、「科目等履修生制度」が最も多く、１５機関で実施
している。専門・専修学校では、「一般選抜試験の中で」が最も多く、１７機関で実施してい
る。

38

16

37

16 10

51 149

59

41 62

0人 50人 100人 150人 200人

一般選抜試験の中で

聴講生

研究生

大学院生

その他

平成１３年度社会人受け入れ制度利用人数

大学・短大等 専門・専修学校

50.0 83.3 50.0 50.0 27.8 22.2 5
.

29.6

3.7

66.7 18.
5
3.7

社会人特
別入学制
度

科目等履
修生制度

一般選抜
試験の中
で

研究生 聴講生 大学院生 その他

ｎ

18

27

大学・短大等

専門・専修学校
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問３　 社会人受け入れ制度の導入にあたって、重視したことは何か、ａ～ｈについて。
　　（単数回答）

ｂ一般学生に対する刺激

全
体

機
関
部
類
別

１７機関が、地域社会の
要望をかなり重視した。

ａ地域社会の要望

全
体

機
関
部
類
別

6.5

2.2

26.1

28.3
37.0

0% 10% 20% 30% 40%

かなり重視した

まあまあ重視した

どちらともいえない

あまり重視しなかった

まったく重視しなかった

ｎ=46

4.3

4.3

30.4

30.4

30.4

0% 10% 20% 30% 40%

かなり重視した

まあまあ重視した

どちらともいえない

あまり重視しなかった

まったく重視しなかった

ｎ=46

　機関部類別に見ると、大学・短大等では、「かなり重視した」の割合が21.4ポイント高く、専
門・専修学校では、「どちらともいえない」の割合が24.6ポイント高い。

　２８機関が、一般学生
に対する刺激を重視し
た。

　機関部類別に見ると、大学・短大等では、「まあまあ重視した」と回答した機関の割合が13.9
ポイント高く、専門・専修学校では、「どちらともいえない」が、13.5ポイント高い。

50.0 33.3 11.1
5.
6

28.6 25.0 35.7

3.6

7.1

かなり重視した まあまあ重視
した

どちらともい
えない

あまり重視しな
かった

まったく重視
しなかった

ｎ

18

28

大学・短大等

専門・専修学校

33.3 38.9 22.2 5.
6

28.6 25.0 35.7 7.1

3.6

かなり重視した まあまあ重視
した

どちらともいえ
ない

あまり重視しな
かった

まったく重視
しなかった

ｎ

18

28

大学・短大等

専門・専修学校
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ｃ教職員に対する刺激

全
体

機
関
部
類
別

ｄ経営基盤の強化

全
体

機
関
部
類
別

6.5

13.0

50.0

19.6

10.9

0% 10% 20% 30% 40% 50%

かなり重視した

まあまあ重視した

どちらともいえない

あまり重視しなかった

まったく重視しなかった

ｎ=46

8.7

10.9

32.6

19.6

28.3

0% 10% 20% 30% 40%

かなり重視した

まあまあ重視した

どちらともいえない

あまり重視しなかった

まったく重視しなかった

ｎ=46

　１４機関が、教職員
に対する刺激について
重視した。

　機関部類別に見ると、専門・専修学校は、「どちらともいえない」と回答した機関の割合が
9.1ポイント高い。

　２２機関が、経営基
盤の強化について重視
した。

　機関部類別に見ると、大学・短大等では、「重視しなかった」と回答した機関の割合が高い。
専門・専修学校では、「かなり重視した」の割合が、28.2ポイント高い。

5.6 27.8 44.4 11.1 11.1

14.3 14.3 53.5 14.3

3.6

かなり重視し
た

まあまあ重視
した

どちらともい
えない

あまり重視し
なかった

まったく重視
しなかった

ｎ

18

28

大学・短大等

専門・専修学校

11.1 22.2 27.8 16.7 22.2

39.3 17.9 35.7 7.1

かなり重視し
た

まあまあ重視
した

どちらともい
えない

あまり重視し
なかった

まったく重視
しなかった

ｎ

18

28

大学・短大等

専門・専修学校
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ｅ社会人の生涯学習の推進

全
体

機
関
部
類
別

ｆ各種答申にある指摘

全
体

機
関
部
類
別

2.2

2.2

19.6

45.7

30.4

0% 10% 20% 30% 40% 50%

かなり重視した

まあまあ重視した

どちらともいえない

あまり重視しなかった

まったく重視しなかった

ｎ=46

10.9

13.0
39.1

30.4

6.5

0% 10% 20% 30% 40%

かなり重視した

まあまあ重視した

どちらともいえない

あまり重視しなかった

まったく重視しなかった

ｎ=46

　３５機関が、社会人
の生涯学習の推進につ
いて重視した。

　機関部類別に見ると、大学・短大等では、「かなり重視した」の割合が23.0ポイント高い。専
門・専修学校では、１９機関が重視したと回答している。

　１７機関が、各種答
申にある指摘について
重視した。

　機関部類別に見ると、大学・短大等では、「まあまあ重視した」の割合が最も高い。専門・専
修学校では、「どちらともいえない」と回答した機関の割合が最も高い。

44.4 44.4
5.
6
5.
6

21.4 46.4 28.6

3.6

かなり重視し
た

まあまあ重視
した

どちらともい
えない

あまり重視し
なかった

まったく重視
しなかった

ｎ

18

28

大学・短大等

専門・専修学校

11.1 44.4 27.8 5.6 11.1

3.6

21.4 46.4 17.9 10.7

かなり重視した まあまあ重視
した

どちらともい
えない

あまり重視しな
かった

まったく重視
しなかった

ｎ

18

28

大学・短大等

専門・専修学校
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ｇ地域社会に対する貢献

全
体

機
関
部
類
別

ｈその他

2.2

0.0

21.7

34.8

41.3

0% 10% 20% 30% 40% 50%

かなり重視した

まあまあ重視した

どちらともいえない

あまり重視しなかった

まったく重視しなかった

ｎ=46 　３５機関が、地域社会
に対する貢献について重
視した。

　機関部類別に見ると、大学・短大等では、１５機関が、専門・専修学校では、２０機関が重視
したと回答している。

　その他としてあげられていたのが、「理・美容業界の後継者育成」「卒業生に対する貢献」
「大学開校時の基本構想委員会答申」であった。「どちらともいえない」と回答した機関の記述
はなかった。

50.0 33.3 16.7

35.7 35.7 25.0

3.6

かなり重視した まあまあ重視
した

どちらともい
えない

あまり重視しな
かった

まったく重視
しなかった

ｎ

18

28

大学・短大等

専門・専修学校
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【大学・短大等の機関】

＜一般学生に対する刺激＞
○　就職希望先の業務関連知識
○　勉学意欲・目的意識
○　社会人学生の授業態度
○　積極的に関わる姿勢

＜経営基盤の強化に関する記述＞

○　学生数の増加による経営基盤の強化　
○　社会人入学の掘り起こし　学校宣伝

＜学校に対する刺激＞

○　地域企業の技術の高度化　製品の高付加価値化　

○　社会人の知識・技術を本学の教育・研究活動に反映
○　社会人が持っている本学への期待・関心

＜効果はない＞

○　人数が少ないため　
○　平成１３年度に社会人受入が実施されたため　

【専門・専修学校】

＜一般学生に対する刺激＞

○　高校新卒者の学習意欲向上　
○　社会人入学生の目的意識・学習姿勢　
○　資格取得の必要性　
○　社会人の常識とマナー　
○　修業への意欲・姿勢
○　社会人学生の統率力

＜クラス経営の円滑化＞

○　学生の世代間交流等　
○　心理的問題を抱えた生徒の問題解決　
○　リーダー的役割、ムードメーカー

＜学校に対する刺激＞

○　経営基盤の強化　
○　学ぶ姿勢・熱意・社会経験を踏まえた会話など教職員への刺激

＜社会人受け入れによる課題＞

○　学力的なバラツキ

問４　貴機関では、社会人を受け入れることによって、どのような効果を得ることができたか。
（自由記述）

○　在学生の就職

○　教員の講義の進め方・教授法の見直し

　社会人学生と一般学生が共に学ぶことで、一般学生によい刺激を与えているという内容の記述
が２８機関中１４機関あった。

- 33 -



問５　貴機関が、社会人の受け入れに関して、行政・社会教育機関に望むことは何か。
　　（単数回答）

問６　社会人の受入に対する教職員の意識について。（単数回答）

全
体

機
関
部
類
別

全
体

機
関
部
類
別

0.0

6.5
10.9

23.9
58.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

社会人受入れに対する情報提供の協力

企業や事業所に対する啓発活動

連携調整機関（協議会、連合体など）の設置

その他

会場や施設・設備の利用に関する手続きの簡素化

行政・社会教育機関に対する要望ｎ=46

2.2

0.0

58.7

39.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

積極的である

協力的である

消極的である

その他

教職員の意識についてｎ=46

　大学・短大等では９機関が、専門・専修学校では１８機関が、「情報提供の協力」と回答して
いた。その他として「人材育成・研修活動の中で、科目等履修生制度を利用して頂けたらと考え
る。」があげられていた。

　２７機関が「協力的であ
る」、１８機関が「積極的
である」。

49.9 27.8 16.7 5.6

64.4 21.4 7.1 7.1

社会人受入れに
対する情報提供
の協力

連携調整機関
（協議会、連
合体など）の
設置

その他

ｎ
18

28

大学・短大等

専門・専修学校

会場や施設・
設備の利用に
関する手続き
の簡素化

企業や事業所
に対する啓発
活動

33.3 66.7

42.9 57.1

積極的である 協力的である 消極的である その他

ｎ

18

28

大学・短大等

専門・専修学校
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問８　 社会人が資格を修得しやすくするための環境整備の在り方について、ａ～eについて。
（単数回答）

　８機関が、社会人用のカリキュ
ラムを導入している。

問８ａ今後の予定

実施している

実施してない

ａ社会人用カリキュラム

全
体

機
関
部
類
別

実施し
ていな
い
82.6%

実施し
ている
17.4%

ｎ=46

　実施している機関のうち、今後の予定を機関部類別に見ると、大学・短大等では、３機関で「拡
充したい」と回答している。専門・専修学校では、「拡充する」と回答した機関が３機関であっ
た。

　実施していない機関のうち、今後の予定を機関部類別に見ると、大学・短大等では、５機関が拡
充したいと回答している。専門・専修学校では、すべての機関で「現状のままでよい」と回答して
いる。

16.7 83.3

17.9 82.1

実施している 実施していない

ｎ

18

28

大学・短大等

専門・専修学校

100.0

60.0 20.0 20.0

拡充する 拡充したい 現状のままでよ
い

縮小・廃止した
い

縮小・廃止する

ｎ

3

5

大学・短大等

専門・専修学校

33.3 60.0 6.7

100.0

拡充する 拡充したい 現状のままで
よい

縮小・廃止した
い

縮小・廃止す
る

ｎ

15

23

大学・短大等

専門・専修学校
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問８ｂ今後の予定

ｂ昼夜開講制度

全
体

機
関
部
類
別

実施している

実施してない

実施し
てない
91.3%

実施し
ている
8.7%

ｎ=46 　４機関が、昼夜開講制度を導入
している。

　実施している機関のうち、今後の予定を機関部類別に見ると、大学・短大等では、１機関で「拡
充したい」と回答している。専門・専修学校では、「拡充する」と回答した機関が１機関であっ
た。

　実施していない機関のうち、今後の予定を機関部類別に見ると、大学・短大等では、５機関で拡
充したいと回答している。専門・専修学校では、２機関が拡充する、２機関で拡充したいと回答し
ている。

11.1 88.9

7.1 92.9

実施している 実施してない

ｎ

18

28

大学・短大等

専門・専修学校

50.0 50.0

50.0 50.0

拡充する 拡充したい 現状のままで
よい

縮小・廃止した
い

縮小・廃止す
る

ｎ

2

2

大学・短大等

専門・専修学校

31.3 68.7

7.7 7.7 84.6

拡充する 拡充したい 現状のままで
よい

縮小・廃止した
い

縮小・廃止す
る

ｎ

16

26

大学・短大等

専門・専修学校
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問８ｃ今後の予定

ｃ社会人講義の週末開催

全
体

機
関
部
類
別

実施している

実施してない

実施し
ていな
い
93.5%

実施し
ている
6.5%

ｎ=46 　３機関で、社会人用の講義を週
末に開催している。

　実施している機関のうち、今後の予定を機関部類別に見ると、大学・短大等では、１機関で「拡
充したい」と回答している。専門・専修学校でも、「拡充したい」と回答した機関が１機関であっ
た。

　実施していない機関のうち、今後の予定を機関部類別に見ると、大学・短大等では、３機関で拡
充したいと回答している。専門・専修学校では、２機関で拡充する、３機関で拡充したいと回答し
ている。

11.1 88.9

3.6

96.4

実施している 実施していない

ｎ

18

28

大学・短大等

専門・専修学校

50.0 50.0

100.0

拡充する 拡充したい 現状のままでよ
い

縮小・廃止した
い

縮小・廃止する

ｎ

2

1

大学・短大等

専門・専修学校

18.8 81.2

7.4 11.1 81.5

拡充する 拡充したい 現状のままで
よい

縮小・廃止し
たい

縮小・廃止す
る

ｎ

16

27

大学・短大等

専門・専修学校
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ｄ教育訓練給付制度対象講座

全
体

機
関
部
類
別

問８ｄ今後の予定

実施している

実施してない

実施し
ていな
い
89.1%

実施し
ている
10.9%

ｎ=46 　５機関で、教育訓練給付制度対象
講座を実施している。

　実施している機関のうち、今後の予定を機関部類別に見ると、大学・短大等では、１機関で「拡
充したい」と回答している。専門・専修学校でも、「拡充したい」と回答した機関が２機関であっ
た。

　実施していない機関のうち、今後の予定を機関部類別に見ると、大学・短大等では、２機関で拡
充したいと回答している。専門・専修学校では、２機関で拡充する、１機関で拡充したいと回答し
ている。

11.1 88.9

10.7 89.3

実施している 実施していない

ｎ

18

28

大学・短大等

専門・専修学校

50.0 50.0

66.7 33.3

拡充する 拡充したい 現状のままで
よい

縮小・廃止した
い

縮小・廃止す
る

ｎ

2

3

大学・短大等

専門・専修学校

12.5 81.2 6.3

8.0

4.0

88.0

拡充する 拡充したい 現状のままで
よい

縮小・廃止し
たい

縮小・廃止す
る

ｎ

16

25

大学・短大等

専門・専修学校
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ｅ企業・事業所の広報活動

全
体

機
関
部
類
別

問８ｅ今後の予定

実施している

実施してない

実施し
ていな
い
73.9%

実施し
ている
26.1%

ｎ=46 　１２機関で、企業・事業所に対し
て広報活動を実施している。

　実施している機関のうち、今後の予定を機関部類別に見ると、大学・短大等では、４機関で「拡
充したい」と回答している。専門・専修学校では、「拡充する」と回答した機関が３機関であっ
た。

　実施していない機関のうち、今後の予定を機関部類別に見ると、大学・短大等では、４機関で
拡充したいと回答している。専門・専修学校では、４機関で拡充したいと回答している。

33.3 66.7

21.4 78.6

実施している 実施していない

ｎ

18

28

大学・短大等

専門・専修学校

16.7 66.6 16.7

50.0 33.3 16.7

拡充する 拡充したい 現状のままで
よい

縮小・廃止し
たい

縮小・廃止す
る

ｎ

6

6

大学・短大等

専門・専修学校

33.3 66.7

18.2 81.8

拡充する 拡充したい 現状のままで
よい

縮小・廃止した
い

縮小・廃止す
る

ｎ

12

22

大学・短大等

専門・専修学校
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ｆ奨学金制度

全
体

機
関
部
類
別

問８ｆ今後の予定

実施している

実施してない

実施し
ていな
い
95.7%

実施し
ている
4.3%

ｎ=46 　２機関で、奨学金制度を導入して
いる。

　実施していない機関のうち、今後の予定を機関部類別に見ると、大学・短大等では、４機関で拡
充したいと回答している。専門・専修学校では、２機関で拡充する、３機関で拡充したいと回答し
ている。

5.6 94.4

3.6

96.4

実施している 実施していない

ｎ

18

28

大学・短大等

専門・専修学校

100.0

100.0

拡充する 拡充したい 現状のままでよ
い

縮小・廃止した
い

縮小・廃止す
る

ｎ

1

1

大学・短大等

専門・専修学校

25.0 75.0

7.4 11.1 81.5

拡充する 拡充したい 現状のままで
よい

縮小・廃止した
い

縮小・廃止す
る

ｎ

16

27

大学・短大等

専門・専修学校
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Ⅲ　単位互換制度について

【大学・短大等】
○　市内大学間で気運があるが交通事情、カリキュラム内容等の課題がある。　
○　他大学と打ち合わせたこともあるが、現状では学生の経費負担が大きい。　　
○　学園の建学の精神に応じた教育をしている他機関がない。
○　本学は厚生労働大臣指定の施設のため。
○　本校は県の施設で、学校教育法に基づく機関ではない。

【専門・専修学校】
○　学則で学年制となっているため。
○　特に要望があるとは思われないため。
○　特殊な業種または、特殊技能の修得を目的とするため。
○　理・美容のみの専門学校であり、専門課程を卒業後、単位が不必要。
○　栄養士養成においては単位互換に大きな制約があり不可能。
○　授業科目の目標・内容が専門的であるため、同様の科目を他の学校で履修済みで
　　あったとしても改めて履修してもらう。
○　単一校であるため、連携する機関がない。
○　手続きの複雑さ。教育内容の差。
○　カリキュラム編成が学校単位で異なるため。

問１　貴機関では、他の機関と単位互換制度を実施しているか。（単数回答）

○　環境未整備のため。

　１３機関が、単位互換制度を実施
している。

全
体

機
関
部
類
別

単位互換制度実施状況

実施し
ていな
い
66.1%

実施す
る予定
である
10.7%

実施し
ている
23.2%

ｎ=56

実施していない理由

70.0 20.0 10.0

14.3 57.1 28.6

100.0

100.0

14.3 77.1 8.6

実施している 実施していない 実施する予定である

ｎ

10

7

3

1

35

大学

短大

大学校

高等専門学校

専門・専修学校
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【大学・短大等】

○　教育の基本事項が同一であることが重要。
○　通学・時間割の設定などが課題。

【専門・専修学校】
○　教員数の少ない学校での単位の取り扱いに課題

問３　単位互換制度に関しての課題・問題点について。（自由記述）

問２　 多くの社会人を受け入れるためには、各高等教育機関で取得できる単位を他の高等教育
機関でも活用できるシステムを整備した方がよいと思うか。（単数回答）

○　質的均等性が保証できることが前提条件。
○　相互の提供科目数の増加、学生の選択の幅の拡充。
○　機関毎に認定の時期や条件の調整。その内容について周知することが必要。

○　履修のための予備知識・技能が必要、連続的に履修して効果が得られるものが
　　多いため。
○　認定する単位科目の内容、レベルの確認。

○　精神的・肉体的負担

　１８機関が、他の高等教育機関
でも活用できるシステムを整備し
た方がよいと考えている。

全
体

機
関
部
類
別

整備の
必要は
ない
0.0%

わから
ない
5.3%

整備す
るべき
94.7%

ｎ=19他機関で活用できるシステムの必要性

　単位互換制度に対しては、整備が必要であると考えているようだが、時間的な問題、通学距
離の問題、単位科目のレベルの問題、また、単位認定方法など克服するべき課題は山積してい
る状態であることが分かる。

100.0

87.5 12.5

整備するべき 整備の必要はない わからない

ｎ

11

8

大学・短大等

専門・専修学校
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Ⅳ　生涯学習推進組織について

問１　貴機関で設置している生涯学習推進のための組織について。（複数回答）

１７機関が、生涯学習推進のための組織を有している。

全
体

機
関
別

5.4

8.9

17.9

69.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

組織はない

委員会

その他

生涯学習推進（仮称）センター

生涯学習推進組織設置状況ｎ=56

生涯学習推進組織の概要一覧ｐ116

18.2 45.4 9.1 27.3

14.3 42.8 42.9

33.3 66.7

100.0

2.9

8.6 88.5

生涯学習推進（仮
称）センター

委員会 その他 組織はない

ｎ

10

7

3

1

35

大学

短大

大学校

高等専門学校

専門・専修学校
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【大学・短大等】

○　事務管理の充実のため、広報活動の充実のため、事務職員の増員が必要。
○　もっと学内の研究成果を地域に還元したい。
○　さらに運用について検討する必要はある。
○　当法人の各部門別の組織単位で見た場合は何ともいえない。

【専門・専修学校】

問２　 貴機関の生涯学習推進組織は、現在の体制で十分であると考えているか。（単数回答）

問３　 問２で答えた理由について。また、問題点・課題等。（自由記述）

○　当法人においては公開講座委員会を設置しているが専門として担当する職員がいな
　　いため、立案・広報等スムーズに行えない状況にある。

○　必要性・必然性の意識レベルが低かった。今後、事業推進を拡大化していく予定。
○　教員個人によって関心・知識にバラツキがあり、体制維持が難しい。また、個人の
　　負担が大きく、組織として負担の均等化が必要。

○　施設・設備を広く開放することで、専門知識・技術を地域に還元し、地域文化へ貢
　　献したい。

○　職員のスケジュール等を考えて、今の状態でよいくらいであると思う。但し、意義
　　のある生涯学習活動が更に増えれば人員を調節に対処する用意はある。

○　家庭内での技術活用なら、理容・美容としてはもっと門戸を広げられるのではない
　　かと思う。

○　肉体的に限度である。

全
体

機
関
部
類
別

5.9

35.3

35.3

23.5

0% 10% 20% 30% 40%

拡充したい

十分である

不足している

わからない

組織体制についてｎ=17 　６機関が「不足してい
る」、４機関が「拡充し
たい」と考えている。

　組織としての必要性は認識しているものの、人員不足が課題となっているようである。

23.1 30.8 38.4 7.7

25.0 50.0 25.0

拡充したい 十分である 不足している わからない

ｎ

13

4

大学・短大等

専門・専修学校
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Ⅴ　施設の開放について

問２　 開放している又は、開放する予定の施設。（自由記述）

問３　 施設を開放するにあたっての問題点・課題等。（自由記述）

問１　地域に開かれた高等教育機関として施設（センター・図書館・研究施設等）を開放してい
るか。（単数回答）

○　事務職員の勤務時間の調整。施設の管理（高熱、湯茶等）。
○　教職員の勤務時間等。
○　希望者側との時間的な問題・職員勤務時間外での対応。
○　突発的災害・事故に対する処理・環境整備（清掃等）。
○　交通の利便性・開放時間等。
○　収容人員。
○　現在は、理容・美容学校内での学習内容の概略を知る程度となっている。

全
体

機
関
別

施設の開放状況

開放す
る予定
である
7.1%

開放し
ていな
い
44.7%

開放し
ている
48.2%

ｎ=56 　２７機関が、施設を開放してい
る。

　施設を開放するにあたっての問題点・課題等を見ると、人的な環境が整備されていないと回答
している機関が多かった。また、専門学校の特質上、施設を開放することができないと回答して
いる機関もあった。

開放施設一覧ｐ117

80.0 10.0 10.0

85.7 14.3

66.7 33.3

100.0

28.6 62.8 8.6

開放している 開放する予定はない 開放する予定である

ｎ

10

7

3

1

35

大学

短大

大学校

高等専門学校

専門・専修学校
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Ⅵ　情報提供について

問１　貴機関では、社会人受け入れ制度や公開講座の広報について、実施している方法は。
    （複数回答）

全
体

機
関
部
類
別

2.2

0.0

2.2

4.3

6.5

6.5

10.9

34.8

56.5

60.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

チラシ・ポスター・パンフレット

貴校のホームページ

新聞

市町村の広報誌

一般雑誌・専門誌

テレビ・ラジオ

県の広報誌

ありすネット・学遊トピアあおも
り

その他

県のホームページ

ｎ=46

社会人受け入れ制度

16.7 66.7

5.6

22.2
11
.1

5.6

66.7

5.6

7.4

59.3

3.7

44.4

3.7 7.4

51.9

3.7

市町村
の広報
誌

チラ
シ・ポ
ス
ター・
パンフ
レット

県の広
報誌
新聞 一般雑
誌・専
門誌

テレ
ビ・ラ
ジオ

貴校の
ホーム
ページ

県の
ホーム
ページ

ありす
ネッ
ト・学
遊トピ
アあお
もり

その他

ｎ

18

27

大学・短大等

専門・専修学校
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公開講座

全
体

機
関
部
類
別

0.0

0.0

76.0

68.0

60.0

52.0

40.0

28.0

12.0

12.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

市町村の広報誌

チラシ・ポスター・パンフレット

貴校のホームページ

新聞

ありすネット・学遊トピアあおも
り

テレビ・ラジオ

県の広報誌

その他

一般雑誌・専門誌

県のホームページ

ｎ=25

70.6 82.4

5.9

52.9 41.2 64.7 41.2

5.9

87.5 37.5 25.0 50.0 50.0 37.5 25.0

市町村
の広報
誌

チラ
シ・ポ
ス
ター・
パンフ
レット

県の広
報誌
新聞 一般雑
誌・専
門誌

テレ
ビ・ラ
ジオ

貴校の
ホーム
ページ

県の
ホーム
ページ

ありす
ネッ
ト・学
遊トピ
アあお
もり

その他

ｎ

17

8

大学・短大等

専門・専修学校
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問２　 「ありすネット」において、社会人を対象とした学習機会情報（学習分野や内容及びそ
のレベルなど）を体系的に提供するシステムを検討しているが、貴機関では、このような情報提
供システムに参加したいと思うか。（単数回答）

全
体

機
関
別

3.6

5.4

8.9

12.5

30.4

39.3

0% 10% 20% 30% 40%

わからない

参加を検討したい

ぜひ参加したい

現段階では参加する予定はない

参加しない

社会人対象の情報はない

情報提供システムについてｎ=56

　機関部類別に見ると、大学・短大等では、「参加を検討したい」と回答した機関の割合が最も
高く、47.7%であった。専門・専修学校では、「わからない」と回答した機関の割合が最も高
く、54.2%という結果であった。「参加しない」と回答した機関の理由を見ると、「人的・技術
的・時間的検討がされていない」「資格取得の学校であるため」「社会人に対する特別な優遇条
件がない」などの回答があった。

40.0 40.0 10.0 10.0

57.1 28.6 14.3

33.4 33.3 33.3

100.0

8.6 20.0 54.2 8.6

2.9

5.7

ぜひ参加し
たい

参加を検討
したい

わからない 現段階では
参加する予
定はない

参加しない 社会人対象
の情報はな
い

ｎ

10

7

3

1

35

大学

短大

大学校

高等専門学校

専門・専修学校
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Ⅶ　あおもり県民カレッジについて

問１　「あおもり県民カレッジ」では、連携校等教育機関が実施している一部の学習機会情報を
県民へ提供したり、公開講座まつり等のイベントを行ったりしていることを知っているか。
   （単数回答）

問２　県民の学習ニーズに対応するため、貴機関では、今後も県民カレッジと連携事業を行う必
要があると思うか。（単数回答）

全
体

機
関
部
類
別

全
体

あおもり県民カレッジ事業について

知らない
19.6%

知っている
80.4%

ｎ=56

県民カレッジとの連携の必要性について

わからな
い
32.1%

必要がな
い
12 5%

必要があ
る
55.4%

ｎ=56

機
関
部
類
別

　４５機関が、「知ってい
る」と回答している。

　３１機関が、「必要があ
る」と回答している。

　「必要がない」または「わからない」と回答した機関の理由を見ると、「教育内容が当てはま
らない」「社会人用のカリキュラムが必要」「体制が未整備」などがあった。

100.0

68.6 31.4

知っている 知らない

ｎ

21

35

大学・短大等

専門・専修学校

80.9 14.3

4.8

40.0 11.4 48.6

必要がある 必要がない わからない

ｎ

21

35

大学・短大等

専門・専修学校
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Ⅷ　自由記述

○　本学も積極的にコミットしていくべきと考える
○　公開講座の調整をお願いしたい。

問３　県民カレッジのシステムや事業について、問題点・課題、気づいた点などは。
   （自由記述）

○　県民の知的関心を受け止め、県民一人一人が学習することは非常に大切な事業で、
　　県内の高等教育機関がこの活動に協力することは地域の人材育成を預かることを
　　考えると、当然対応していかなければならないと考える。

○　若い人も参加する、できる、したいというシステムが必要。30～50代の学習ニーズ
　　に応える商品作り、開発・実施が必要。

○　私学で実施の公開講座等への支援・女性を増やしてほしい

○　公立学校の開催する行事、イベントには行政指導や支援助成が行き届いているが、
　　私学に対しても同等に後援してほしい。

○　センターは県下で生涯学習の戦略的な立場にあると思うので、大変ではあるががん
　　ばってほしい。

○　理・美容師となるために会社をやめてあるいは、５０代の主婦の方が入学というこ
　　とも最近は見られるようになった。学習意欲もあり、礼儀作法等もきちんとした方
　　が多く感心している。年齢的な部分で学校へは入学できないと思っている方も多い
　　ようである。これからはそういう所もアピールしたい。

○　本学の公開講座は平成９年以来５年ぶりに今年度実施し、７講座について自前で実
　　施し好評だった。今後は社会教育機関との連携も図っていきたい。

○　社会人の受講機会を増やすため、各大学の授業の一般開放が必要である。特に、60
　　歳以上の受講者が多いと思われるので経費の面でも、最大の配慮が必要である。

○　高度化社会への対応には高等教育機関の有効活用を地域が考えてもらいたい。今後
　　の県民が豊かで安心して生活を営めるように、人材育成を考えたい。特に、大学院
　　などの高度化教育・研究にも強い関心を持っていただき、利用していただきたい。
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Ⅰ　回答者の属性に関する集計結果

男 139 41.1%
女 199 58.9%
合計 338 100.0%

全体 男 女
２０～２９ 30 8 22
３０～３９ 41 14 27
４０～４９ 74 25 49
５０～５９ 102 43 59
６０～６９ 62 35 27
７０～ 27 13 14
未記入 2 1 1
合計 338 139 199

地域名 回答数 回答率 人口比率
青森市 80 23.8% 20.2%
弘前市 43 12.8% 12.0%
八戸市 54 16.1% 16.4%
黒石市 16 4.8% 2.7%
五所川原市 6 1.8% 3.3%
十和田市 9 2.7% 4.3%
三沢市 6 1.8% 2.9%
むつ市 11 3.3% 3.4%
東津軽郡 11 3.3% 2.1%
西津軽郡 12 3.6% 4.5%
中津軽郡 4 1.2% 1.2%
南津軽郡 13 3.9% 6.5%
北津軽郡 15 4.5% 4.2%
上北郡 22 6.5% 7.6%
下北郡 10 3.0% 2.6%
三戸郡 24 7.1% 6.1%
合計 336 100.0% 100.0%

12.8%

16.1%

4.8%

1.8%

2.7%

1.8%

3.3%

3.3%

3.6%

1.2%

3.9%

4.5%

6.5%

3.0%

7.1%

23.8%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

青森市

弘前市

八戸市

黒石市

五所川原市

十和田市

三沢市

むつ市

東津軽郡

西津軽郡

中津軽郡

南津軽郡

北津軽郡

上北郡

下北郡

三戸郡

n=336

女
58.9%

男
41.1%

n=338

13 14

35 27

43 59

25 49

14 27

8 22

0 20 40 60 80 100 120

２０～２９

３０～３９

４０～４９

５０～５９

６０～６９

７０～

男

女

n=336

性別

年代別

居住市町村別

６０～６９
18.5%

７０～
8.0%

３０～３９
12.2%

２０～２９
8.9%

４０～４９
22.0%

５０～５９
30.4%

n=336
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居住地域別 回答数 回答率 人口比率
東青地区 91 27.1% 22.3%
西北地区 33 9.8% 12.0%
中南地区 76 22.6% 22.4%
上北地区 37 11.0% 14.8%
下北地区 21 6.3% 5.9%
三八地区 78 23.2% 22.5%
合計 336 100.0% 100.0%

居住部類 回答数 回答率
三市 177 52.3%
五市 48 14.3%
町村部 111 33.0%
合計 336 100.0%

１人 16 4.7%
２人 91 26.9%
３人 84 24.9%
４人 70 20.7%
５人 41 12.1%
６人 23 6.8%
７人 7 2.1%
８人 4 1.2%
９人 2 0.6%
回答者数 338 100.0%

下北地区
6.3%

三八地区
23.2%

上北地区
11.0%

中南地区
22.6%

西北地区
9.8%

東青地区
27.1%

n=338

【地域別区分】
東青地区；青森市、東津軽郡
西北地区；五所川原市、北津軽郡、
         西津軽郡
中南地区；弘前市、黒石市、中津軽郡、
         南津軽郡
上北地区；十和田市、三沢市、上北郡
下北地区；むつ市、下北郡
三八地区；八戸市、三戸郡

居住地域別

居住部類別

町村部
33.0%

五市
14.3%

三市
52.7%

n=338

同居家族人数

0.6%

1.2%

2.1%

6.8%

12.1%

20.7%

24.9%

26.9%

4.7%

0% 10% 20% 30%

１人

２人

３人

４人

５人

６人

７人

８人

９人

n=338
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1　一人暮らし 16 4.7%
2　配偶者と 233 68.9%
3　子供や孫と 172 50.9%
4　父母と（義父母を含む） 121 35.8%
5　親戚と 73 21.6%
6　その他 27 8.0%
回答者数 338 100.0%

1  自営業　　　　　　　　 38 11.2%
2  家族従事者　　　　　　 34 10.1%
3  給与所得者　　　　　　 119 35.2%
4  専業主婦（夫）　　　　 43 12.7%
5　パート、アルバイト等 46 13.6%
6  学生　　　　　　　　 3 0.9%
7  無職　　　　　　　　 49 14.5%
8  その他　　　　　　　 6 1.8%
無回答 0 0.0%
回答者数 338 100.0%

5　親戚と
11.4%

4　父母と
（義父母
を含む）
18.8%

1　一人
暮らし
2.5%

3　子供
や孫と
26.8%

2　配偶
者と
36.3%

n=338

35.2%

10.1%

11.2%

0.9%

13.6%

12.7%

14.5%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40%

1  自営業　　　　　　　

2  家族従事者　　　　　

3  給与所得者　　　　　

4  専業主婦（夫）　　　

5　パート、アルバイト
等　　　

6  学生　　　　　　　　

7  無職　　　　　　　　

8  その他　　　　　　　

n=338

同居家族構成

職業形態

12.4 20.8 16.2

17.5 10.4 9.0

16.4 10.4 8.1

33.9 43.8 34.2

10.2 4.2 12.6

9.0 10.4 15.3

0 20 40 60 80 100 120

自営業

家族従事者

給与所得者

専業主婦（夫）

パート・アルバイトなど

無職

三市 五市 町村部n=338
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1  農業・林業・漁業 27 11.3%
2  専門的・技術的職業 51 21.4%
3  管理的職業　　　 12 5.0%
4  販売業　　　　　　　 26 10.9%
5　運輸・通信業　 11 4.6%
6  技能工・生産業 15 6.3%
7　保安職業　　　 4 1.7%
8  サービス業　　　     　 45 18.9%
9  事務業　　　　　　　 32 13.4%
10  その他　　　　　　 15 6.3%
無回答 3 1.3%
回答者数 238 100.0%

1  中学校（高等小学校） 62 18.3%
2  職業能力開発訓練校 5 1.5%
3  高等学校（旧制中学校・高等女学校） 149 44.1%
4  高等専門学校・専修・専門学校 39 11.5%
5　県内の大学校 1 0.3%
6  短期大学 24 7.1%
7　大学（旧制高校・師範学校等） 52 15.4%
8  大学院 2 0.6%
9  放送大学 1 0.3%
10  その他 3 0.9%
合計 338 100.0%

1.3%

6.3%

13.4%

18.9%

1.7%

10.9%

4.6%

6.3%

11.3%

21.4%

5.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

1  農業・林業・漁
業

2  専門的・技術的
職業

3  管理的職業　　　

4  販売業　　　　　

5　運輸・通信業　

6  技能工・生産業

7　保安職業　　　

8  サービス業　　　

9  事務業　　　　　

10  その他　　　　　

無回答

n=338

0.3%

0.9%

0.6%

15.4%

11.5%

0.3%

7.1%

18.3%

1.5%

44.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1  中学校（高等小学校）

2  職業能力開発訓練校

3  高等学校（旧制中学校・高等
女学校）

4  高等専門学校・専修・専門学
校

5　県内の大学校

6  短期大学

7　大学（旧制高校・師範学校等）

8  大学院

9  放送大学

10  その他

n=238

職業分類

最終学歴

5.3 9.0 6.4 9.8

5.3 19.0 8.5 13.7

21.1 21.0 21.3 11.8

10.5 13.0 10.6 7.8

15.8 10.0 6.4 13.7

2.6 4.0 11.8

5.3 14.0 40.4 31.4

34.2 10.0 4.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

農業・林業・漁業

専門的・技術的職業

管理的職業

販売業

運輸・通信・技能工・生産業

サービス業

事務業

その他

中学校等 高等学校等 短期大学等 大学等
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Ⅱ　学習活動について

問２　自分の人生を豊かにするために、こんな技術を身につけたい、こんなことをもっと知りた
いと感じることがあるか。（単数回答）

　８割以上の県民が学習したいと感じている。

全
体

居
住
部
類
別

学習したいと感じるか

強く感じ
ている
34.9%

やや感じ
ている
46.3%

あまり感
じていな
い
15.8%

まったく
感じてい
ない
3.0%

ｎ=335

年
代
別

最
終
学
歴
別

  「学習活動」とは、
  この調査では、一人一人が、自分の人生を豊かにするために、自分の見聞を広めたり、技術を
向上させたりするために行う活動を「学習活動」としている。例えば、自分から進んで行う学習、
趣味やおけいこ、スポーツ活動、文化活動、ボランティア活動、大学や専門学校での公開講座
やセミナー、公民館などでの学級や講演会に参加することを「学習活動」としている。

■年代別と居住部類別、最終
学歴で意識の差。
　年代別で見ると、50歳以上の方が
「あまり感じていない」の割合が高
い。居住部類別では「やや感じてい
る」の割合が三市で高いのに対し、
「あまり感じていない」の割合が五
市町村で高い。また、最終学歴別に
見ると、大学・短大等（「大学・短
大・大学校・高等専門学校の略」以
下同様）を卒業した方の方が「強く
感じている」と回答している割合が
11.5ポイント高くなっている。

39.3 48.2 9.7

2.8

31.9 44.2 20.7

3.2

強く感じている やや感じている あまり感じていない まったく感じていな
い

ｎ

145

188

20歳～49歳

50歳以上

34.5 52.9 10.9

1.7

35.8 38.4 21.4

4.4

強く感じている やや感じている あまり感じていない まったく感じていな
い

ｎ

174

159

三市

五市・町村

30.9 45.6 19.4

4.1

42.4 47.5 9.3

0.8

強く感じている やや感じている あまり感じていない まったく感じていな
い

ｎ

217

118

中学・高校等

大学・短大等
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問３ 「学習活動」に使える時間が多い曜日について。（複数回答）

学習活動に使える曜日は「決まっていない」が、もっとも多い。

全
体

年
代
別

学習活動に使える曜日

12.2

6.0

8.6

11.9

10.1

8.6

29.2

33.0

43.5

0% 10% 20% 30% 40% 50%

月曜日

火曜日

水曜日

木曜日

金曜日

土曜日

日曜日

決まっていない

ほとんどない

ｎ=336

職
業
形
態
別

最
終
学
歴
別

■職業形態別と最終学歴別で
使える曜日に違い。
　職業形態別で見ると、常勤職業者
（「自営業・家族従事者・給与所得
者の総称」以下同様）は、土曜日・
日曜日の割合が高い。非常勤職業者
（「専業主婦・パートなど・学生・
無職の総称」以下同様）は、他の曜
日の割合が高くなっている。
　最終学歴別に見ると、大学・短大
等卒の方は、土曜日・日曜日の割合
が高く。中学・高校卒の方は「決
まっていない」の割合が高くなって
いる。

3.4

9.0 9.7
5
.
5

5
.
5

31.7 33.1 42.8 16.6

7.
9
8.
5
13.8 13.8 11.1 27.0 32.8 43.9 9.0

月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 日曜日 決まっ
ていな
い

ほとん
どない

ｎ

145

189

20歳～49歳

50歳以上

3.1

5
.
2

5
.
8 4.7

5
.
8

35.6 41.4 41.9 12.6

9.7 13.1 20.0 17.2 12.4 20.7 22.1 45.5 11.7

月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 日曜日 決まっ
ていな
い

ほとん
どない

ｎ

191

145

常勤職業者

非常勤職業者

7.
4
8.8 12.0

10.
6
8.
3
22.1 28.6 49.8 13.8

3.4

8.
4
11.8
9.
2
9.2 42.0 41.2 31.9 9.2

月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 日曜日 決まっ
ていな
い

ほとん
どない

ｎ

217

119

中学・高校等

大学・短大等
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問４　「学習活動」に使えることが多い時間帯について。（単数回答）

学習活動に使える時間帯

13.8

15.0

24.3

9.3

36.0

1.5

0% 10% 20% 30% 40%

午前中

昼から夕方（６時頃まで）

夕方以降（６時以降）

ほぼ一日中

決まっていない

その他

ｎ=333全
体

年
代
別

職
業
形
態
別

学習活動に使える時間帯は「決まっていない」が最も多い。

最
終
学
歴
別

■職業形態別と最終学歴別で
使える時間帯に違い。
　職業形態別で見ると、常勤職業者
は、夕方以降の割合が高い。非常勤
職業者は、午前中の割合が比較的高
くなっている。また、最終学歴別に
見ると、中学・高校卒の方は「決
まっていない」の割合が高くなって
いる。

15.3 11.1 27.8 6.3 38.8

0.7

12.8 17.6 21.9 11.8 33.8

2.1

午前中 昼から夕方
（６時頃ま
で）

夕方以降
（６時以
降）

ほぼ一日中 決まっていな
い

その他

ｎ

144

187

20歳～49歳

50歳以上

7.4 13.2 31.6 8.9 37.3

1.6

22.4 17.5 14.7 9.8 34.2

1.4

午前中 昼から夕方
（６時頃ま
で）

夕方以降
（６時以
降）

ほぼ一日中 決まってい
ない

その他

ｎ

190

143

常勤職業者

非常勤職業者

12.1 13.1 23.8 8.4 40.3

2.3

16.8 18.5 25.2 10.9 28.6

午前中 昼から夕方
（６時頃ま
で）

夕方以降
（６時以
降）

ほぼ一日中 決まってい
ない

その他

ｎ

214

119

中学・高校等

大学・短大等
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問５　この一年間に「学習活動」をしたか。（単数回答）

全
体

最
終
学
歴
別

居
住
部
類
別

一年間に学習活動をしたか

しなかった
36.2% したかった

が、できな
かった
22.0%

した
41.8%

ｎ=337

性
別

　この一年間に「学習活動」をした県民の割合は、41.8%であった。

問
２
の
ク
ロ
ス

■女性、大学・短大卒、三市
の方は、学習活動をした割合
が高い。
　男性は、しなかったと回答した割
合が13.5ポイント高い。中学・高校
卒の方は、しなかったと回答した割
合が17.0ポイント高くなっている。
五市・町村の方は、しなかったと回
答した割合が15.7ポイント高くなっ
ている。

38.4 17.4 44.2

44.2 25.1 30.7

した したかったが、できなかっ
た

しなかった

ｎ

138

199

男

女

38.1 19.7 42.2

48.7 26.1 25.2

した したかったが、できなかっ
た

しなかった

ｎ

218

119

中学・高校等

大学・短大等

49.4 21.6 29.0

33.3 22.0 44.7

した したかったが、できなかっ
た

しなかった

ｎ

176

159

三市

五市・町村

53.0 29.1 17.9

41.3 24.5 34.2

22.6

3.8

73.6

10.0 90.0

した したかったが、できな
かった

しなかった

ｎ
117

155

53

10

強く感じている

やや感じている

あまり感じていない

まったく感じていない
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問６　「学習活動」を「したかったができなかった。」または「しなかった。」理由について。

全
体

性
別

（１）時間について＜単数回答＞

44.8

10.9

4.2

3.6

19.8

16.7

0% 10% 20% 30% 40% 50%

仕事が忙しくて時間がなかった

家事で時間がとれなかった

育児で時間がとれなかった

介護で時間がとれなかった

時間があったが、しようと思わなかった

その他

ｎ=192

　仕事が忙しくて時間がなかった県民が最も多い。

職
業
形
態
別

年
代
別

■５０歳未満、常勤職業者、男性は、仕事が忙しくて時間がなかった割合が比
較的高い。

49.4

3.6 2.4

30.1 14.5

41.4 16.5 7.3

4.6

11.9 18.3

仕事が忙し
くて時間が
なかった

家事で時間
がとれな
かった

育児で時間
がとれな
かった

介護で時間
がとれな
かった

時間があっ
たが、しよ
うと思わな
かった

その他

ｎ

83

109

男

女

62.7 11.5

1.8 2.7

13.3 8.0

19.0 10.1 7.6 5.1 29.1 29.1

仕事が忙し
くて時間が
なかった

家事で時間
がとれな
かった

育児で時間
がとれな
かった

介護で時間
がとれな
かった

時間があっ
たが、しよ
うと思わな
かった

その他

ｎ

113

79

常勤職業者

非常勤職業者

53.6 8.3 8.3 14.3 15.5

37.8 13.2

0.9

6.6 23.6 17.9

仕事が忙し
くて時間が
なかった

家事で時間
がとれな
かった

育児で時間
がとれな
かった

介護で時間
がとれな
かった

時間があっ
たが、しよ
うと思わな
かった

その他

ｎ

84

106

20歳～49歳

50歳以上
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（２）活動について＜複数回答＞

全
体

28.4

13.7

13.7

24.7

11.6

15.8

22.1

13.2

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

開催時間があわなかった

希望する内容の活動がなかった

費用がかかりすぎる

身近に利用できる施設がなかった

一緒に行う仲間がいなかった

健康上の理由で活動できなかった

必要性を感じなかった

その他

ｎ=196

性
別

　開催時間があわなかったことと身近に利用できる施設がなかった
ために学習活動ができなかった県民が比較的多い。

■女性、５０歳未満の割合が高
い。
　女性は、開催時間があわないこと
と身近に利用できる施設がないと感じ
ている割合が高い。
　年代別に見ると、５０歳未満の方
は、開催時間があわないことと身近に
利用できる施設がないと感じている割
合が高くなっている。

年
代
別

居
住
部
類
別

22.0 17.1 9.8 17.1 11.0 13.4 30.5 12.2

33.3 11.1 16.7 30.6 12.0 17.6 15.7 13.9

開催時
間があ
わな
かった

希望す
る内容
の活動
がな
かった

費用が
かかり
すぎる

身近に
利用で
きる施
設がな
かった

一緒に
行う仲
間がい
なかっ
た

健康上
の理由
で活動
できな
かった

必要性
を感じ
なかっ
た

その他

ｎ

82

108

男

女

33.7 14.5 24.1 36.1 13.3 9.6 21.7 13.3

24.8 12.4 5
.
15.2 9.5 21.0 22.9 12.4

開催時間
があわな
かった

希望する
内容の活
動がな
かった

費用がか
かりすぎ
る

身近に利
用できる
施設がな
かった

一緒に行
う仲間が
いなかっ
た

健康上の
理由で活
動できな
かった

必要性を
感じな
かった

その他

ｎ

83

105

20歳～49歳

50歳以上

31.8 14.1 17.6 23.5 8.2 10.6 24.7 11.8

26.0 13.5 10.6 26.0 14.4 19.2 20.2 14.4

開催時間
があわな
かった

希望する
内容の活
動がな
かった

費用が
かかり
すぎる

身近に利
用できる
施設がな
かった

一緒に行
う仲間が
いなかっ
た

健康上の
理由で活
動できな
かった

必要性を
感じな
かった

その他

ｎ

85

104

三市

五市・町村
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その他
80.1%

職場の理解や
協力が得られ
なかった
8.3%

家族の理解や
協力が得られ
なかった
11.6%

ｎ=181

（３）理解や協力について＜単数回答＞

全
体

性
別

（４）情報について＜複数回答＞

全
体

35.9

29.9

9.2

42.4

0% 10% 20% 30% 40% 50%

必要な情報が入らなかった

情報の入手先がわからなかった

相談窓口がわからなかった

その他

ｎ=184

「家族・職場の理解や協力が得られなかった」県民が２割程度いる。

「必要な情報が入らなかった」と「情報の入手先がわからなかった」
を合わせると６５％程度になる。

■女性の中で、家族の理解や協
力が得られなかった方の割合が
高い。

年
代
別

職
業
形
態
別

■５０歳未満、常勤職業者の方
の割合が高い。
　「必要な情報が入らなかった」
「情報の入手先がわからなかった」
は、５０歳未満と常勤職業者の方が回
答率が高くなっている。

3.8

7.5 88.7

17.8 8.9 73.3

家族の理解や協力が得られ
なかった

職場の理解や協力が得られ
なかった

その他

ｎ

80

101

男

女

42.7 40.2 12.2 31.7

30.0 21.0 6.
0

51.0

必要な情報が入らな
かった

情報の入手先がわか
らなかった

相談窓口がわからな
かった

その他

ｎ

82

100

20歳～49歳

50歳以上

40.7 31.5 9.3 39.8

28.9 27.6 9.2 46.1

必要な情報が入ら
なかった

情報の入手先がわ
からなかった

相談窓口がわからな
かった

その他

ｎ
108

76

常勤職業者

非常勤職業者
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問８　「学習活動」の内容について。（複数回答）

問７　「学習活動」を行った目的について。（複数回答）

　第１位「知識・教養を身につけるため」、第２位「健康体力づくり
のため」、第３位「日常生活をより良くするため」であった。

全
体

学習活動の目的について

27.0

41.6

26.3

19.7

47.4

40.9

3.6

0% 10% 20% 30% 40% 50%

仕事上で必要だから

健康・体力づくりとして

友人や仲間づくりのため

地域・社会に貢献するため

知識・教養を身につけるため

日常生活をより良くするため

その他

ｎ=141

■「仕事上で必要だから」と回答した県民は、27.0%であった。

66.9

18.7

62.6

30.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

学術・専門的内容

日常的関心事

社会的関心事

娯楽・趣味・スポーツ活動

学習活動の内容についてｎ=139学
習
内
容
別

娯楽・趣味・スポーツ活動をしている県民が最も多い。
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4.3

2.8

3.5

1.4

12.1

12.8

7.1

8.5

30.5

5.7

2.1

12.1

5.0

5.0

1.4

10.6

11.3

14.9

21.3

17.7

19.9

16.3

7.8

3.5

9.2

2.8

1.4

2.1

1.4

1.4

3.5

5.7

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

青森の歴史・文化

青森の芸術・伝統芸能

青森の産業・自然・環境

農業・林業・漁業

土木・建築

電気・電子・機械

情報システム・情報ビジネス

政治・経済・法律

経営・経理・簿記

心理学・カウンセリング

哲学・宗教

自然科学

調理・栄養

健康・保健衛生

外国語

教育について

パソコン・インターネット初級

パソコン・インターネット中級

出産・育児について

介護について

環境保全・自然保護

男女共同参画について

少子化・高齢化について

ボランティアについて

手芸・編み物・和裁・洋裁

書道・華道などの習い事

鑑賞活動（演劇・映画も含む）

音楽・美術活動

インドア（屋内）スポーツ

アウトドア（屋外）スポーツ

上記以外の趣味・創作活動

その他

ｎ=141学習活動の内容について

学
術
・
専
門
的
内
容

日
常
的
関
心
事

社
会
的
関
心
事

娯
楽
・
趣
味
・
ス
ポ
ー

ツ

全
体

　第１位「パソコン・インターネット初級」、第２位「鑑賞活動」、
第３位「インドア（屋内）スポーツ」であった。

- 64 -



問９　「学習活動」の方法について。（複数回答）

問１０　いま実際にしている「学習活動」を、どの程度まで学習したいと思うか。（単数回答）

全
体

学習活動の方法について

8.6

19.3

0.0

5.7

21.4

25.7

2.1

45.7

15.0

12.1

4.3

0.7

5.0

27.1

5.0

0% 10% 20% 30% 40% 50%

県・市町村主催による学級や講座へ参加して

カルチャーセンター・スポーツクラブなどによる講座に
参加して

企業内、ＪＡ・商工会などによる研修・講座に参加して

大学・専門学校等の公開講座やセミナーなどに参加して

大学・専門学校等に社会人入学して

ビジネス・キャリア制度を利用して

グループ・サークルなどに参加して

インターネットを利用して

テレビ・ラジオなどの講座を視聴して

新聞・雑誌・専門誌などの出版物を利用して

放送大学の授業を視聴して

通信教育で

自学自習で

家族など身近な人と一緒に

その他

ｎ=140全
体

希望する学習程度について

9.3

46.4

20.0

10.0

14.3

0% 10% 20% 30% 40% 50%

入門程度・初歩的なところまで

入門よりやや程度の高いところまで

専門家に近い程度のところまで

専門家としてもはずかしくないところまで

とくにない

ｎ=140

「県・市町村主催による学級や講座へ参加して」が最も多かった。

　入門よりやや程度の高いところまで学習したいと望む人が最も多
い。
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問１２　「学習活動」によって身につけた知識・技能や経験は、普段の生活や仕事などにどの程
度役立っているか。（単数回答）

問１１　「学習活動」の機会に関する情報（日時・場所・内容など）をどのような方法で知った
か。（複数回答）

学習機会情報の取得方法について

11.3

18.4

32.6

3.5

17.0

34.8

7.8

14.2

48.9

10.6

14.2

0.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

テレビ・ラジオ

新聞・折り込みチラシ

一般雑誌・学習情報誌

県の広報誌など

市町村の広報誌など

公民館などの広報誌など

町内会などの回覧板

学習相談の窓口（電話相談も）

インターネット・パソコン通信など

グループ・サークルなどからの紹介

家族や知人から聞いて

その他

ｎ=141全
体

どの程度役立っているか

31.2

39.7

17.7

7.1

2.8

1.4

0% 10% 20% 30% 40% 50%

かなり役立っている

まあまあ役立っている

どちらともいえない

あまり役立っていない

まったく役立っていない

わからない

ｎ=141全
体

市町村の広報誌などを利用している県民が最も多い。

７割以上の県民は、普段の生活に役立てている。
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Ⅲ　公開講座やセミナーなどについて

問１３　県内の大学・短大・専門学校などの社会人を対象としたいろいろな公開講座やセミナー
を受けてみたいと思うか。（単数回答）

■性別、年代、職業形態に関
わらず、公開講座を受けてみ
たいと思っている。
　上記の三つのクロスからは大きな
差は見られなかった。しかし、最終
学歴別に見ると、大学・短大等卒の
方は公開講座を受けてみたいと思っ
ている割合が高くなっている。

全
体

職
業
形
態
別

最
終
学
歴
別

公開講座などを受けてみたいか

ぜひ受けて
みたい
10.7%

できれば受
けてみたい
55.5%

受けてみた
いとは思わ
ない
17.8%

わからない
16.0%

ｎ=337

 ６割以上の県民が公開講座を受けてみたいと思っている。

年
代
別

性
別

7.2 59.0 22.3 11.5

13.1 53.1 14.6 19.2

ぜひ受けてみたい できれば受けてみた
い

受けてみたいとは思
わない

わからない

ｎ

139

198

男

女

12.5 56.9 13.9 16.7

9.4 54.5 20.9 15.2

ぜひ受けてみたい できれば受けてみた
い

受けてみたいとは思
わない

わからない

ｎ

144

191

20歳～49歳

50歳以上

14.1 57.1 14.1 14.7

6.2 53.4 22.6 17.8

ぜひ受けてみたい できれば受けてみた
い

受けてみたいとは思
わない

わからない

ｎ

191

146

常勤職業者

非常勤職業者

7.3 51.0 22.0 19.7

16.8 63.9 10.1 9.2

ぜひ受けてみたい できれば受けてみ
たい

受けてみたいとは思
わない

わからない

ｎ

218

119

中学・高校等

大学・短大等
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問１４　「公開講座など」を「受けてみたいとは思わない。」または「わからない。」と答えた
理由について。

全
体

（１）時間について＜単数回答＞

（２）活動について＜複数回答＞

全
体

34.2

7.9

5.3

3.5

28.9

20.2

0% 10% 20% 30% 40%

仕事が忙しくて時間がない

家事で時間がとれない

育児で時間がとれない

介護で時間がとれない

時間があるが、受けようとは思わない

その他

ｎ=114

23.9

11.5

23.0

15.0

11.5

40.7

13.3

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

身近で開催されていない

開催時間があわない

希望する内容の講座がない

一緒に学ぶ仲間がいない

費用がかかりすぎる

必要性を感じない

その他

ｎ=113

仕事が忙しくて時間がない県民が最も多い。

「必要性を感じない」が最も多い。
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（３）理解や協力について＜単数回答＞

全
体

（４）情報について＜複数回答＞

全
体

その他
85.3%

職場の理解や
協力が得られ
ない
7.3%

家族の理解や
協力が得られ
ない
7.3%

ｎ=109

25.9

22.2

7.4

56.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

必要な情報が入らない

情報の入手先がわからない

相談窓口がわからない

その他

ｎ=108

「家族・職場の理解や協力が得られない」県民が１５％程度いる。

「必要な情報が入らない」と「情報の入手先がわからない」を合わせ
ると４８％程度になる。
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問１５　どこまでの距離だったら、「公開講座」や「セミナー」を受けてみたいと思うか。
      （単数回答）

　半数近くの県民が居住市町村内であれば受けてみたいと思ってい
る。
全
体

年
代
別

居
住
部
類
別

受けてみたい範囲について

21.6

46.8

26.1

3.6

1.8

0% 10% 20% 30% 40% 50%

自宅から徒歩や自転車で行ける場
所

あなたがお住まいの市町村内

あなたがお住まいの近隣市町村内

県内各地

県外

ｎ=222

職
業
形
態
別

最
終
学
歴
別

■年代別で有意差は見られない
が、居住部類、職業形態、最終
学歴で違いが見られる。
　三市と五市・町村で大きな違いが見
られ、近隣市町村内と回答した人が三
市の４倍以上の値を示している。常勤
職業者と大学・短大等卒の県民の方が
近隣市町村まで出かけても受けてみた
いと思っている割合が高い傾向にあ
る。

15.0 50.0 30.0

4.0 1.0

26.4 44.7 23.1

3.3 2.5

自宅から徒歩
や自転車で行
ける場所

あなたがお住
まいの市町村
内

あなたがお住ま
いの近隣市町村
内

県内各地 県外

ｎ

100

121

20歳～49歳

50歳以上

31.7 52.8 10.6

3.3 1.6

9.1 39.4 45.5

4.0 2.0

自宅から徒歩や
自転車で行ける
場所

あなたがお住
まいの市町村
内

あなたがお住ま
いの近隣市町村
内

県内各地 県外

ｎ

123

99

三市

五市・町村

14.8 47.4 30.4

4.4 3.0

32.2 46.0 19.5

2.3

自宅から徒歩や
自転車で行ける
場所

あなたがお住ま
いの市町村内

あなたがお住ま
いの近隣市町村
内

県内各地 県外

ｎ

135

87

常勤職業者

非常勤職業者

21.4 53.2 21.4

3.2 0.8

21.9 38.5 32.3

4.2 3.1

自宅から徒歩や
自転車で行ける
場所

あなたがお住ま
いの市町村内

あなたがお住
まいの近隣市
町村内

県内各地 県外

ｎ

126

96

中学・高校等

大学・短大等
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問１６　「公開講座やセミナー」などで学習したい内容について。（複数回答）

全
体

希望公開講座内容について

9.0

17.5

4.5

6.7

21.1

22.9

20.2

9.0

35.9

22.9

1.3

16.1

9.9

4.5

4.5

11.7

15.2

11.2

19.7

19.3

17.0

15.2

5.4

1.3

14.8

7.2

6.7

5.8

4.5

3.6

9.4

9.4

0% 10% 20% 30% 40%

青森の歴史・文化

青森の芸術・伝統芸能

青森の産業・自然・環境

農業・林業・漁業

土木・建築

電気・電子・機械

情報システム・情報ビジネス

政治・経済・法律

経営・経理・簿記

心理学・カウンセリング

哲学・宗教

自然科学

調理・栄養

健康・保健衛生

外国語

教育について

パソコン・インターネット初級

パソコン・インターネット中級

出産・育児について

介護について

環境保全・自然保護

男女共同参画について

少子化・高齢化について

ボランティアについて

手芸・編み物・和裁・洋裁

書道・華道などの習い事

鑑賞活動（演劇・映画も含む）

音楽・美術活動

インドア（屋内）スポーツ

アウトドア（屋外）スポーツ

上記以外の趣味・創作活動

その他

ｎ=223

学
術
・
専
門
的
内
容

日
常
的
関
心
事

社会的
関心事

娯
楽
・
趣
味
・
ス
ポ
ー

ツ

　第１位「パソコン・インターネット初級」、第２位「パソコン・イ
ンターネット中級」と「健康・保健衛生」、第４位「調理・栄養」と
いう結果であった。
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年
代
別

58.3

25.6

81.6

58.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

学術的・専門的内容

日常的関心事

社会的関心事

娯楽・趣味・スポーツ活動

希望公開講座内容についてｎ=223

■パソコン・インターネットは、年代に関わらず希望者が多い。外国語、パソ
コン・インターネット中級、心理学・カウンセリングについては、５０歳未満
の希望者が多い。

■大学・短大卒の方は、外国語を希望する人が最も多い。中学・高校卒の方
は、パソコン・インターネット初級を希望する人が最も多い。

最
終
学
歴
別

学
習
内
容
別

62.0 84.0 24.0 60.0

55.7 79.5 27.0 57.4

学術的・専門的内
容

日常的関心事 社会的関心事 娯楽・趣味・ス
ポーツ活動

ｎ

100

122

20歳～49歳

50歳以上

58.3 85.0 30.7 52.8

59.4 77.1 18.8 65.6

学術的・専門的内
容

日常的関心事 社会的関心事 娯楽・趣味・ス
ポーツ活動

ｎ

127

96

中学・高校等

大学・短大等
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Ⅳ　社会人受け入れ制度について

問１８　県内の大学院、大学、短大、専門学校等の社会人を対象とした聴講生受入や社会人入学
制度を利用して学習してみたいと思うか。（単数回答）

全
体

最
終
学
歴
別

年
代
別

社会人入学制度を利用してみたいか

ぜひ利用してみ
たい
6.0%

できれば利用し
てみたい
35.0%

利用してみたい
とは思わない
34.4%

わからない
24.5%

ｎ=331

４割以上の県民が社会人受け入れ制度を利用してみたいと思ってい
る。

職
業
形
態
別

■５０歳未満と大学・短大等卒の県民は、利用してみたいと思っている割合が
高い。

7.0 43.0 24.6 25.4

5.
3

28.9 42.3 23.5

ぜひ利用してみた
い

できれば利用して
みたい

利用してみたいと
は思わない

わからない

ｎ

142

187

20歳～49歳

50歳以上

7.5 36.6 31.2 24.7

4.1

33.1 38.7 24.1

ぜひ利用してみた
い

できれば利用して
みたい

利用してみたいと
は思わない

わからない

ｎ

186

145

常勤職業者

非常勤職業者

5.
1

29.8 37.7 27.4

7.8 44.8 28.4 19.0

ぜひ利用してみた
い

できれば利用して
みたい

利用してみたいと
は思わない

わからない

ｎ

215

116

中学・高校等

大学・短大等
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問１９　「社会人受け入れ制度」を「利用してみたいとは思わない」または「わからない」と答
えた理由について。

全
体

性
別

（１）時間について＜単数回答＞

35.1

9.3

3.1

2.6

26.8

23.2

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

仕事が忙しくて時間がない

家事で時間がとれない

育児で時間がとれない

介護で時間がとれない

時間があるが、受けようとは思わない

その他

ｎ=194

■常勤職業者、５０歳未満、男性で仕事が忙しくて時間がない人が最も多い。

　仕事が忙しくて時間がない県民が最も多い。

年
代
別

職
業
形
態
別

40.5

2.4 1.2

34.5 21.4

31.0 14.5 5.5

3.6

20.9 24.5

仕事が忙し
くて時間が
ない

家事で時間
がとれない

育児で時間
がとれない

介護で時間
がとれない

時間がある
が、受けよ
うとは思わ
ない

その他

ｎ

84

110

男

女

49.3 5.6 8.5 19.7 16.9

27.0 11.5

4.1

31.2 26.2

仕事が忙し
くて時間が
ない

家事で時間
がとれない

育児で時間
がとれない

介護で時間
がとれない

時間がある
が、受けよ
うとは思わ
ない

その他

ｎ

71

122

20歳～49歳

50歳以上

52.5 8.7

1.0 1.0

18.4 18.4

15.4 9.9 5.
5
4.4

36.2 28.6

仕事が忙し
くて時間が
ない

家事で時間
がとれない

育児で時間
がとれない

介護で時間
がとれない

時間がある
が、受けよ
うとは思わ
ない

その他

ｎ

103

91

常勤職業者

非常勤職業者
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（２）活動について＜複数回答＞

全
体

性
別

27.7

14.9

16.9

9.2

20.0

32.8

16.9

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

身近で開催されていない

開催時間があわない

希望する内容の講座がない

一緒に学ぶ仲間がいない

費用がかかりすぎる

必要性を感じない

その他

ｎ=195

「必要性を感じない」が最も多い。

■性別、年代、居住
地、職業で理由が異
なる。
「身近で開催されていな
い」「費用がかかりすぎ
る」「希望する内容の講
座がない」などは、その
属性によって割合が異
なっている。

年
代
別

職
業
形
態
別

居
住
部
類
別

22.6 10.7 19.0 9.5 13.1 39.3 11.9

31.5 18.0 15.3 9.0 25.2 27.9 20.7

身近で開
催されて
いない

開催時間
があわな
い

希望する
内容の講
座がない

一緒に学
ぶ仲間が
いない

費用がか
かりすぎ
る

必要性を
感じない

その他

ｎ

84

111

男

女

35.2 22.5 21.1 7.
0

35.2 26.8 9.9

22.8 10.6 13.8 10.6 11.4 36.6 21.1

身近で開
催されて
いない

開催時間
があわな
い

希望する
内容の講
座がない

一緒に学
ぶ仲間が
いない

費用がか
かりすぎ
る

必要性を
感じない

その他

ｎ

71

123

20歳～49歳

50歳以上

21.6 21.6 21.6 9.3 26.8 33.0 15.5

33.3 8.3 12.5 9.4 12.5 33.3 18.8

身近で開
催されて
いない

開催時間
があわな
い

希望する
内容の講
座がない

一緒に学
ぶ仲間が
いない

費用がか
かりすぎ
る

必要性を
感じない

その他

ｎ

97

96

三市

五市・町村

26.0 19.2 23.1 9.6 17.3 30.8 14.4

29.7 9.9 9.9 8.8 23.1 35.2 19.8

身近で開
催されて
いない

開催時間
があわな
い

希望する
内容の講
座がない

一緒に学
ぶ仲間が
いない

費用がか
かりすぎ
る

必要性を
感じない

その他

ｎ

104

91

常勤職業者

非常勤職業者
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（３）理解や協力について＜単数回答＞

全
体

性
別

（４）情報について＜複数回答＞

全
体

性
別

その他
84.8%

職場の理解や
協力が得られ
ない
8.2%

家族の理解や
協力が得られ
ない
7.1%

ｎ=184

22.0

24.2

9.7

55.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

必要な情報が入らない

情報の入手先がわからない

相談窓口がわからない

その他

ｎ=186

■男性は職場、女性は家族の理
解や協力が得られないと回答し
た割合が、異性と比較すると高
くなっている。

「家族・職場の理解や協力が得られない」県民が１５％程度いる。

「必要な情報が入らない」と「情報の入手先がわからない」を合わせ
ると４６％程度になる。

居
住
部
類
別

■性別、居住部類に大きな差異
は見られなかった。

3.7

9.9 86.4

9.7 6.8 83.5

家族の理解や協力が得られ
ない

職場の理解や協力が得られ
ない

その他

ｎ

81

103

男

女

26.3 23.8 11.3 58.8

18.9 24.5 8.5 53.8

必要な情報が入らな
い

情報の入手先がわか
らない

相談窓口がわからな
い

その他

ｎ
80

106

男

女

22.6 28.0 11.8 53.8

20.7 20.7 7.6 58.7

必要な情報が入らな
い

情報の入手先がわか
らない

相談窓口がわからな
い

その他

ｎ
93

92

三市

五市・町村
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問２１　具体的にどの社会人入学制度を利用して入学したいか。（単数回答）

問２０　社会人入学制度を利用して入学したい学校について。（単数回答）

「大学」が最も多い。次いで、「専門・専修学校」であった。

全
体

社会人入学したい学校について

6.7

35.1

7.5

9.0

8.2

33.6

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

大学院

大学

短期大学

県内の大学校

高等専門学校

専門・専修学校

ｎ=134

「聴講生として」が最も多い。次いで、「科目等履修生として」で
あった。

全
体

利用したい社会人入学制度について

45.9

8.9

34.1

11.1

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

聴講生として

正規の学生

科目等履修生として

わからない

ｎ=135
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問２２　県内の大学・短大・専門学校などで学習したい内容について。（複数回答）

全
体

第１位「心理学・カウンセリング」
第２位「健康・保健衛生」
第３位「語学・外国語」、「彫刻・陶芸・絵画・デザイン」

社会人入学での希望学習内容について

8.1

7.4

7.4

2.2

13.2

2.2

6.6

9.6

25.7

10.3

8.1

9.6

2.9

2.2

4.4

16.9

7.4

4.4

4.4

16.2

9.6

4.4

17.6

1.5

16.2

5.9

6.6

4.4

17.6

31.6

5.9

8.8

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

青森の歴史・文化

青森の芸術・伝統芸能

青森の産業・自然・環境

人文学

語学・外国語

心理学・カウンセリング

哲学・宗教

政治・経済・法律

経営・経理・簿記

自然科学

農業・林業・漁業

電気・電子・機械

情報システム・情報ビジネス

数理システム・物質理工学

スポーツ科学

医学

健康・保健衛生

教育学

音楽学

地球環境科学

生物生産・生物機能科学

獣医学

社会学

社会福祉学・看護学

理学療法学・作業療法学

建築工学

土木工学

調理・栄養

手芸・編み物・和裁・洋裁

理容・美容

彫刻・陶芸・絵画・デザイン

その他

ｎ=136
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問２４　社会人入学制度を利用するために、県内の大学・短大・専門学校等、または、行政側に
対して要望したいことについて。（複数回答）

「受講できる講座内容について詳しく知りたい」と「身近な地域で受
講できるようにしてほしい」が５割以上であった。

全
体 社会人入学制度に関する要望について

34.3

14.0

1.4

44.1

44.8

54.5

7.0

53.1

31.5

35.0

23.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

社会人入学制度に関する情報がほしい

取得できる資格・学位等について詳しく知り
たい

受講できる講座内容について詳しく知りたい

他の高等教育機関においても取得単位が積算
されるようにしてほしい

身近な地域で受講できるようにしてほしい

夜間に受講できるようにしてほしい

休日に受講できるようにしてほしい

奨学金制度を設けてほしい

在職しながら入学できるようにしてほしい

復職する際に、優遇されるようにしてほしい

その他

ｎ=143
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問２５　大学、短大、専門・専修学校などの学校では、学生以外の一般社会人に対してその施設
を開放していますが、あなたはその施設を活用したいと思うか。（単数回答）

「近くにあれば活用したい」が最も多い。

全
体

年
代
別

居
住
部
類
別

開放施設を活用したいか

2.5

51.3

8.4

3.8

9.7

24.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

今のままで活用したい

近くにあれば活用したい

利用できる施設を増やしてほしい

使用できる時間を伸ばしてほしい

その他

必要性を感じない

ｎ=320

■５０歳未満と５市町村の方は、近くにあれば活用したいと回答した人の割合
が高くなっている。
　年代別に見ると、５０歳未満の方は、利用できる施設をふやしてほしいと回答している人の割
合が高くなっている。逆に、５０歳以上の方は、必要性を感じないの割合が、２倍になってい
る。
　居住部類別に見ると、三市の方は利用できる施設を増やしてほしいと回答している割合が高く
なっている。

2.1

57.4 12.8

5.0

7.1 15.6

2.8

46.0
5.
1

2.8

11.8 31.5

今のままで
活用したい

近くにあれ
ば活用した
い

利用できる
施設を増や
してほしい

使用できる
時間を伸ば
してほしい

その他 必要性を感
じない

ｎ

141

178

20歳～49歳

50歳以上

3.0

44.1 12.0

4.8

9.6 26.5

2.0

58.8

4.6 2.6

9.8 22.2

今のままで
活用したい

近くにあれ
ば活用した
い

利用できる
施設を増や
してほしい

使用できる
時間を伸ば
してほしい

その他 必要性を感
じない

ｎ

166

153

三市

五市・町村
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Ⅰ 高等教育機関調査結果より 

 

 本調査では、高等教育機関（p12 参照）を２つの部類に分け、その比較を試みた。これ

は、ｐ13「公開講座実施状況」やｐ45「施設の開放」の結果から読みとれるように、大学・

短大等の機関（大学・短期大学・大学校・短期大学校・高等専門学校）と専門・専修学校

では、その特質や一般社会人に対する学習の受け入れ体制が顕著に異なっていると考えた

からである。また、大学・短期大学の教育課程編成と異なり、専門・専修学校においては、

専門的技術教育や職業教育を中心とした教育課程編成になっていることからも分類して考

察するべきであると判断した。ただし、大学校や短期大学校については、大学校は大学設

置基準に準じて設置された機関であり、短期大学校は、短期大学設置基準に準じて設置さ

れた機関であるので、大学・短大等の部類とした。 

 

1. 公開講座などについて 

（１）公開講座の効果について 

 図１－１は４つの各項目に対して「まったくそう思う」と「ややそう思う」のどちら

かに回答した機関の割合を表示したものである。この図から、各種答申から公開講座を

実施する利点として指摘されていた４つの観点については、どの機関も比較的高い割合

でその効果を認めているということが分かる。 

 ＜図１－１ 公開講座の効果＞ 

 

（２）公開講座の運営方法及び内容について 

 公開講座の具体的な運営方法とその内容について見ると、項目によって大きな違いが

見られた。表１－１は各項目において実施した機関数と割合を表示している。これを見

ると、全体的には、講師を派遣した公開講座や職業能力開発的講座は、大学・短大等の

機関も専門・専修学校の機関も６割以上の機関で実施されていることが分かる。また、

大学・短大等では、移動公開講座を除く４つの項目に対して１１以上の機関で実施され

ていることが分かる。 

�������������������������������������������������������������������������������
������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
�����������������������������������������������������������������������������

���
���
���62.5%

64.7%

������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
�����������������������������������������������������������������������������������������������������������

���
���87.5%

88.2%

������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������

���
���100.0%

76.5%

������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������

���
���

100.0%

82.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ａ研究成果の地域還元　 

ｂ教職員の資質向上　　

ｃ学校のピーアール　　　

ｄ地域・住民を知る機会

N=25
����
����専門・専修学校 大学・短大等
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   ＜表１－１ 観点別実施数＞ 

 

これら５つの観点について、今後の予定を確かめたところ、大学・短大等と専門・専

修学校とでその考え方が大きく分かれる結果となっている。図１－２は、実施している

機関のうち、「拡充する」または「拡充したい」と回答した機関の割合を機関部類別に表

示したグラフである。これを見ると、実施している機関のうち、大学・短大等では、全

ての項目において半数以上の機関が拡充したいと考えており、地域住民の要望に応えて

公開講座を充実させていこうとする肯定的な姿勢が窺える。また、専門・専修学校では、

講師の派遣と職業能力開発的講座について半数以上の機関が拡充する方向で考えている

ことが分かる。 

 

  ＜図１－２ 実施機関の拡充予定＞ 

 

 

  

 図１－３は実施していない機関のうち、「拡充する」または「拡充したい」と回答した

機関の割合を機関部類別に表示したグラフである。これを見ると、大学・短大等で一般

教養などの講座を拡充する方向で考えている機関がなく、また、専門学校等で職業能力

開発的な講座を拡充する方向で考えている機関がないことが分かる。その他の項目につ

いては、どの機関も割合は５割を下回っているものがほとんどであるが、新たに開設し

ていこうと考えていることが分かる。 

公開講座
実施機関
数

ａ移動公
開講座

ｂ講師の
派遣

ｃ学術性
の高い講
座

ｄ職業能
力開発的
講座

ｅ一般教
養・ス
ポーツな

合計 25 6 20 11 16 15
100.0% 24.0% 80.0% 44.0% 64.0% 60.0%

大学・短大等 17 6 15 11 11 13
100.0% 35.3% 88.2% 64.7% 64.7% 76.5%

専門・専修学校 8 0 5 0 5 2
100.0% 0.0% 62.5% 0.0% 62.5% 25.0%

���
���
��� 0.0

53.9

������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������

���
���80.0

75.0

���
���
���

63.7

������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������������������������������������������

���
���60.0
73.3

���
��� 83.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

ａ移動公開講座　　　　　　

ｂ講師の派遣　　　　　　　

ｃ学術性の高い講座　　　　

ｄ職業能力開発的講座　　　

ｅ一般教養・スポーツなど

����
����専門・専修学校 大学・短大等
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＜図１－３ 実施していない機関の拡充予定＞ 

 これらのことから、学習者のニーズがより多様化・複雑化し、また、社会的背景を反

映して、各高等教育機関において多様な学習をのぞむ県民が多くなってきたことにより、

講座内容を学習者である県民のニーズに即した傾向に変えていこうとする肯定的な姿勢

が窺える。 

 

（３）公開講座を効果的に運営していくための方策について 

 より多くの県民に対して公開講座などの学習機会の場を提供し、効果的に運営してい

くための方策については、公開講座などを実施している２５機関中２０機関（80%）が「行

政・社会教育機関と連携する必要がある」と回答している（p21）。具体的にその方策に

ついて記述された内容を見ると、まず、学習者のニーズを的確に把握することが必要で

あるとし、ピーアールに対して行政の協力が必要であること、集客しやすい会場を設定

すること、開催する時期などについて各高等教育機関との調整を図り、講座内容等も含

め重複しないようにすることなどが挙げられている。開催時期や開催場所、開催方法な

どを調整するためのコーディネート機関が設立されることによって、より効率的な運営

による公開講座が期待される。 

 

 （４）連携して実施した公開講座について 

 実施した公開講座などのうち、市町村や高等教育機関と連携した公開講座などを実施

した機関は、２５機関中１６機関であった。このうち、大学・短大等では、１７機関中

１０機関が実施しており、専門・専修学校では、８機関中６機関が実施していた。連携

公開講座一覧（p114）を見ると、大学・短大等では、行政・社会教育機関と連携した公

開講座を実施していることが分かる。専門・専修学校では、他の機関から委託されて実

施している講座や他の機関が主催する講座に講師を派遣して協力している形での連携が

多いことが分かる。 
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 表１－２を見ると、実施している機関の半数以上の機関が７つの観点についてその効

果を認めている。しかし、「会場・設備などの準備・利用」と「職員の意識の高揚」につ

いては、専門・専修学校においてその効果を認めている機関数が少ない。これは、連携

公開講座一覧（p114）から、現段階では、委託事業や講師派遣という形で実施している

ため、この２点については、効果が認められなかったと考えているのではないかと思わ

れる。また、「事業の効率的な運営」については、連携公開講座などを実施する上での問

題点・課題と克服するための方策の中で、講座内容、開催時期、開催方法の調整や費用

の負担先が問題点として挙げられている（p26）ことから考えると、これらの点が改善さ

れることによって、効率的な運営が期待される。 

＜表１－２＞ 

  

 以上のことから、市町村や他の高等教育機関と連携した公開講座などについては、現

段階では半数程度にとどまっているが、連携した公開講座などの開設数が増加していく

ことが望まれる。 

 

 

２ 社会人受け入れ制度について 

 （１）社会人受け入れ制度を導入時の重視点について 

 ＜表１－３＞ 

 

 社会人受け入れ制度を導入するにあたって重視したことについては、『社会人の生涯学

習の推進について』と『地域社会に対する貢献について』を、３５機関が重視している

と回答している。このことについては、各高等教育機関が社会人の生涯学習推進に対し

て高い認識を示しているものといえる。また、できる限り地域社会に貢献していこうと

する肯定的な姿勢が窺える。 

 

全体 ａ参加者
の増加

ｂ経費の
節約

ｃ会場・
設備など
の準備・
利用

ｄ学校の
ピーアー
ル効果

ｅ講座内
容の質的
向上

ｆ職員の
意識の高
揚

ｇ事業の
効率的な
運営

合計 16 13 10 9 10 11 9 9
100.0% 81.3% 62.5% 56.3% 62.5% 68.8% 56.3% 56.3%

大学・短大等 10 8 6 6 6 6 6 5
100.0% 80.0% 60.0% 60.0% 60.0% 60.0% 60.0% 50.0%

専門・専修学校 6 5 4 3 4 5 3 4
100.0% 83.3% 66.7% 50.0% 66.7% 83.3% 50.0% 66.7%

Ⅰ問８連携公開講座の効果                          

全体 ａ地域社
会の要望

ｂ一般学
生に対す
る刺激

ｃ教職員
に対する
刺激

ｄ経営基
盤の強化

ｅ社会人
の生涯学
習の推進

ｆ各種答
申にある
指摘

ｇ地域社
会に対す
る貢献

合計 45 30 28 14 22 35 17 35
100.0% 66.7% 62.2% 31.1% 48.9% 77.8% 37.8% 77.8%

大学・短大等 18 15 13 6 6 16 10 15
100.0% 83.3% 72.2% 33.3% 33.3% 88.9% 55.6% 83.3%

専門・専修学校 27 15 15 8 16 19 7 20
100.0% 55.6% 55.6% 29.6% 59.3% 70.4% 25.9% 74.1%

Ⅱ問３社会人受け入れ制度導入時の重視点                      
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（２）行政・社会教育機関に望むこと 

 行政・社会教育機関に望むこととして「社会人受け入れに対する情報提供の協力」が

最も高い割合であった（p34）。大学・短大等の機関よりも専門・専修学校の機関の方が

情報提供の協力を強く望んでいるという結果が得られている。大学・短大等の機関は、

他の機関と連携をして情報提供をしている機関が比較的多いのに対し、専門・専修学校

では、独自で情報提供をしている機関が多いことが要因として考えられる。また、「人材

育成・研修活動の中で、科目等履修生制度を利用して頂けたらと考える」がその他とし

て挙げられていた。現在、各高等教育機関が実施している社会人受け入れ制度は各校独

自で実施しているものであり、企業・事業所と連携して実施している機関が限られてい

ることが要因として考えられる。 

  

 （３）社会人を受け入れやすくするための環境整備について 

  ＜表１－４＞ 

 

 社会人受け入れ制度を実施している４５機関のうち、「企業・事業所に対する広報活動」

が１１機関と最も多く、これ以外はどの項目も１０機関に満たないという結果であった。

表１－４を見ると、大学・短大等では、広報活動を除くと上記の項目を実施している機

関数は３機関以下であった。専門・専修学校でも、上記の項目を実施している機関数は

６機関以下であった。この上記の制度を導入している機関のうち、今後の予定を確認し

たところ、大学・短大等でも、専門・専修学校においても、拡充する方向で考えている

機関が半数以上超えていることや、現状のままでよいという機関はあるものの、縮小・

廃止すると考えている機関がなかった。このことから考えると、今後も社会人をより多

く受け入れていこうとする肯定的な姿勢が窺える。 

 

  ＜表１－５＞ 

 

全体 ａ社会人
用カリ
キュム

ｂ昼夜開
講制度

ｃ講義の
週末開催

ｄ教育訓
練給付制
度

ｅ事業所
等の広報
活動

ｆ奨学金
制度

合計 45 8 4 3 5 11 2
100.0% 17.8% 8.9% 6.7% 11.1% 24.4% 4.4%

大学・短大等 18 3 2 2 2 5 1
100.0% 16.7% 11.1% 11.1% 11.1% 27.8% 5.6%

専門・専修学校 27 5 2 1 3 6 1
100.0% 18.5% 7.4% 3.7% 11.1% 22.2% 3.7%

Ⅱ問８ａ社会人を受け入れやすくするための環境整備について                                    

ａ社会人
用カリ

ｂ昼夜開
講制度

ｃ講義の
週末開催

ｄ教育訓
練給付制

ｅ事業所
等の広報

ｆ奨学金
制度

合計 5 9 8 5 8 9

13.2% 21.5% 18.7% 12.2% 23.5% 21.0%

大学・短大等 5 5 3 2 4 4

33.3% 31.3% 18.8% 12.5% 33.3% 25.0%

専門・専修学校 0 4 5 3 4 5
0.0% 15.4% 18.5% 12.0% 18.2% 18.5%

Ⅱ問８ａ実施していない機関の拡充予定                                     
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 表１－５は実施していない機関の拡充予定である。これを見ると、実施していない機

関においても、機関数にして２機関から５機関が拡充する方向で考えていることが分か

る。専門・専修学校でも、３機関または５機関が拡充する方向で検討している。これら

のことから、今後、高等教育機関において社会人が学習しやすい環境整備の促進が望ま

れる。 

          

３ 単位互換制度について 

 現在単位互換制度を「実施している」または「予定である」と回答した１９機関のう

ち、１８機関は、他の高等教育機関でも活用できるシステムを整備した方がよいと考え

ている（p42）。大学・短大等の機関は１１機関全機関が整備するべきであると回答して

おり、専門・専修学校においても、８機関中７機関が整備するべきであると回答してい

る。これは、複雑化・多様化する学習者のニーズに対応していくためには、各高等教育

機関同士が連携する必要があるということを認識している結果なのではないかと考えら

れる。ｐ42 に挙げられた単位互換制度に関する課題・問題点については、時間的な問題、

通学距離の問題、単位科目のレベルの問題、単位認定方法などが挙げられていた。これ

らの課題・問題点については、全国的な課題にもなっており、今後の動向に注目したい

ところである。 

 

４ 情報提供について 

 

 ＜図１－４ 情報提供方法＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 図１－４は社会人受け入れ制度の情報提供方法と公開講座の情報提供方法とを比較し

たグラフである。この図を見ると、社会人受け入れ制度についての情報提供は、独自に

作成したチラシなどによる媒体を使用したり、学校のホームページを活用したりしてい

るのに対し、公開講座などに関する情報提供については、市町村の広報誌を利用するな

ど、他の機関と連携して情報提供をしていることが分かる。このことから、社会人受け

入れ制度の広報についても市町村の広報誌を利用するなど、他機関の広報媒体を利用し

て県民に対し情報提供がなされていくことが望まれる。  
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Ⅱ 一般県民調査結果より 

 

１ 学習活動について 
 
（１） 学習の必要性について 
 自分の人生を豊かにするために、こんな技術を身につけたい、こんなことをもっと知

りたいと８割以上の県民が感じているという結果（p56）が得られた。また、男性よりも

女性が、50 歳以上の県民よりも 50 歳未満の県民が、自分の人生を豊にするために技術
や知識を身につけたいと思っているという結果（p56）が得られた。  
 

 ＜図２－１ ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図２－１は、問２の自分の人生を豊かにするために、こんな技術を身につけたい、こ

んなことをもっと知りたい（以下「学習したい」）と感じているかを「強く感じている」

と「やや感じている」を合わせて「必要性を感じている」、「あまり感じていない」と「ま

ったく感じていない」を合わせて「必要性を感じていない」としてまとめ、性別に分け

て問５とクロスさせた表である。この図で注目したいのは、「したかったが、できなかっ

た」と回答している人は、性別に関係なく、学習したいと感じている人の方が、感じて

いない人の７倍近くいることである。また、「しなかった」と回答した人の中にも、学習

したいと感じている人が２割以上含まれていることである。全体で見ても、県民の約４

割は、学習したいと感じていても学習活動ができないでいるという結果が得られている

（p59「問２のクロス」より）。これは、特定はできないが何かが要因となって学習活動

を阻害していると考えられる。この阻害要因を排除していくことによって、県民のより

活発な学習活動が期待できることから、このことについて、以下の観点から考えていく

こととしたい。 
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（２） 学習活動に使える時間帯や曜日について 

 学習活動に使える時間帯や曜日については、「決まっていない」と回答した県民が最も

多かった（p57,58）が、それ以外で見ていくと、週末が学習活動に使える曜日で、時間

帯については「夕方以降」が次に多いという結果が得られた。しかし、職業形態別に見

ると、「非常勤の職業者」の県民は「常勤の職業者」より平日が学習活動に使える時間が

多いことや、50 歳以上の県民は、50 歳未満の県民より午前中に活動できる人が多いこ
とを考えると、対象者の属性に合わせた時間帯や曜日を設定することが必要であると思

われる。  
 
 

（３） 学習活動阻害要因について 

 

  ①時間について 

 

 学習活動を「したかったが、できなかった」または「しなかった」県民の割合は、

両者を合わせると 58.2%（p59）であった。理由については、「仕事が忙しくて時間が

なかった」と回答した割合が最も高く、44.8%（p60）であった。中でも、50 歳未満の

常勤の職業者が強く感じている。図２－２を見ると、仕事が忙しくて時間がなかった

と回答している県民は、学習したいと感じている割合が高いことが分かる。 

 

 

  ＜図２－２＞ 
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  ②活動について 

 

活動に関する理由については、「開催時間があわなかった」と回答した割合が最も

高く、28.4%（p61）であった。図２－３を見ると、学習したいと感じている人にその

割合が高いことが分かる。また、「身近に利用できる施設がなかった」と回答した県

民の中でも、学習したいと感じている人の割合が高いことが分かる。これらのことか

ら、学習したいと感じている県民は、学習内容よりも時間的余裕がないことや身近に

施設がないことが学習阻害要因になっていると思われる。 

 

 

  ＜図２－３＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③理解や協力について 

 

 理解や協力に関して（p62）は、「家族の理解や協力が得られなかった」が 11.6%で、

「職場の理解や協力が得られなかった」と回答した人の割合は、8.3%であった。家族

の理解や協力が得られなかったのは女性のほうが男性より多いという結果が得られ

た。 
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  ④情報について 

 

情報については、「必要な情報が入らなかった」と回答した人の割合が、35.9%であ

った。次いで「情報の入手先がわからなかった」が、29.9%という結果（p62）であっ

た。図２－４を見ると、必要な情報が入らなかったと回答している県民の中では、学

習したいと感じている人の割合が高いことが分かる。情報の入手先がわからなかった

と回答している県民の中では、性別に関係なく学習したいと感じている県民の割合が

高いことが分かる。このことから、学習したいと感じている県民に対して、学習活動

に関する情報を効率よく提供することが必要であると考える。 

 

 ＜図２－４＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）学習活動の方法について 

 学習活動の方法については、「県・市町村主催による学級や講座へ参加して」と回答

した県民が最も多い（p65）。県民は居住地内で開催されている学級や講座へは意欲的に

参加していることが窺える。その他の学習活動方法については、３割に満たないという

結果が得られていることから、多様な学習機会が提供されていることを県民に対して啓

発していく必要があると思われる。 

 

 

 （５）学習活動の情報について 

 学習活動の機会に関する情報については、「市町村の広報誌など」と回答した人の割

合が最も高く、48.9%であった。次いで「新聞・折り込みチラシ」が 34.8%、「家族や知

人に聞いて」が 32.6%という結果（p66）であった。県民の多くは、学習活動の機会に関

する情報について紙媒体を利用していることが窺える。p90 の情報についての中では、 

学習したいと感じている人に情報提供を望む割合が高かったことを合わせ考えると、紙

媒体を利用した情報提供方法を充実させていく必要があると思われる。 
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２ 公開講座などについて 

 

 公開講座などについては、６割以上（p67）の県民が受けてみたいと回答している。 

  ＜図２－５＞ 

 

 図２－５は、学習活動をしなかった理由と公開講座などを受けてみたいとは思わない

などの理由について折れ線グラフで表示したものである。この図を見ると、学習活動と

公開講座では、阻害する要因が同一ではないことが分かる。公開講座に焦点を当てて見

ていくと、「しようとは思わない」と「必要性を感じない」が学習活動より上回ってい

ることや、「開催時間があわない」が学習活動を下回り、「希望する内容がない」が上回

っていることを総合的に判断すると、公開講座などを受けてみたいとは思わないと回答

した県民は、開催時間よりも内容を考慮していると読みとることができるのではないだ

ろうか。県民にとって魅力的な内容の公開講座開設が望まれる。  
 
 図２－６は、それぞれの学習内容を４つに分類にまとめ、総回答数（延べ人数）にお

ける割合を公開講座と学習活動で比較したものである。学習活動は、県民が実際に学習

活動をした内容を集計したものである。これに対し、公開講座は、このような内容の学

習をしてみたいという希望を集計したものである。この図の結果を見ると、希望する公

開講座内容は、娯楽・趣味・スポーツなど以外のすべてにおいて学習活動実績内容を上

回っていることが分かる。特に、学術的・専門的内容については、10 ポイント近く上回
っていることが分かる。公開講座では、普段の学習活動よりも専門的・学術的な学習を

希望したいと考えている県民が比較的多いことがこの図から読みとることができる。  
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＜図２－６＞ 

 

 

３ 社会人受け入れ制度について 

 

 社会人受け入れ制度を利用してみたいかについては、「できれば利用してみたい」と回

答した人の割合が最も高く、35.0%であった。「ぜひ利用したい」と合わせると４割近い県

民が受けてみたいと考えているという結果（p73）が得られた。 

 

 社会人受け入れ制度を利用したいと回答した県民の中でも、「大学」と「専門・専修学

校」で、「科目等履修生」と「聴講生」として利用したいという県民の割合（p77）が高か

った。しかし、実際に高等教育機関へ社会人入学した県民は、学習活動をした県民の 0.7%

であった（p65）。大学では、すべての機関で「科目等履修生」として受け入れる体制が整

備されているが、専門・専修学校においては、どちらも導入している機関数が少ないとい

う結果（p28）が得られている。これらのことから、県民が要望する制度について早急に

整備されていくことが望まれる。 

 

社会人受け入れ制度に関して要望したいことでは、調査結果（p79）から、県民は社会

人受け入れ制度に関しての情報が不足していると感じているようである。また、身近な地

域で受講できるように要望している。より多くの県民に対して高等教育機関の学習機会を

提供するためには、まず、情報提供の充実が必要であると思われる。次に、身近な地域で

受講するためには、通信教育や放送大学も一つの手段であるが、地域の学習資源を活用す

るという意味においては、サテライト教室の開設や公開講座の単位認定、移動講義など三

市以外の場所で実施される機会の増加が望まれる。そして、昼夜開講制度や週末の講義開

催、奨学金制度など高等教育機関に対する要望や在職しながら利用できる制度や復職する

際の優遇措置など職場に対する要望もあることから、これらに関する環境整備の充実が望

まれる。 
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あとがきに代えて（委員会より） 
 
 現代は、科学技術の革新、情報化、国際化、長寿高齢化、産業構造の変化等々

が、急速に進展する社会であるため、そこで展開される生産、消費、文化活動

等をはじめ、社会生活の複雑化に対して、私たちは、若い時代の学校教育の知

識能力だけでは、多くの分野でついて行けなくなる状況にある。したがって、

老いも若きも絶えず知識・教養、技能等の向上をはかることによって、職場に

おいても個人・家庭生活においても、現代社会を生き抜くための各種の能力を

更新し、心の豊かさをも保ちながら充実した生き方をして行くことが求められ

ている。その実現には、すべての人々が、生涯のいつでも、どこでも、自由に

学習機会を選択して学ぶことができ、その成果が適切に評価されるような社会

環境が整備されていなくてはならない。 

 今回の調査は、このような学習環境を整え、多くの社会人に学習の場を提供

して行く上で、大いに期待される本県の高等教育機関が、どのような方式で学

習活動を展開・提供し、また、今後どのような方向で充実・改善を図ろうとし

ているのかを調査すると同時に、他方、学習者側の県民は、それをどのように

活用し、今後どのような学習環境の設定を希望するのかという実体と意識を調

査し、両者のおかれている状況を検討分析したものである。 

  調査の結果から、一つには、高等教育機関側の学習資源の提供、学習機会の

設定と県民・学習者側の学習ニーズ、希望学習時間帯等の関係が必ずしも一致

していないこと、二つには、高等教育機関側の情報発信が、学習希望者側に満

足のいく状況で届いていないこと、三つには両者の間を円滑につなぎ調整する

組織がなく、その機能が十分に働いていないこと等が、今後解決しなければな

らない課題として理解される。高等教育機関側の積極的な様々の試み、一定数

の熱心な学習希望者の存在及び行政機関の両者に対する調整対応への模索活動

の取り組みにも拘わらず、このような結果がみられるのが現実と言うものであ

ろう。 

 まさに、「いつでも、どこでも、だれでも」が学習できる環境を準備するこ

とは、言うほど易しいものでは無いが、高等教育機関側、県民及び生涯教育行

政関係者等が、この実状を認識して意識改革を行い、さらに新たなものへの取

り組みを目指して前向きの努力を続けることにより、現代社会を充実して生き

抜く人間を育む環境が充実することを願ってやまない。この調査報告書が、生

涯学習化社会の充実にいささかなりとも貢献できるものであれば幸いである。 

 ご協力をいただいた高等教育諸機関、多くの県民並びに事務局職員の皆様方

に心から感謝いたします。 

 
小 澤  熹（委員会座長） 
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１ 高等教育機関における社会人受け入れ体制に関する経緯  
    
 これまで、中央教育審議会、臨時教育審議会、大学審議会、生涯学習審議会等の各種答

申から、高等教育機関が社会人を受け入れるシステムを早急に整備するよう求められ続け

てきた。これらの発端を掘り下げていくと、１９７１年ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）報

告書で提唱された「リカレント教育」を避けて通ることはできない。  
この教育システムについては、各種答申でもその考え方が継承され、その具体的方策の

重要性を強調してきた。以下では、高等教育機関における社会人受け入れ体制の整備に関

して、ＯＥＣＤの報告書から各種答申の変遷及び青森県におけるこれまでの取り組みを簡

単に整理したものである。  
 
（１）ＯＥＣＤ報告書による「リカレント教育」の提唱  
 リカレント教育は、OECD（経済協力開発機構）の内部機関であるＣＥＲＩ（教育研
究・革新センター）が提唱した 1970 年代の代表的な教育改革構想の一つである。これ
は、急激に変化しつつある社会において、学習が全ての人に生涯にわたって必要である

という前提に立ち、従来のような人生初期の一定年齢で教育を終えるのではなく、義務

教育もしくは基礎教育を修了した人が生涯にわたって、しかも回帰的な方法によって教

育を受けることができるようにしようとするものである。  
 
（２）各種審議会答申による提言  
我が国では、ＯＥＣＤが提唱した「リカレント教育」と類似した考え方を１９７１年

に提言している。社会教育審議会答申「急激な社会構造の変化に対処する社会教育のあ

り方について」の中で、大学、高等学校等が、開放講座、通信教育、放送教育、夜間制

などを通して、成人一般に教育の機会を提供するとともに、実生活を経験した成人が、

その学習意欲に応じて、適宜、卒業後、再入学できる制度を設ける必要があるとし、「再

入学できる制度」という形で提言している。  
 
１９８１年６月中央教育審議会答申「生涯教育について」の中では、人々の生涯を通

ずる自己向上の努力を尊び、それを正当に評価する、いわゆる学習社会の方向を目指す

ことが望まれるとし、生涯にわたって教育を受けることと労働などの諸活動とを交互に

行えるようにするＯＥＣＤの「リカレント教育」の考え方について賛同している。  
  
 １９８７年の臨時教育審議会答申では、生涯職業能力開発の総合的推進の視点から、

「～仕事を通じて行う教育訓練を基本としつつ、仕事を離れて行う教育訓練の比重を高

めていくことが重要である。このため、企業における教育訓練の振興に合わせて、大学・

大学院等を社会人が学習する場として整備する～」ことを提言した。  
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 １９９１年の大学審議会答申「大学教育の改善について」では、リカレント教育の担

い手としての役割を期待される大学が、大学教育へのアクセスの多様化や授業の履修形

態の柔軟化を図ることが必要であるとし、これらを具体化するため大学設置基準（１９

５６年文部省令第２８号）の改正の方向等について具体的に提言している。  
 
 １９９２年の生涯学習審議会答申「今後の社会の動向に対応した生涯学習の振興方策

について」では、当面重点をおいて取り組むべき四つの課題の一つとして、「社会人を対

象としたリカレント教育の推進」を提言した。この答申では、対象者が職業人に限定さ

れてきた経緯がある。  
 
 １９９８年９月生涯学習審議会答申「社会の変化に対応した今後の社会教育行政の在

り方について」の中では、社会教育行政と高等教育機関との連携について、その重要性

について説いている。 高度化した人々の学習ニーズに対応するためには、大学等の高等
教育機関との連携が不可欠であるとし、教育委員会側からの高等教育機関との連携への

働き掛けは必ずしも活発ではないが、今後は連携を積極的に進めていく必要があるとし

ている。  
 
１９９８年１０月大学審議会答申「２１世紀の大学像と今後の改革方策について－競

争的環境の中で個性が輝く大学－」の中では、個人の職業能力等の向上を支援する高等

教育の再学習機能の強化が求められるようになっていくとしている。今後一層生涯学習

の需要は高まり，高等教育機関は，幅広い年齢層の人々の知的探求心にこたえて必要な

ときにいつでも学習できる，より開かれた場となることが求められていくとしている。  
 
１９９９年６月生涯学習審議会答申「学習の成果を幅広く生かす－生涯学習の成果を

生かすための方策について－」の中では、 誰もが、社会の中で生き生きと自分を生かす
ことができるようにするためには、いつでもどこでも学ぶことができ、その成果を生か

すことができるような社会でなければならないとし、その具体的な方策と現行制度の活

用を提言している。  
まず、高等教育機関による社会人のための学習機会の拡充について述べている。ま

た、 リカレント教育を実施する高等教育機関をはじめとして、国、地方公共団体、民間
による学習機会の提供について、履修の形態・内容・時間等の必要な情報を詳しくしか

も一元的に集約し、公表することを求めている。  
 また、勤労者がより学習しやすい環境を整備していくためには、今後一層、有給教育
訓練休暇制度の導入の促進、休暇を取得しやすい職場環境づくり、資格取得のための情

報提供サービスの充実、受験準備への勤務時間上の配慮、受験費用・受講費用の援助、

取得した資格についての奨励金の支給、資格を活かしやすい部署への配置など企業から

の支援内容を拡充していくことを求めている。  
  このように、学習者の多様なニーズに応えるため、各種現行制度の活用と連携を図っ
ていくことの重要性について提言している。  
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２０００年１１月大学審議会答申「グローバル化時代に求められる高等教育の在り方

について」の中では、生涯学習ニーズへの対応として、大学が果たすべき役割として明

確に位置付けることが求められるとし、「社会人が利用しやすい教育提供形態の整備」「社

会人の学習支援体制の整備」「単位累積加算制度（複数の大学等で随時修得した単位を累

積して加算し，一定の要件を満たした場合，大学卒業の資格を認定し，学士の学位を授

与する制度）の組織体制の在り方」「パートタイム学生の受け入れを具体的に推進する」

をあげている。   
 
 ２００２年２月中央教育審議会答申「大学等における社会人受け入れの推進方策につ

いて」の中で、大学等における社会人受け入れの推進のための具体的な方策として「長

期履修学生制度の導入」「専門大学院１年制コースの制度化」「通信制博士課程の制度化」

を提言している。  
 
 これまでの各種答申の経緯を見ると、社会的な背景を反映し、複雑化、多様化する社

会人の学習ニーズに対応していくため、社会人を受け入れるための体制が具体化・柔軟

化されてきたことが読みとれる。  
 
 
２ 青森県におけるこれまでの取り組み  
 
（１）青森県におけるリカレント教育をめぐる状況                   

～青森県生涯学習審議会による調査結果から～  
 青森県は、１９９２年７月に「青森県生涯学習審議会」（以下、「県生涯審」）を設置し、

広い視野から多様な課題について審議したが、リカレント教育の推進についても検討す

ることとし、その基礎資料を得る目的で１９９３年７月に、県内の「企業等における教

育訓練・研修に関する調査」（以下、「教育訓練調査」）と「高等教育機関におけるリカレ

ント教育に関する調査」（以下、「リカレント調査」）を実施した。  
 
①県内高等教育機関におけるリカレント教育への取り組み等  
「リカレント調査」は、県内の全大学（学部ごと）、全短期大学、専修学校等６０校を

対象として実施され、４７校（78.3%）から回答があった。なお、以下では主な結果
を紹介する。  
 
ア、県民を対象とした公開講座開設の状況  
 専修学校ではほとんど開設されておらず、全体としての開設率は低い。しかし、

大学及び短期大学（以下、「大学等」）に限ってみると、「一般教養に関する講座」と

「専門分野の基礎に関する講座」を開設している大学等がともに 43.5%、「趣味・ス
ポーツ講座」と「専門分野の高度な内容に関する講座」がともに 17.4%、「語学に関
する講座」が 8.7%の大学等で開設されている。そして、こうした内容の講座につい
ては、「今後開設する予定・検討中」と答えた大学等が 10～20%ある。  
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イ、リカレント教育の目的として今後重視すべきことについての考え方  
 「教養または自己啓発のため」が 53.2%で最も多く、「技術革新に対応するため」
が 48.9%、「産業構造の変化に対応するため」が 46.8%で続いている。  
 
ウ、社会人を対象として開設可能な講座  
 大学等で今後の開設が「可能」との答えが最も多いのは、「専門分野の基礎に関す

る講座」の 69.6%であり、次いで「一般教養に関する講座」が 52.2%、「専門分野の
高度な講座」が 43.5%である。また、職業を有する社会人が受講しやすいようにす
るため、あるいは高等教育機関の地域的な偏在による弊害解消のため、今後の積極

的な取り組みが必要だと思われる開設形態のうち、「短期集中講座」は 69.6%が可能
だとしている。「夜間・週末利用の講座」と「出前（出張）講座」を可能だとしてい

るのはともに 34.8%にとどまっているが、「ある程度可能」が共に 52.2%もある。  
 
エ、大学等における社会人入学制度等の整備状況  
 聴講生制度は 95.7%の大学等で整備されているが、今後、社会人等がレベルの高
い専門的な学習をある程度継続して行うために重要性を増すと思われる研究生制度

がある大学等は 56.5%にとどまっている。  
 また、社会人入学制度を整備している大学等は、47.8%であるが、「予定・検討中」
が 30.4%ある。  

 
 
 （２）「県生涯審答申」及び「県生涯学習推進基本計画」におけるリカレント教育の扱い  
 １９９３年１０月の県生涯審答申では、「多様な学習機会の拡充に関する当面の個別課

題」の一つとして「リカレント教育システムの整備」を提言し、その具体策として①リ

カレント教育の普及啓発、②リカレント教育推進に関する協議機関の設置、③大学や短

大等の社会人入学制度等の整備促進、④企業等による従業員の学習支援策の充実促進、

⑤リカレント教育への経済的な支援制度等の整備が必要なことを提言した。  
 青森県は、この答申をもとにしながら、１９９４年４月に「青森県生涯学習推進基本

計画」を決定した。この計画は、大きく二つの柱からなっているが、その一つの柱であ

る「多様な学習機会の拡充」の具体策として「リカレント教育の推進」が盛り込まれた。

そこでは、①リカレント教育の普及啓発の推進、②大学・短大等による社会人入学制度

等の整備促進、③企業等による従業員の学習支援策の充実促進に取り組むことになって

いる。  
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＜高等教育機関一覧＞

機関名 〒 住所
1 弘前大学 036-8560 弘前市文京町１
2 弘前大学医療技術短期大学部 036-8564 弘前市本町66-1
3 青森公立大学 030-0134 青森市合子沢字山崎１５３－４
4 青森大学 030-0943 青森市幸畑２－３－１
5 青森短期大学 030-0943 青森市幸畑２－３－１
6 青森中央学院大学 030-0132 青森市横内字神田12
7 青森中央短期大学 030-0132 青森市横内字神田１２
8 青森明の星短期大学 030-0961 青森市浪打２－６－３２
9 東北女子大学 036-8530 弘前市豊原１－２－１
10 東北女子短期大学 036-8503 弘前市上瓦ケ町２５
11 弘前学院大学 036-8577 弘前市稔町１３－１
12 弘前福祉短期大学 036-8102 弘前市小比内富田310
13 八戸大学 031-8588 八戸市美保野１３－９８
14 八戸工業大学 031-8501 八戸市妙字大開８８－１
15 光星学院八戸短期大学 031-0844 八戸市美保野１３－３８４
16 北里大学獣医畜産学部 034-8628 十和田市東二十三番町３５－１
17 八戸工業高等専門学校 039-1192 八戸市田面木字上野平１６－１
18 青森県立保健大学 030-8505 青森市大字浜館字間瀬58-1
19 青森職業能力開発短期大学校 037-0002 五所川原市飯詰字狐野171-2
20 青森県営農大学校 039-2598 上北郡七戸町字大沢48-8
21 青森県農業大学校 036-0389 黒石市境松1-1-1
22 青森歯科技工士専門学校 038-0031 青森市三内字稲元122-2
23 青森歯科衛生士専門学校 038-0031 青森市三内字稲元122-2
24 青森中央経理専門学校 030-0132 青森市横内字神田１２
25 青森中央文化専門学校 030-0132 青森市横内字神田１２
26 青森ビジネス専門学校 038-0031 青森市篠田3-1-14
27 青森調理師専門学校 030-0812 青森市堤町2-13-5
28 ヘアーアートカレッジ　木浪学園 038-0013 青森市久須志1-45-2
29 青森県ヘアーアーチスト専門学校 036-8096 弘前市表町6-4
30 東北栄養専門学校 036-8503 弘前市上瓦ヶ町25
31 東北経理専門学校 036-8503 弘前市上瓦ヶ町12
32 東北コンピュータ専門学校 036-8503 弘前市上瓦ヶ町12
33 Ｓ．Ｋ．Ｋ．情報ビジネス専門学校 036-8032 弘前市徳田町1-3
34 Ｓ．Ｋ．Ｋ．きもの専門学校 036-8032 弘前市徳田町1
35 汐原服装専門学校 036-8183 弘前市品川町154
36 専門学校アレックス情報ビジネス学院 031-0041 八戸市廿三日町11
37 八戸調理師専門学校 039-1166 八戸市根城5-14-2
38 八戸理容美容専門学校 031-0802 八戸市小中野3-5-1
39 光星学院野辺地工学専門学校 039-3156 野辺地町枇杷野51-5
40 東奥保育・福祉専門学院 030-0821 青森市勝田2-13
41 国立弘前病院附属看護学校 036-8545 弘前市富野町１
42 城東学園弘前ホスピタリティーアカデミー 036-8102 弘前市小比内字富田310
43 財団法人　弘前女子厚生学院 036-8185 弘前市大字御幸町8-10
44 八戸看護専門学校 039-1161 八戸市河原木字北沼22-41
45 青森労災看護専門学校 031-0822 八戸市白銀町字南ケ丘１
46 八戸社会福祉専門学校 031-0082 八戸市常海町14-1
47 ケーエム洋裁専門学校 030-0812 青森市堤町2-13-5
48 青森編物専門学校 030-0812 青森市堤町2-9-6
49 学校法人白銀学園サンモードスクールオブデザイン 036-8356 弘前市下白銀町12
50 八戸ドレメ専門学校 031-0075 八戸市内丸1-1-14
51 林料理学校 039-1166 八戸市根城5-14-24
52 モーリ技芸専門学校 036-0537 黒石市赤坂字野崎14-1
53 五所川原あみもの服飾専門学校 037-0067 五所川原市敷島町20-6
54 三沢理容美容専門学校 033-0024 三沢市東岡三沢1-23-1
55 紅服飾専門学校 035-0071 むつ市小川町2-6-19
56 鰺ヶ沢家政専門学校 038-2761 鰺ヶ沢町舞戸町字下富田29-2
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＜平成１３・１４年度　実施公開講座一覧＞

機関名 講座名・セミナー 分野・内容 テーマ・概要 対象者 募集人数 費用等
青森大学公開講座 ロボット

工学
未来を拓くロボットの挑戦 一般 500 0

青森大学公開講座 教養 ゲノムプロジェクトってなんだ
ろう

一般 500 0

青森大学図書館文
化講演会

語学 津軽弁の由来 一般 100 0

青森大学総合研究 政治 構造改革下の中山間問題 一般 100 0
青森を築いた先人
たち

教養 宮大工「中村松太郎」　探検家
「笹森儀助」　近代的助産婦
「亀徳しづ」

一般 100 0

青森公立大学公開
講座

英会話 海外旅行のためのやさしい英会
話

一般 60 2000

青森公立大学公開
講座

パソコン コンピュータワールドへの招待 一般
（小学
６年以
上）

30 0

青森公立大学公開
講座

民族文化 北方民族の生活文化 一般 100 0

青森公立大学大学
院公開セミナー

経営・経
済

①財務分析　②ビジネスゲーム
③ケースメソッドによる経営管
理の実践　④意志決定科学とし
ての経済学　⑤マクロから見た
日本経済

大学卒
程度の
社会人

140 8000

青森公立大学大学
院公開セミナー

経営・経
済

①ビジネス・ゲームコース　②
組織・人事戦略コース　③財務
分析コース　④経済データ分析
コース

社会人 100 8000

大学公開講座 経営 ２１世紀に生かしうる経営の基
本

一般 200 0

大学公開講座 政治 小泉政権の課題と展望 一般 200 0

大学公開講座 政治 第１９回参議院議員選挙を占う 一般 200 0

大学公開講座 政治 地方分権を問う 一般 200 0

大学公開講座 経済 ＩＴ社会の行方 一般 200 0

大学公開講座 経済 グローバリゼーションと地域社
会

一般 200 0

大学公開講座 経済 第３セクターの崩壊と課題 一般 200 0

大学公開講座 経済 新時代を演出する第３セクター 一般 200 0

「郷土の歴史～縄
文、古代そして南
部氏～」

郷土の歴
史

南部地方の歴史 一般 30 5800

「木を使うー壊れ
たものを直して使
うー」

リサイク
ル環境

不具合になったり壊れたりした
身の回りの木製品を修理する作
業を行いながら、森林や木材に
関する理解を深め、再利用など
実生活で活用する能力を育て
る。

一般 12 4800

「理科教育におけ
る新しい科学観の
育成について」

理科教育 新しい学力育成にも通じる科学
観に基づいた授業展開について
考え、２１世紀が求める新しい
「理科教育」について模索す
る。

現職教
員及び
教育関
係者

30 5800

「教員のための邦
楽講座」

音楽教育 邦楽に関する理解を深め、それ
を教育現場で応用できるように
邦楽全般について解説しなが
ら、邦楽の聞き方、邦楽器の特
徴等について学習する

現職教
員及び
教育関
係者

15 5800

青森大学

青森公立大学

青森中央学院大
学

弘前大学
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＜平成１３・１４年度　実施公開講座一覧＞

機関名 講座名・セミナー 分野・内容 テーマ・概要 対象者 募集人数 費用等
「鑑賞の授業のた
めの美術作品解読
実践」

美術教育 代表的な作品分析の方法論を紹
介し、受講者に実際にそれを美
術作品に応用してもらうこと
で、とくに主観的になりがちな
鑑賞をより客観的・論理的なも
のに近づけていく。

現職教
員及び
教育関
係者

20 5800

「２１世紀に生き
る、心の豊かさを
求めて」

生涯学習 様々な視野から学習し、人づく
りと、生涯学習社会の在り方に
ついて学習

一般 30 5800

「指導者のための
テニス教室」

スポーツ
教育

テニス指導者のためのプログラ
ムや最新の指導技術を習得する
とともに、個々のテニスの技術
の向上も目指す。

テニス
指導者
等

24 6800

「子供の健康と成
長」

子供の健
康と成長

子供の健全な発育と成長を願
い、本講座では特に、子供の
「白血病」、「喘息」、「アト
ピー」、「心の成長」を取り上
げ、これらに関する最新の医
学・医療技術を紹介します。

一般 60 4800

「文化の伝承とあ
ゆみ」

青森の芸
術・文
化・伝統
芸能

青森県の芸術・文化・伝統芸能
など、地域の風土に根ざした文
化を見直す。

一般 60 5800

「先生のための器
械運動指導講座ー
特にできない児
童・生徒の幇助法
を中心としてー」

体育 地域教育の充実を目指し、器械
運動の特にできない児童・生徒
の幇助法を中心として、体育授
業を楽しく安全に行うことがで
きるよう先生方に器械運動の指
導をする。

現職教
員及び
教育関
係者

20 5800

「いつまでも健康
で動き回るための
あれこれ」

健康 いつまでも健康で動き回れるよ
うに体の機能を維持するための
基礎知識や方策について、医師
と理学療法士による講義と実習
を行い、すぐに日常生活で役立
つものを企画した。

一般 30 4800

「明日の教育を考
える」

教育 平成１４年度から学校教育が大
きく変わり、地域や家庭の教育
力の見直しが求められている。
教師・保護者らがともに考え連
携し、解決への展望を探る。

一般 40 6800

「パソコン道場～
パソコンの達人へ
の道～」

パソコン ワード、Ｅｘｃｅｌを使用し、
より高度なパソコン技術の習得
を目指し、ＩＴを含め、パソコ
ンの持つ機能を最大限に活用す
るための講座

一般 22 6800

「生活の豊かさを
求めて」

教養 力を入れたり、抜いたりしなが
らの人生、身の回りに溢れてい
るすてきな宝物を見逃さないよ
うに、ちょっと力を抜いて身の
回りを眺めるコツを紹介。

一般 40 5800

「医療関係講演
会」

保健医療 保健医療関係の講演会 一般 50 0

「弘前大学人文学
部文化財論講座レ
クチャーシリー
「地域の生活と文
化を科学するー生
涯学習との接点を
探るー」

生涯学習 生涯学習の視点から、地域にお
ける自然・社会・生活・文化・
スポーツ等について考え、その
維持や発展の方向を探る。

高校生
及び高
校教員

50 0

弘前大学
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機関名 講座名・セミナー 分野・内容 テーマ・概要 対象者 募集人数 費用等
「親子でサッカー
を」

スポーツ キックの基本の練習を中心に初
歩的な技術指導を行う。親子そ
ろってボールを蹴る楽しさを味
わいながら仲間づくり、家族の
対話の機会を提供。

小学
３・４
年生と
その親

２０組 0

「健康・医療講演
会」

健康医療 県内市町村の自治体病院や当該
地域の住民の方々の要望に沿っ
たテーマでの健康・医療に関す
る講演会を予定

一般、
医療関
係者

100 0

「夏休みの数学２
００２」

数学 数学の啓蒙を目的として、数学
のおもしろさと多様性を理解し
てもらう講座

数学担
当教員
ほか、
一般

30 0

「化学への招待ー
夢化学２１－」

化学 化学実験を通じて「化学」のお
もしろさを身近に感じながら２
１世紀の「夢」を語り合う講座

中・高
校生、
一般

60 0

「ホームページ作
成」

パソコン インターネットでは個人が簡単
に情報を発信することが可能。
そのためには自分のホームペー
ジの作り方を初歩からゆっくり
学ぶ。

中・高
校生、
一般

50 0

「八戸市民大学講
座」

農学生命
科学

農学生命科学部教官の研究分野
の最新情報を公開するととも
に、一般市民との交流を図り、
知識の啓蒙に貢献することを目
的とした講座

一般、
高校生

350 0

「遺伝子を科学す
る」

農学生命
科学

農学生命科学部、医学部及び遺
伝子実験施設教官の研究分野の
最新情報を公開するとともに、
一般市民との交流を図り、技術
協力谷地式の啓蒙に貢献するこ
とを目的とした講座

一般、
高校生

70 0

「リンゴを科学す
る」

農学生命
科学

付属農場及び大学で得られた研
究成果と最新情報を広くリンゴ
栽培農家に公開

リンゴ
生産者
等

150 0

「リンゴ剪定技術
交流会」

リンゴ剪
定

各地域のリンゴ農家が集まり、
疎植開心形樹

リンゴ
生産者
等

自由参加 0

「楽しい科学」 理工学 大学の教育機能や施設を広く一
般に開放、小型ロボットの展
示、インターネットや簡単な化
学実験を体験する

小・中
学生と
その父
母

600 0

「サイエンスへの
招待」

理工学 大学の研究室や各種実験装置を
公開し、教官や大学院生らが日
頃の研究成果や最新の科学技術
を公開実験を中心に紹介・解説
することにより「見える科学・
技術」を紹介・解説する

一般、
小中高
校生

1200 0

「メダカのすむ自
然とふれあい、い
ろいろな農業体
験」

農学生命
科学

金木農場を開放し、親子が一緒
になり、動物や植物の観察やふ
れあい、米作り、生産物の加工
等を行うことにより、子供たち
が親とのきずなや協調性、自然
の大切さなどを考察できるよう
な機会を提供する。

小学生
の親子

２２組 5500

弘前大学
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機関名 講座名・セミナー 分野・内容 テーマ・概要 対象者 募集人数 費用等
開放講義 文学 専任教員の普段の講義を一般開

放
一般 講義毎 2500

大学公開講座まつ
り

教養 県の補助事業として 一般 ※ ※

八戸大学出前講座 教養 「鮫カグラ」と「カグラ鮫」八
戸の鮫はおもしろい！

一般 ※ ※

八戸大学出前講座 パソコン 優しいパソコン教室 一般 ※ ※

八戸大学出前講座 教養 鮫の「墓獅子」 一般 ※ ※

八戸大学出前講座 産業 地域産業と地場産業 一般 ※ ※

八戸大学出前講座 教養 私の見た日本 一般 ※ ※

八戸大学出前講座 文化 伝承文化について 一般 ※ ※

パソコン教室 パソコン Ｅｘｃｅｌ，アクセス、ホーム
ページ

一般 20 ※

パソコン教室 パソコン ワード、Ｅｘｃｅｌ 一般 40 ※

パソコン体験学習 パソコン 八戸大学一日キャンパスライフ 一般 10 ※

教育社会学 教育社会
学

一般 10 ※

八戸大学一日入学 インター
ネット

インターネットで情報検索 一般 30 ※

ＩＴ教育研修会 教育社会
学

教育とＩＴ 中学・
高校教
員

32 ※

講演会「人間とエ
コ・ハーモニー社
会」

エネル
ギー工学
科

・地球でヒトが生きていくため
に　・ホタテ貝殻のバイオニッ
クデザイン　・地球の環境保全
に欠かせない小さな生き物・微
生物　・肥満遺伝子の発見と意
義　・食品リサイクル法と生ゴ
ミ処理

市民一
般

510 ※

講演会「青森のか
わ、うみ、みな
と」

環境建設
工学科

川の役割や港の機能、ウォー
ターフロントなど

市民一
般
※ 0

ＩＴ講座「マイパ
ソコンを作ろ
う！」

機械情報
技術学科

・概要紹介　・ハード組立　・
ソフトのインストール　・家庭
でのインターネット接続法法
基本操作・文章作成　・イン
ターネット、ｅメール操作　・
ホームページの作成

市民一
般

137 ※

ＩＴ講座「パソコ
ンを使いこなそ
う！」

電気電子
工学科

・パソコンの基本操作、
Windows2000の操作、タイピン
グ練習　・インターネット、電
子メール　・デジタルカメラの
操作　Wordによる文書作成（基
本操作）　Wordによる文書作成
（身上書の作成）　Excelによ
る表計算及びグラフの作成（基
本操作）　Excelによる表計算
及びグラフの作成（売上実績表
の作成）

市民一
般
※ ※

八戸大学

八戸工業大学

弘前学院大学
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機関名 講座名・セミナー 分野・内容 テーマ・概要 対象者 募集人数 費用等
八戸工業大学 ＩＴ講座「ホーム

ラン（ＨｏｍｅＬ
ＡＮ）でＩＴを楽
しもうー家庭内Ｌ
ＡＮをつくるー」

システム
情報工学
科

家庭内ＬＡＮの設計　家庭内Ｌ
ＡＮの実例　家庭内無線ＬＡＮ
の構築　家庭内無線ＬＡＮの設
定　家庭内ＬＡＮの利用方法

市民一
般
※ ※

北里大学公開講座 教養 生命の誕生から豊かな人生への
基礎知識２００２

一般 50 3000

北里大学技術講習
会

自然科学 組織標本作成と観察、湖川水の
水質検査

小・
中・高
校教員

10 5000

北里大学夏休み短
期体験学習

自然科学 動物と自然を科学しよう 小学生
高学
年・中
学生

40 ※

幼稚園児はじめて
の英語－年長

語学 ５歳児からの英会話、遊びを通
して英会話を楽しく勉強

幼稚園
児
※ ¥6,000

小学生はじめての
英語１，２年

語学 平成１４年度から国際理解教育
が本格化することに伴い、低学
年から、少人数でゲームを取り
入れて楽しく簡単な英会話の勉
強

小学校
低学年
※ ¥6,000

小学生の英語３，
４年

語学 中学年から少人数でゲームを取
り入れて楽しく日常の簡単な英
会話を学ぶ。

小学校
中学年
※ ¥6,000

小学生の英語５，
６年

語学 中学校準備のための英語の基礎
基本を楽しく学習

小学校
高学年
※ ¥12,000

中学生の英語（中
学１年）

語学 英語の授業が楽しく得意になる
ように学習

中学校
１年
※ ¥12,000

中学生の英語（中
学３年）

語学 高校受験に自信を持って臨める
よう中学校英語の基礎基本を学
習

中学校
３年
※ ¥12,000

大人の英会話　初
級

語学 コミュニケーションを中心に正
しい英語の音を勉強

一般 ※ ¥12,000

大人の英会話　中
級

語学 海外旅行に役立つ初歩的な日常
会話を学習

一般 ※ ¥12,000

中国語講座　初級 語学 発音から中国語を学ぶ初心者を
対象。簡単な日常会話を学習

一般 ※ ¥12,000

日本語教育Ⅰ 語学 日本語教育のための基礎知識 一般 ※ ¥12,000

日本語教育Ⅱ 語学 日本語教授法１－ステップアッ
プのために

一般 ※ ¥9,000

小学生のためのピ
アノ

音楽 楽譜の読み方、ピアノの基礎 小学生 ※ ¥12,000

グレゴリオ聖歌 音楽 西洋音楽の源泉である単旋律の
祈りの歌を通して、音符の読み
方や典礼音楽の歴史等、基礎か
ら学習

一般 ※ ¥12,000

北里大学獣医畜
産学部

青森明の星短期
大学
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機関名 講座名・セミナー 分野・内容 テーマ・概要 対象者 募集人数 費用等
大人から始めるピ
アノ

音楽 最新のミュージック・ラボシス
テムを使用して、初心者でもあ
こがれの名曲が弾けるよう学習

一般 ※ ¥12,000

ときめき音楽アン
サンブル

音楽 自らの声に惚れるまで、呼吸法
と発声法を学習。童謡から宗教
音楽を含む四季を彩る歌を学
習。

一般 ※ ¥12,000

親と子の造形教室 教養 さまざまな素材とかかわり、感
性の豊かさを育てる

一般 ※ ¥12,000

手遊び・指遊び 教養 時間の許す限り、受講生と歌を
通して、バリエーション豊かに
学習

一般 ※ ¥3,000

幼稚園、保育園教
師のためのオペ
レッタ

教養 運動会やお遊戯会ですぐに使え
るオペレッタを楽しむ

幼稚園
教師、
保育士

※ ¥3,000

カウンセリングの
スーパービジョン

カウンセ
リング

指導者が研修者に診断や面接に
関する具体的な技術を訓練する
ための講座

一般 ※ ¥10,000

音楽療法講座 カウンセ
リング

実際に音楽活動を行いながら音
楽療法とは何かを学ぶ

一般 ※ ¥10,000

管理職のためのカ
ウンセリング講座

カウンセ
リング

豊かな集団作りに役立つカウン
セリングの理論、発想、技法、
態度の応用について学習

一般 20 ¥10,000

高校生が楽しめる
手芸染色

染色 染色 一般・
高校生

20 0

おいしい健康料
理ー食べてダイ
エットー

健康料理 栄養と調理 一般 35

学校週５日制につ
いて考える

教育 学校週５日制 一般 制限なし 0

八戸市鴎盟大学 パソコン パソコン教室 高齢者 67 0
八戸市鴎盟大学 金融問題 私たちの家庭の問題としてーペ

イオフとは何かー
高齢者 67 0

八戸市鴎盟大学 語学 優しい英詩と英語の諺について 高齢者 67 0
八戸市鴎盟大学 七宝焼き 七宝焼き講習 一般市

民
60 0

制御用モータの設
計理論

機械系 制御用モータの動作理論、永久
磁石磁気回路及び簡単な応用技
術

一般 ※ ¥4,500

パソコンによる機
械制御

機械系 パソコンによる各種アクチュ
エータの制御及びセンサを組み
合わせたシステムの制御方法の
習得

一般 ※ ¥4,500

メカトロ制御技術 機械系 パソコンを用いて自動化に必要
な計測制御や搬送システムなど
のメカトロ機器の制御技術を習
得

一般 ※ ¥4,500

伝達関数とそのプ
ログラミング

機械系 制御システムの伝達関数を設計
①制御システム応答特性　②伝
達関数の設計　③プログラミン
グ　④モータ駆動シミュレー
ション

一般 ※ ¥4,500

機械振動解析 機械系 ＦＦＴアナライザで機械振動を
解析し、その低減化を目指す
①ＦＦＴの仕組み　②機械振動
の解析方法　③ＧＰ－ＩＢ接続
④振動低減化実習

一般 ※ ¥4,500

青森職業能力開
発短期大学校

青森明の星短期
大学

東北女子短期大
学

光星学院八戸短
期大学
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機関名 講座名・セミナー 分野・内容 テーマ・概要 対象者 募集人数 費用等
精密測定技術 機械系 ①測定概論（測定の重要性）

②測定誤差の原因と対策　③測
定器の精度と特性　④測定デー
タの活用

一般 ※ ¥5,000

精密形状（表面粗
さ）測定技術

機械系 ①測定概論（形状測定の重要
性）　②形状測定技術　③測定
誤差の原因と対策　④測定デー
タの活用

一般 ※ ¥5,000

実用プログラミン
グ（マシニングセ
ンタ）

機械系 ①マシニングセンタの概要　②
操作方法　③プログラミング
④加工作業

一般 ※ ¥5,500

機械保全（潤滑診
断技術）

機械系 ①摩擦概論　②潤滑概論　③油
性状分析　④摩耗粉分析　⑤摩
耗粉元素濃度分析　⑥汚染度分
析と浄油技術　⑦総合診断

一般 ※ ¥4,000

機械保全応用（油
圧・空圧装置）

機械系 ①油圧装置の保全の心得　②ト
ラブルの原因分析と対策　③油
圧機器のオーバーホール　④ト
ラブルの予知　⑤空気圧装置の
保全の心得　⑥トラブルの原因
分析と対策　⑦空気圧機器の
オーバーホール

一般 ※ ¥5,500

２枚歯真空ポンプ
の設計

機械系 ①曲線群とその表示式　②座標
交換と包絡線　③ポンプの圧力
角　④設計製図

一般 ※ ¥5,500

空気圧技術（回路
設計）

機械系 自動制御に基づく空気圧回路、
回路設計、電気・空気圧制御、
全空圧制御などについて、設計
演習及び全空圧シーケンス回路
作成、オートローダ制御運転の
実習を通して空気圧実技術を習
得

一般 ※ ¥5,500

レーザ加工時の安
全対策

機械系 レーザ機器の安全管理及び加工
作業中の安全対策について学習
する。特に、レーザ光による人
体への影響とレーザの安全に関
する企画動向及び労働省通達基
発第３９号に基づく安全対策の
実施等について習得

一般 ※ ¥4,000

レーザ加工適用技
術

機械系 レーザの特徴と種類、各種レー
ザ加工のメカニズムを総合的に
学習し、レーザ加工機の構成と
取扱い調整及び加工の手順等の
導入技術及びレーザ加工の安全
対策について習得

一般 ※ ¥5,000

レーザ加工技術１
（精密切断加工）

機械系 レーザ加工の特徴と種類、精
密・高品質レーザ切断技術、自
動プログラミング、レーザ切
断、穴あけ技術、メンテナン
ス、安全教育について習得

一般 ※ ¥6,500

ラピッドプロトタ
イピング

機械系 製品開発機関の短縮に有効とさ
れる各種高速造形法について、
その特徴、問題点及び利用方法
を理解し、高速造形法の導入と
有効的な利用を行う為に必要な
知識・技能を習得

一般 ※ ¥5,500

油圧技術（１） 機械系 油圧を理解する上で必要な基礎
的な知識を習得

一般 ※ ¥5,000

青森職業能力開
発短期大学校
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＜平成１３・１４年度　実施公開講座一覧＞

機関名 講座名・セミナー 分野・内容 テーマ・概要 対象者 募集人数 費用等
油圧技術（２） 機械系 油圧技術のより専門的、応用的

な知識を各種回路の作成を通じ
て習得

一般 ※ ¥5,000

電気技術 電気・電
子系

①電気理論　②電気計測　③電
気設備　④電力変換　⑤電気法
規　⑥施工法

一般 ※ ¥7,000

実践電気技術 電気・電
子系

①電気理論　②電気計測　③電
気設備　④電力変換　⑤電気法
規　⑥施工法

一般 ※ ¥5,500

電気技術上級 電気・電
子系

①電気理論　②電気計測　③電
気設備　④電力変換　⑤電気法
規　⑥施工法

一般 ※ ¥5,500

実践電気技術上級 電気・電
子系

①電気理論　②電気計測　③電
気設備　④電力変換　⑤電気法
規　⑥施工法

一般 ※ ¥5,500

パワーエレクトロ
ニクスのノイズ対
策

電気・電
子系

パワーエレクトロニクス機器か
らのノイズ発生原因を把握し、
各種のノイズ対策の方法を習得

一般 ※ ¥4,000

ＤＣモータ駆動回
路設計

電気・電
子系

ＤＣモータ駆動回路に関する設
計及び保守技術を習得

一般 ※ ¥4,500

ファジィ制御 電気・電
子系

ファジィ理論の知識及び技能を
学ぶとともにエキスパートシス
テム、ＡＩの知識、技能を習得

一般 ※ ¥5,000

アセンブリ言語と
機械制御

電気・電
子系

①マイクロアセンブラ　②リン
カ　③デバック　④負荷運転
⑤割り込みプログラム

一般 ※ ¥4,000

マイコン制御のプ
ログラミング

電気・電
子系

①アセンブリ言語　②割り込み
の概要　③プログラミング演習

一般 ※ ¥4,000

データ通信技術 電気・電
子系

ＲＳ２３２Ｃポートを使用した
シリアルデータ通信を実習を通
して習得

一般 ※ ¥6,000

センサ回路技術 電気・電
子系

センサ周辺回路の知識を学ぶと
ともに、電子回路の利用技術に
ついて習得

一般 ※ ¥6,000

オペアンプ回路 電気・電
子系

アナログＩＣの代表であるオペ
アンプの基本的な特性と使い方
を実験を通して習得するととも
に、制御技術に必要な比較的簡
単なアナログ回路の設計法を習
得

一般 ※ ¥6,000

電気設備ＣＡＤ技
術１

電気・電
子系

ＪＷ＿ＣＡＤを用いて、電気設
備製図に関する知識を習得　①
ＣＡＤの基本操作　②建築、電
気図記号の作成　③木造建築図
の作成　④電灯・コンセント配
線の作成

一般 ※ ¥5,000

電気設備ＣＡＤ技
術２

電気・電
子系

ＪＷ＿ＣＡＤを用いて、電気設
備製図に関する理論と知識を習
得　①電灯・コンセント配線設
計　②電気配線図面の作成（応
用編）　③部品拾い出し機能に
ついて

一般 ※ ¥5,000

青森職業能力開
発短期大学校
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＜平成１３・１４年度　実施公開講座一覧＞

機関名 講座名・セミナー 分野・内容 テーマ・概要 対象者 募集人数 費用等
電気設備ＣＡＤ応
用技術

電気・電
子系

ＪＷ＿ＣＡＤとＥｘｃｅｌと利
用して、電気設備の設計業務を
自動化し、電気設備設計技術へ
の有効活用法を習得　①部品拾
い出し機能について　②簡易電
気積算法　③見積書の作成

一般 ※ ¥5,000

ＰＣによる自動化
制御技術

電気・電
子系

①高機能ユニット使用法　②各
種センサ利用法　③位置決め制
御技術　④構造化プログラムに
よる設計法　⑤各種システムユ
ニットの構築と制御技術演習

一般 ※ ¥5,000

ＳＦＣ言語による
ＰＣ制御２

電気・電
子系

①ＳＦＣの概要　②プログラミ
ング　③特殊プログラミング

一般 ※ ¥3,500

ＰＣ制御（センサ
技術）

電気・電
子系

①センサ概要　②光電センサ
③近接センサ、温度センサ、環
境センサ

一般 ※ ¥3,500

ＤＳＰ活用技術
（シグナルプロ
セッサ）

電気・電
子系

ＤＳＰを用いてディジタル信号
を高速処理する方法を理解　①
ＤＳＰの仕組み　②Ｚ変換　③
ＤＳＰプログラミング　④ＤＳ
Ｐ活用例実習

一般 ※ ¥4,500

音声認識技術 電気・電
子系

人間の音声で機械動作を制御
①各種周波数分析法　②動的計
画法によるマッチング　③隠れ
マルコフモデル　④ニュートラ
ルネットワーク

一般 ※ ¥4,500

光学設計演習編 電気・電
子系

各光学設計の基礎を学んだ後、
対物レンズ及び、トリプレット
（基礎タイプ）の光学設計を光
学設計ソフト（自動設計まで）
と用いて行う。

一般 ※ ¥4,500

ＥＭＣ測定技術概
論

電気・電
子系

ノイズ測定の基礎を学んだ後、
簡易電波暗室によりノイズ測定
実習を行う。

一般 ※ ¥5,500

ＰＬＤ開発設計 電気・電
子系

ＡＳＩＣの最小規模デバイスで
あるＰＬＤについての基礎知識
を習得

一般 ※ ¥11,500

ワンチップマイコ
ン制御

電気・電
子系

ワンチップマイコンでの制御に
必要な要素の学習、制作、プロ
グラミング開発を学習し、マイ
コン制御についての知識を習得

一般 ※ ¥11,500

ＣＡＤによるディ
ジタル回路設計

電気・電
子系

ＣＡＤによる電子回路の改装設
計の手法を加算機等の基本回路
を例題をして実技を通して習得

一般 ※ ¥8,000

ＣＡＤによる論理
回路シミュレー
ション

電気・電
子系

電子ＣＡＤのシミュレーション
機能を使用して各種ディジタル
回路のシミュレーション技術を
習得

一般 ※ ¥8,000

Ｃ言語によるプロ
グラム開発と機械
制御１

電気・電
子系

ワンボードマイコンを使用し
て、プログラム開発・ＲＯＭ化
及び簡単なワンボードマイコン
制御を習得

一般 ※ ¥9,500

Ｃ言語によるプロ
グラム開発と機械
制御２

電気・電
子系

ワンボードマイコンを使用し
て、プログラム開発・ＲＯＭ化
及び機械制御を習得

一般 ※ ¥9,500

青森職業能力開
発短期大学校
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＜平成１３・１４年度　実施公開講座一覧＞

機関名 講座名・セミナー 分野・内容 テーマ・概要 対象者 募集人数 費用等
光計測 電気・電

子系
光工学と光物性の基礎を学び、
光計測に必要な光センサ・光デ
バイスの動作原理を理解すると
ともに光計測機器の取扱いを習
得

一般 ※ ¥5,500

光通信技術 電気・電
子系

電気通信技術を基礎にして、光
通信システムを構成するデバイ
スの動き、Ｏ／Ｅ，Ｅ／Ｏ変
換、光伝送の技術を習得

一般 ※ ¥5,500

インターネットの
知識と活用

情報シス
テム

本講座ではインターネットの基
礎的な知識を学ぶことから始め
る。また、インターネットを始
めるために必要な機器について
学び、更に、インターネットへ
の接続方法を学ぶ。これらの知
識を背景として、日常生活や
種々の業務においてインター
ネットを活用する技術を習得

一般 ※ ¥3,000

インターネットの
実践的活用

情報シス
テム

本講座では「インターネット活
用」で学んだ知識を背景とし
て、より実践的なインターネッ
トの活用方法を学ぶ。特にここ
では、日常生活や業務における
インターネットの活用技術を具
体的に習得することを目的とす
る。

一般 ※ ¥3,000

インターネットの
応用技術

情報シス
テム

本講座ではＡＳＰによる動的な
Ｗｅｂサイトの構築技術につい
て学ぶ。特にここでは、電子掲
示板、チャットルーム、そし
て、広域データベースなどを公
開する技術を習得する。また、
グループウェアを構築する技術
を習得

一般 ※ ¥3,000

ディジタル動画像
編集技術

情報シス
テム

本講座ではＷｉｎｄｏｗｓシス
テムによるディジタル動画像編
集技術を学ぶ。ここでは、ディ
ジタルビデオからの動画像の
キャプチャ、編集、保存技術を
学ぶ。また、制作した作品はＣ
Ｄ－Ｒに書き込む。

一般 ※ ¥3,000

事務処理における
コンピュータ活用
技術

情報シス
テム

本講座では事務処理におけるコ
ンピュータ活用技術について学
ぶ。特にここでは、文書作成、
ワークシート作成、データベー
ス作成に関する３点の技術に着
目する。

一般 ※ ¥3,000

データ通信技術１ 情報シス
テム

①パソコン通信及びインター
ネットの概要　②ＲＳ－２３２
Ｃ規格とＴＣＰ／ＩＰプロトコ
ルについて　③Windowsによる
システムの構築技法　④イン
ターネット通信ソフトとWWWの
利用技法

一般 ※ ¥5,500

インターネット
ワーキング技術

情報シス
テム

インターネットワーキング
（LAN)の概要と機器の構成につ
いて理解し、機器の選定の知識
と構築技術を習得

一般 ※ ¥5,500

青森職業能力開
発短期大学校
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＜平成１３・１４年度　実施公開講座一覧＞

機関名 講座名・セミナー 分野・内容 テーマ・概要 対象者 募集人数 費用等
ＬＡＮシステム
（パソコンＬＡＮ
の構築）

情報シス
テム

ＬＡＮの用語の意味と機能を理
解、パソコンＬＡＮの操作方
法、パソコンＬＡＮ導入時の必
要な知識とシステム構築技術を
習得する。

一般 ※ ¥5,500

データ通信技術２ 情報シス
テム

電気通信技術の基礎であるシス
テムの構成・通信方式などを学
ぶ。また、データ転送実験、端
末操作実習により利用技術を習
得。

一般 ※ ¥5,500

マルチメディア通
信技術（導入技
術）

情報シス
テム

Windowsを活用して、マルチメ
ディアとそれを支える各種技術
と標準化の動向と活用方法を習
得する。

一般 ※ ¥5,500

パソコン通信（モ
デムの原理と利用
技術）

情報シス
テム

最近、ますます高速化・高機能
化しているモデムの基本的な原
理と利用技術を習得

一般 ※ ¥5,500

パソコン通信（Ｂ
ＢＳホスト局編）

情報シス
テム

パソコン通信による企業内ネッ
トワークの構築とホストシステ
ムを実際に構築し、その考え方
と運用方法について習得

一般 ※ ¥5,500

数式処理ソフトに
よるデータ加工

情報シス
テム

数値計算ではなく、数式のまま
で計算する方法を習得　①数値
処理と数式処理　②グラフィッ
ク　③数式処理によるプログラ
ミング　④外部データの入出力

一般 ※ ¥4,500

スペクトル分析法 情報シス
テム

アルゴリズムを作成し、スペク
トル解析法を理解する　①高速
フーリエ分析　②ケプストラム
分析　③線形予測分析　④スペ
クトル分析例実習

一般 ※ ¥4,500

ニューロコン
ピューティング

情報シス
テム

非数値的な情報の認識方法を理
解する　①ニューロシステム
②ＮＮの学習機能　③アルゴリ
ズム　④システム構築と実習

一般 ※ ¥4,500

Ｃ言語（数値計算
とグラフィック
ス）

情報シス
テム

Ｃ言語を用いて工学系の数値計
算の方法と基本的なコンピュー
タグラフィックスプログラミン
グを習得

一般 ※ ¥5,500

パソコン操作基礎
（周辺機器活用技
術）

情報シス
テム

パソコン周辺機器の接続及び環
境設定等システムの管理技術と
その活用方法を習得

一般 ※ ¥5,500

気象データとその
活用法

情報シス
テム

気象予報の現状を学び、天気図
などの気象データの見方とイン
ターネットを利用した気象情報
の活用方法を習得

一般 ※ ¥5,000

ＶＢによるＡＰ開
発

情報シス
テム

VisualBasicを用いたWindowsア
プリケーションの作成を行う。

一般 ※ ¥4,500

ＣＡＤ入門 電気・電
子系

ＣＡＤによる機械製図の描き方
を体験・実習

市民一
般（社
会人）

25 5800

コンピュータリテ
ラシー教養講座
「初級シスアドを
目指して」

情報シス
テム

資格取得を視野に入れたＩＴ教
養講座

市民一
般

15 5800

青森職業能力開
発短期大学校
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＜平成１３・１４年度　実施公開講座一覧＞

機関名 講座名・セミナー 分野・内容 テーマ・概要 対象者 募集人数 費用等
八戸工業高等専
門学校

リナックス活用講
座

パソコン フリーのＯＳであるリナックス
のインストールからリナックス
上の応用ソフトウエアの活用

市民一
般（社
会人）

10 5800

青森中央経理専
門学校

公開講座 パソコン ホームページ作成講座 一般社
会人

40 0

かんたんソーイン
グ講座

洋裁 簡単な洋服作り、ワンピース、
スカート

一般・
中高校
生

20 0

かんたんソーイン
グ講座

洋裁 簡単小物作り、こぎん、コー
サージ、帽子

一般・
中高校
生

20 0

東北栄養専門学
校

手作り手前味噌 料理 自家製味噌造り 一般 30 0

東北コンピュー
タ専門学校

委託訓練一般事務
科

一般事務 簿記・秘書・パソコン・表計算
技能の訓練と各種検定対策

離・転
職者

20 8000

弘前ホスピタリ
ティーアカデ
ミー

城東学園公開講座 ※ ※ 一般 40 1000

青森中央文化専
門学校
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＜連携公開講座一覧＞

機関名 講座名 連携先機関名 講座内容 費用負担
「郷土の歴史～縄文、
古代そして南部氏～」

五戸町教育委員会 ※ ※

「２１世紀に生きる、
心の豊かさを求めて」

浪岡町教育委員会 ※ ※

「文化の伝承とあゆ 青森市教育委員会 ※ ※

「明日の教育を考え 三沢市教育委員会 ※ ※

「パソコン道場～パソ
コンの達人への道～」

大畑町教育委員会 ※ ※

「生活の豊かさを求め
て」

鶴田町教育委員会 ※ ※

「生活の豊かさを求め
て」

木造町教育委員会 ※ ※

「八戸市民大学講座」 八戸市教育委員会 ※ ※

弘前学院大学 弘前学院大学公開講座 相馬中学校・青森第一
高等養護学校・岩木高
校

２，専門的内容 １，市町村負担

パソコン教室 八戸インテリジェント
プラザ

２，専門的内容

パソコン教室 階上町 ２，専門的内容 １，市町村負担

パソコン体験学習 百石町 １，一般的内容 １，市町村負担

教育社会学 百石町 ２，専門的内容 １，市町村負担

八戸工業大学公開講座 県民カレッジ ３，一般・専門的
内容

２，貴機関負担

八戸工業大学公開講座 八戸市　八戸市教育委
員会

３，一般・専門的
内容

２，貴機関負担

八戸工業大学公開講座
「青森のうみ、かわ、
みなと」

むつ市、深浦町、八戸
市

３，一般・専門的
内容

２，貴機関負担

北里大学公開講座 十和田市 ３，一般・専門的
内容

１，市町村負担

北里大学技術講習会 十和田市 ２，専門的内容 １，市町村負担

夏休み短期体験学習 十和田市東公民館 ２，専門的内容 １，市町村負担

光星学院八戸短期
大学

八戸市�盟大学 八戸市　八戸市教育委
員会

１，一般的内容 １，市町村負担

「あみもの・手芸」 鶴田町公民館 ３，一般・専門的
内容

１，市町村負担

「あみもの・手芸」 稲垣村公民館 ３，一般・専門的
内容

１，市町村負担

「おしゃれ編」 市働く婦人の家 ３，一般・専門的
内容

※

東北コンピュータ
専門学校

委託訓練一般事務科 雇用・能力開発機構 ２，専門的内容 ※

弘前ホスピタリ
ティーアカデミー

城東学園公開講座 青森県教育委員会 １，一般的内容 １，市町村負担

夏休み・土曜日専修学
校体験学習

文部科学省 ２，専門的内容 ２，貴機関負担

ＥＣビジネス講座 青森商工会議所 ２，専門的内容 １，商工会議所負
担

委託訓練一般事務科 雇用・能力開発機構 ２，専門的内容 １，雇用・能力開
発機構負担

夏休み・土曜日専修学
校体験学習

文部科学省 ２，専門的内容 ※

あすなろ尚学院 青森県総合社会教育セ
ンター

２，専門的内容 １，市町村負担

中学校技術家庭科実技
講座

青森県総合学校教育セ
ンター

２，専門的内容 １，市町村負担

委託訓練介護福祉サー
ビス

雇用・能力開発機構 ２，専門的内容 １，雇用・能力開
発機構負担

五所川原あみもの
服飾専門学校

青森中央経理専門
学校

青森中央文化専門
学校

弘前大学

八戸大学

八戸工業大学

北里大学獣医畜産
学部
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＜取得可能資格一覧＞

機関名 資格名 資格取得条件
学士（経営経済学）在籍４年、修得単位数１２４単位、累積ＧＰＡ２００以上

各種単位 科目等履修生として必要単位を修得

青森大学 教育職員免許 教員養成課程の単位取得

弘前学院大学 各種単位 科目等履修生として必要単位を修得

日商簿記１級 単位取得対象の授業科目と課外講座とする資格関連講座の受講

日商簿記２級 単位取得対象の授業科目と課外講座とする資格関連講座の受講

ＴＯＥＩＣ講座 単位取得対象の授業科目と課外講座とする資格関連講座の受講

ＴＯＥＦＬ講座 単位取得対象の授業科目と課外講座とする資格関連講座の受講

システムアドミニス
トレータ

単位取得対象の授業科目と課外講座とする資格関連講座の受講

八戸工業大学 教育職員免許 必要な単位取得

博士（獣医学） 研究年数（在籍年数）所定の試験

博士（農学） 研究年数（在籍年数）所定の試験

家畜人工授精師 講習会出席　所定の試験

学芸員 科目等履修生として必要単位を修得

青森明の星短期大
学

臨床心理士 該当講座を受講

教職資格 該当科目の単位取得

司書 該当科目の単位取得

光星学院八戸短期
大学

簿記３級 必修単位の修得

八戸調理師専門学
校

調理師 学校卒業

日本語ワープロ 特になし

英文ワープロ 特になし

表計算 特になし

簿記 特になし

秘書 特になし

専門士 就業２年以上、総授業時数１７００時間以上、成績評価に基づ
いて認定

准教員認定 就業２年以上、総授業時数１７００時間以上、成績評価に基づ
いて認定

ＭＯＵＳ試験 実技試験合格

簿記 筆記試験合格

ワープロ 筆記・実技試験両方に合格

秘書 筆記試験合格

専門士 就業２年以上、総授業時数１７００時間以上、成績評価に基づ
いて認定

准教員認定 就業２年以上、２０時間の所定の履修講座により認定

ファッションビジネ
ス

ファッションビジネス技術検定試験（筆記）

パターンメーキング
２級

パターンメーキング筆記・実技試験

ファッション販売２
級

ファッション販売技術認定試験（筆記）

洋裁技術検定 初級・中級・上級筆記試験

介護福祉ヘルパー２
級

介護福祉サービス科１ヶ月半コース　受講者に授与

秘書３級 秘書試験合格

簿記２級・３級 ※

ワープロ１～３級 ※

表計算１～３級 ※

青森公立大学

八戸大学

北里大学獣医畜産
学部

青森短期大学

東北コンピュータ
専門学校

青森中央経理専門
学校

青森中央文化専門
学校

東北経理専門学校
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＜生涯学習推進組織一覧＞

機関名 組織の名称 構成員の人数 会議等開催日数 主な活動内容
青森中央学院大
学

地域社会活動委
員会

教授＝１，助
教授＝１，専
任講師＝４、
事務担当者＝
１

月１回＋α ①公開講座の企画運営　②留学生交
流事業の企画運営（他委員会と連
携）

弘前学院大学 公開講座委員会 委員長＝１，
事務局長＝
１、委員＝
３、事務担当
者＝２

年８回程度 大学公開講座の企画・運営　開放講
義の募集・企画

八戸大学 八戸大学総合研
究所

所長＝１，専
任＝１，運営
委員＝５、事
務担当＝３

年９回（Ｈ１３） ・地域の生涯学習支援として公開講
座を開催している。また、地域の公
民館を利用しての出前講座の実施や
地域コミュニティの支援として「八
戸ＩＴコミュニティ」を設立し、研
修会を実施している。その他、ぱそ
こん教室や簿記講座等を実施するこ
とにより、地域社会の教育・学習活
動に寄与している。　・地域研究と
して地域産業に係る受託調査を実施
するとともに研究所独自の研究とし
て「地域振興」「産業活性化」等を
テーマにした報告書をまとめてい
る。　・研究所紀要である「産業文
化研究」を年１回作成

八戸工業大学 教務委員会 教員＝１０，
職員＝２

月１回 教育全般

北里大学獣医畜
産学部

生涯学習委員会 教授＝３，助
教授＝２，講
師＝１，事務
担当者＝３

年６回 公開講座等の企画・運営

青森明の星短期
大学

明の星学園生涯
学習センター

所長＝１，副
所長＝１、事
務担当者＝２

学内企画委員会年
２回、所内会議週
１回

①教養系一般公開講座　②音楽療法
系講座　③カウンセリング系講座
④言語系講座　⑤幼児・小学生対象
英会話講座　⑥子供の造形講座

弘前福祉短期大
学

公開講座委員会 学長＝１、助
教授＝１、講
師＝１，事務
担当者＝２

年２回　その他拡
大委員会１回

※

光星学院八戸短
期大学

教育研究委員会 教員＝６，事
務員＝１

年４回程度 学内外の教育体制に関する協議、取
りまとめ、事業運営の中核的機関

青森職業能力開
発短期大学校

在職者訓練等委
員会

部長＝１，課
長＝１，教員
＝４，事務担
当者＝１　合
計７名

月１回 １，在職者訓練　２，事業内援助
３，国際協力　４，公開講座及び施
設開放

林学園 林料理学校 校長＝１，教
員＝２

随時 食文化・健康（食事に関する）　調
理方法等々をなるべく実習を通して
広く啓蒙する。
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＜開放施設一覧＞

機関名 施設名 開放期間 対象者 費用等
青森大学 実験室、コン

ピュータ室、図書
館、体育館

通年 無 実費（校内基準）

青森公立大学 図書館 休館日以外 一般（身分証明
が必要

無

青森中央学院大学 学校施設全般 未使用時 一般　公的試験
団体　各種団体

実費（校内基準）

弘前大学 図書館・体育施設
など

通年 一般 実費（校内基準）

弘前大学医療技術短期
大学部

弘前大学付属図書
館医療技術短期大
学部分室

通年 一般 無

八戸大学 総合研究所 未使用時 一般市民（社会
人）

※

八戸工業大学 学校施設全般 通年 一般 実費（校内基準）

弘前学院大学 図書館 開館日 開放講義受講者 無

青森明の星短期大学 生涯学習センター 年間を通して 社会人　教育団
体

原則として無料

青森短期大学 図書館 休業等以外の期
間

一般社会人（研
究者に準ずる）

無

東北女子短期大学 図書館 休祭日以外 一般・学生 無

光星学院八戸短期大学 図書館 通年 一般市民等 無

青森職業能力開発短期
大学校

学校 夜間　土・日 社会人 実費（校内基準）

図書館 休業等以外の期
間

調査研究を目的
とした者

無

体育施設・教室・
合併教室

通年 市民一般等 一時使用料

青森中央経理専門学校 学校施設全般 通年 ※ ※

青森中央文化専門学校 学校施設全般 通年 ※ ※

青森調理師専門学校 調理実習室 通年 一般 半日26.000円

青森県ヘアアーチスト
専門学校

会議室、教室、実
習室

未使用時 ※ 無

東北栄養専門学校 図書室 休祭日以外 一般・学生 無

八戸理容美容専門学校 学校 １週間前後 中学生～一般 無

八戸調理師専門学校 学校 随時 ※ ※

八戸看護専門学校 図書室 随時 実習施設の看護
師等

無

八戸工業高等専門学校
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行政・社会教育機関と高等教育機関との連携による

体系的・継続的な学習支援の在り方に関する調査

青森県総合社会教育センター

ご協力のお願い

青森県総合社会教育センターは、社会教育の充実と県民の生涯学習

の進展に資することを目的に設置された、青森県教育委員会の機関で

す。

平成１２年度に実施された国勢調査の第２次基本集計結果を見ます

と、青森県における高等教育修了者の割合は13.9％となっています。

１０年前と比較するとその割合は2.5倍に増え、本県も高学歴化が着実

に進んでいることが窺えます。また、高度情報化時代の突入、高齢社

会の進展、雇用情勢の悪化など、多様化・複雑化する社会の中におい

て、常に新しい知識・技術を身につけなければならないと強く感じて

いる人々が増えているものと考えられます。平成１０年の生涯学習審

議会答申「社会の変化に対応した今後の社会教育行政の在り方につい

て」の中では、人々の高度化した学習ニーズに対応するためには、大

学等の高等教育機関と社会教育機関との連携が不可欠であり、今後は

連携を積極的に進めていく必要があると言及しています。

県では、県民の高度で専門的な学習ニーズに応えられるよう更なる

環境整備を進めていく必要性を強く感じているところであります。そ

こで、県内の高等教育機関における社会人の受入れ体制の進捗状況及

び今後の連携の在り方に関して調査を実施し、行政・社会教育機関と

高等教育機関との連携による体系的・継続的な学習支援のための基礎

資料を得たいと考えております。また、この調査結果を県民2000人に

対する学習ニーズアンケート調査の企画に利用させていただく予定で

おります。

お忙しいとは存じますが、趣旨をご理解のうえ、なにとぞご協力く

ださいますようお願いいたします。なお、この調査の集計結果につい

ては報告書にまとめ、ご報告いたします。

＜高等教育機関調査票＞
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機関名 部署名

記入者役職名 記入者氏名

※記入内容に関しての問い合わせ先を確認する意図で記名していただくもので、

このことにより機関名や個人名を外部に漏洩することは一切ありません。

●記入上のお願い

１ この調査は大学・短大（国公立の大学校を含む ・高等専門学校・専修）

（ ） 。 、学校 専門課程設置校のみ を対象としています すべての質問について

貴機関のご意見・ご回答としてご記入ください （記入する方個人として。

のご意見・ご回答をお聞きするものではありません ）。

２ 原則として平成１４年９月１日現在の状況を記入してください。

お答えは問１から順に、質問ごとに選択肢の中から、あてはまる番号を○

。「 」 「 」 、印で囲んでください その他 にあてはまる場合や → がある場合は

（ ）内に具体的な内容を記入してください。か

３ 記入は黒または青のボールペンか鉛筆でお願いします。

●返送についてのお願い

１０月４日(金)記入した調査用紙を返信用封筒に入れて、

までに投函してくださるようお願いいたします。

※この調査の調査用紙は、ご希望があればメールで送信いたしますので、下記のア

ドレスに貴機関のアドレスと希望するデータ形式（一太郎、ワードなど）を送信し

てください。その場合の回答は電子メールで結構です。

この調査に対する質問や不明な点がありましたら下記までお問い合せください。●

お問合せ先

〒 青森市大字荒川字藤戸１１９－７030-0111

青森県総合社会教育センター 研究開発課

017-739-1251 017-739-1279Tel fax

mail:alis47@net.pref.aomori.jp

＜高等教育機関調査票＞
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＜高等教育機関調査票＞

Ⅰ 公開講座などについて

（専門・専修学校においては、正規の学生を問１ 平成１３年度に実施した公開講座など

について、下記の表にご記入除く社会人を対象とした講習会・セミナー。以下同様）

ください。記入欄が不足の場合は、コピー等により対応してください。

実施していない場合は、ｐ８Ⅱ問１へ進んでください。

※資料がございましたら、その資料を記入に代えて添付していただいても結構です。
（当センターに関係資料を配布済みである場合は、ご面倒でも再度その資料を添付
していただけるようお願いいたします ）また、電子データをメールにて送信してい。
ただいても結構です。

講座名 テーマ・概要 対象者 募集人員 費用等 時間×日数

例 ） ○ ○ 大 医療におけるイン 医師・その他 ７人 円 ４ｈ×３ｄ6,500
学 リ カ レ ン ターネットの活用 医療従事者
ト教育講座
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＜高等教育機関調査票＞

問２ 社会人を対象とした公開講座に関して、ａ～ｄについてお答えください。
（○はそれぞれ１つずつ）

１ ２ ３ ４ ５

ま や ど あ ま
っ や ち ま っ
た そ ら り た
く う と そ く
そ 思 も う そ
う う い 思 う
思 え わ 思
う な な わ

い い な
い

ａ 研究成果を地域に還元できたと思う １ ２ ３ ４ ５

ｂ 教職員の資質向上につながったと思う １ ２ ３ ４ ５

ｃ 学校のピーアールにつながったと思う １ ２ ３ ４ ５

ｄ 地域・住民を知るよい機会となったと思う １ ２ ３ ４ ５

問３ 社会人を対象とした公開講座の運営方法及びその内容に関して、ａ～ｅについて、
お答えください。実施している場合は［○］実施していない場合は［×］を実施の
有無の欄に記入し、１～５［実施していないものは１～３］について、今後の予定を
お知らせください。 （○はそれぞれ１つだけ）

今 後 の 予 定

実
施 １ ２ ３ ４ ５
の
有 拡 拡 現 縮 縮
無 充 充 状 小 小
す し の ・ ・

（

有 る た ま 廃 廃
い ま 止 止

：

○ で し す
／ よ た る
無 い い：

×）

ａ 移動公開講座 １ ２ ３ ４ ５

ｂ 外部の求めに応じた講師の派遣 １ ２ ３ ４ ５

ｃ 学術性の高い講座 １ ２ ３ ４ ５

ｄ 職業能力開発に関する講座 １ ２ ３ ４ ５

ｅ 一般教養・スポーツなどの講座 １ ２ ３ ４ ５
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＜高等教育機関調査票＞

問４ より多くの県民に対して公開講座などの学習機会の場を提供し、効果的に運営して
いくためには、どのような方策が必要であると思いますか （自由記述）。

問５ 公開講座を効果的に運営していくためには、行政・社会教育機関と連携する必要が
あると思いますか （○は１つだけ）。

必要がある 必要がない わからない1 2 3

＜その理由についてお書きください。その後、次の問６へ進んでください。＞

問６ ３ページⅠ問１でお答えいただいた公開講座のうち、市町村や高等教育機関等の他
機関と連携して実施した公開講座などはありますか （○は１つだけ）。

ある ない1 2

＜その理由についてお書きください。その後、ｐ８Ⅱ問１へ進んでください。＞
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問７ 他の機関と連携して実施している公開講座など（専門・専修学校においては、社会
人を対象とした講習会・セミナー ）の概要について、下の表にご記入ください。。
※記入欄が不足の場合は、コピー等により対応してください。

講座名 連携先機関名 講座内容 ※市町村主催講座
市町村・学校名 の場合講師謝礼等（ ）

費用負担

１ 一般的内容 １ 市町村負担
２ 貴機関負担

２ 専門的内容 ３ 両者折半

１ 一般的内容 １ 市町村負担
２ 貴機関負担

２ 専門的内容 ３ 両者折半

１ 一般的内容 １ 市町村負担
２ 貴機関負担

２ 専門的内容 ３ 両者折半

１ 一般的内容 １ 市町村負担
２ 貴機関負担

２ 専門的内容 ３ 両者折半

１ 一般的内容 １ 市町村負担
２ 貴機関負担

２ 専門的内容 ３ 両者折半

１ 一般的内容 １ 市町村負担
２ 貴機関負担

２ 専門的内容 ３ 両者折半

１ 一般的内容 １ 市町村負担
２ 貴機関負担

２ 専門的内容 ３ 両者折半

１ 一般的内容 １ 市町村負担
２ 貴機関負担

２ 専門的内容 ３ 両者折半

１ 一般的内容 １ 市町村負担
２ 貴機関負担

２ 専門的内容 ３ 両者折半

１ 一般的内容 １ 市町村負担
２ 貴機関負担

２ 専門的内容 ３ 両者折半

１ 一般的内容 １ 市町村負担
２ 貴機関負担

２ 専門的内容 ３ 両者折半

１ 一般的内容 １ 市町村負担
２ 貴機関負担

２ 専門的内容 ３ 両者折半

１ 一般的内容 １ 市町村負担
２ 貴機関負担

２ 専門的内容 ３ 両者折半
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問８ 他の機関と連携して公開講座を実施したことにより、どのような点で効果があった
と思いますか、ａ～ｇについてお答えください （○はそれぞれ１つだけ）。

１ ２ ３ ４ ５

大 効 ど あ 効
変 果 ち ま 果
効 が ら り が
果 あ と 効 な
が っ も 果 か
あ た い が っ
っ と え な た
た 思 な か と
と う い っ 思
思 た う
う と

思
う

ａ 参加者の増加 １ ２ ３ ４ ５

ｂ 経費の節約 １ ２ ３ ４ ５

ｃ 会場・設備などの準備・利用 １ ２ ３ ４ ５

ｄ 学校のピーアール効果 １ ２ ３ ４ ５

ｅ 講座内容の質的向上 １ ２ ３ ４ ５

ｆ 教職員の生涯学習推進に対する意識の高揚 １ ２ ３ ４ ５

ｇ 事業の効率的な運営 １ ２ ３ ４ ５

問９ 他の機関と連携した公開講座を実施する上での問題点・課題をどのようにお考え
ですか （自由記述）。

問１０ 他の機関と連携した公開講座を実施する上での問題点・課題を克服するために
は、貴機関では、どのような方策が必要であると思いますか （自由記述）。
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Ⅱ 社会人の受入れ体制について

問１ 社会人受入れを実施していますか （○は１つだけ）。
※一度学校を卒業した方々で自分の教養を深めるためや、職業能力を向上させるため
に再度学校で学習したいと考えている方々を「社会人」と考えてください。
以下の設問に関しても同様にお考えください。

実施している 実施する予定である ３ 実施していない1 2

ｐ９問３へ進み、予定としてお答えください。

＜その理由についてお書きください。その後、ｐ１１Ⅲ問１へ進んでください。＞

問２ 貴機関が実施している社会人受入れ制度に関して○を付けてください。また、その

制度による社会人学生数と１学年あたりの社会人学生数の割合（小数点第１位まで）

を数値でご記入ください。

※資料がございましたら、その資料を添付していただいても結構です。電子データを

メールにて送信していただいても結構です。

社会人学生数（人） 割合（％）

社会人特別入学制度1

科目等履修生制度2

一般選抜試験の中で3

研究生4

聴講生5

大学院生6

その他（ ）7
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問３ 社会人受入れ制度の導入にあたって、重視したことは何ですか。ａ～ｈについて
お答えください。その他がある場合は （ ）の中に直接お書きください。、
（○はそれぞれ１つずつ）

１ ２ ３ ４ ５

か ま ど あ ま
な あ ち ま っ
り ま ら り た
重 あ と 重 く
視 重 も 視 重
し 視 い し 視
た し え な し
た な か な
い っ か
た っ
た

ａ 地域社会からの要望 １ ２ ３ ４ ５

ｂ 一般学生に対する刺激 １ ２ ３ ４ ５

ｃ 教職員に対する刺激 １ ２ ３ ４ ５

ｄ 経営基盤の強化 １ ２ ３ ４ ５

ｅ 社会人の生涯学習の推進 １ ２ ３ ４ ５

ｆ 各種答申（中教審・臨教審等）にある指摘 １ ２ ３ ４ ５

ｇ 地域社会に対する貢献 １ ２ ３ ４ ５

ｈ その他 １ ２ ３ ４ ５（ ）

問４ 貴機関では、社会人を受入れることによって、どのような効果を得ることができま
したか （自由記述）。



- 127 -

＜高等教育機関調査票＞

問５ 貴機関が、社会人の受入れに関して、行政・社会教育機関に望むことは何ですか。
（重要と思うものに○を１つまで）

社会人受入れに関する情報提供の協力1
会場や施設・設備の利用に関する手続きの簡素化2
企業や事業所に対する啓発活動3
連携調整機関（協議会、連合体など）の設置4
その他（具体的にお書き下さい）5

問６ 社会人の受入れに対する教職員の意識についてお答えください （○は１つだけ）。

社会人受入れに関して積極的である1
社会人受入れに関して協力的である2
社会人受入れに関して消極的である。3
その他（具体的にお書きください）4

問７ 貴機関において、正規入学以外の形（聴講生・研究生など）で受入れた社会人が
取得可能な資格（学位等も含む）及び資格取得条件を教えてください。
※資料がございましたら、その資料を添付していただいても結構です。電子データを
メールにて送信していただいても結構です。

資格名 資格取得条件
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問８ 社会人が資格を修得しやすくするための環境整備の在り方について、ａ～ｅについ
てお答えください。実施している場合は［○］実施していない場合は［×］を実施の
有無の欄に記入し、１～５［実施していないものは１～３］について、今後の予定を
お知らせください。 （○はそれぞれ１つだけ）

今 後 の 予 定

実
施 １ ２ ３ ４ ５
の
有 拡 拡 現 縮 縮
無 充 充 状 小 小
す し の ・ ・

（

有 る た ま 廃 廃
い ま 止 止

：
○ で し す
／ よ た る
無 い い：

×）

ａ 短期間で資格修得できる社会人用の １ ２ ３ ４ ５
カリキュラム

ｂ 昼と夜のどちらも開講している昼夜 １ ２ ３ ４ ５
開講制度

ｃ 社会人用講義の週末開催 １ ２ ３ ４ ５

ｄ 教育訓練給付制度対象の講座 １ ２ ３ ４ ５

ｅ 企業や事業所に対する広報活動 １ ２ ３ ４ ５

ｆ 社会人を対象とした奨学金制度 １ ２ ３ ４ ５

Ⅲ 単位互換制度について

問１ 貴機関では、他の機関と単位互換制度を実施していますか （○は１つだけ）。

実施している 実施していない1 2
実施する予定である3

＜その理由についてお書きください。その後、ｐ１２Ⅳ問１へ進んでください。＞
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問２ 多くの社会人を受入れるためには、各高等教育機関で取得できる単位を他の高等教
育機関でも活用できるシステムを整備した方がよいと思いますか （○は１つだけ）。

整備するべき 整備の必要はない ３ わからない1 2

＜その理由についてお書きください。その後、ｐ１２Ⅳ問１へ進んでください。＞

問３ 単位互換制度に関しての課題・問題点がありましたら、ご記入ください。
（自由記述）

Ⅳ 生涯学習推進組織について

問１ 貴機関で設置している生涯学習推進のための組織について、設置しているものに○を付けてくださ

い。また、その組織の職員数を専任と兼任に分けてご記入ください （○はいくつでも）。

「生涯学習推進（仮称）センター」のような組織 専任（ ）兼務（ ）1

委員会 専任（ ）兼務（ ）2

その他（名称： ） 専任（ ）兼務（ ）3

組織はない4

＜その理由についてお書きください。その後、ｐ１４Ⅴ問１へ進んでください。＞
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問２ 貴機関の生涯学習推進組織は、現在の体制で十分であるとお考えですか。
（○は１つだけ）

拡充したい ２ 十分である ３ 不足している ４ わからない1

問３ 上記の問２でお答えになった理由についてお書きください。また、問題点・課題等
がありましたら、それについてもお書きください。
（自由記述）

問４ ｐ１２問１でお答えになった組織の概要について、ご記入ください。

組織の名称

構成員の人数等
（例）学長＝１
教授＝５
事務担当者＝２
合計８名

会議等開催日数
（例）年２回、月１
回など

主な活動内容
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Ⅴ 施設の開放について

問１ 地域に開かれた高等教育機関として施設を開放することが言われています。地域住
民に貴機関の施設（センター・図書館・研究施設等）を開放していますか。
（○は１つだけ）

開放している 開放する予定はない1 2
開放する予定である3

＜その理由についてお書きください。その後、ｐ１４Ⅵ問１へ進んでください。＞

問２ 開放している又は、開放する予定の施設を教えてください。

施 設 名 開放期間 対象者 費用等

問３ 開放するにあたっての課題・問題点をご記入ください。

Ⅵ 情報提供について

問１ 貴機関では、社会人受入れ制度や公開講座の広報を主にどのような方法で行って
。 。（ ）いますか それぞれについて実施している方法をお答えください ○はいくつでも

社受 公開 社受：社会人受入れ制度 公開：公開講座

市町村の広報誌1 1
チラシ・ポスター・パンフレット2 2
県の広報誌3 3
新聞4 4
一般雑誌・専門誌5 5
テレビ・ラジオ6 6
貴校のホームページ7 7
県のホームページ8 8
ありすネット・学遊トピアあおもり9 9
その他（ ）10 10
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「ありすネット」についてお聞きします。ありすネットは、青森県総合社会教育センタ
。 、ーがインターネットで提供している生涯学習機会情報の検索システムです アドレスは

です。http://alis.net.pref.aomori.jp/koukai/doc/

問２ 「ありすネット」において、社会人を対象とした学習機会情報（学習分野や内容及
びそのレベルなど）を体系的に提供するシステムを検討していますが、貴機関では、
このような情報提供システムに参加したいと思いますか （○は１つだけ）。

ぜひ参加したい 現段階では参加する予定はない1 4
参加を検討したい 参加しない2 5
わからない 社会人対象の情報はない3 6

＜その理由についてお書きください。＞

問３ その他「ありすネット」についてのご意見・ご要望等があればお書きください。

Ⅶ あおもり県民カレッジについて

（ あおもり県民カレッジ」は、県民の生涯学習をサポートするため、県内の高等教育「
機関を始め、県内の生涯学習提供機関と連携しながら、県内の生涯学習機会情報を体
系的に提供しています。学習活動１時間あたり１単位とし、合計１５０単位で卒業証
書を交付しています。また、再入学もできます ）。

問１ 「あおもり県民カレッジ」では、連携高等教育機関が実施している一部の学習機会
情報を県民へ提供したり、公開講座まつり等のイベントを行ったりしていますが、
このことについてご存じですか。
（○は１つだけ）

知っている 知らない1 2

問２ 県民の学習ニーズに対応するため、貴機関は、今後も県民カレッジと連携事業を行
う必要があると思いますか （○は１つだけ）。

必要がある 必要がない わからない1 2 3

＜その理由についてお書きください。その後、ｐ１６Ⅷへ進んでください。＞
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問３ 県民カレッジのシステムや事業について、問題点・課題、その他お気づきの点が
ありましたらお書きください （自由記述）。

Ⅷ 自由記述

このアンケート内容の全般的なことに関して、何かご意見がございましたらご自由に
お書きください。

ご協力ありがとうございました。
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生涯学習に関する県民ニーズ調査
－ －知りたいことを気軽に学べる環境づくりを目指して

青森県総合社会教育センター

ご協力のお願い

青森県総合社会教育センターは、社会教育の充実振興と県民の生涯学習

を支援することを目的に設置された、青森県教育委員会の研究・研修機関

です。

この調査は、ますます豊かでうるおいのある生活を送るために、

、みなさんが気軽に学べる環境づくりをどのように進めればよいのか

その基礎資料を得ることを目的に行うものです。

この調査は無記名で、すべてまとめて集計しますので、あなたの回答が

外部に漏れたり、ご迷惑のかかることは決してありません。

記入に多少お時間をいただくことになりますが、あなたの貴重なご意見

をぜひお聞かせくださいますようお願いいたします。

なお、この調査の結果については報告書にまとめ、来年の６月までにお

、 。 、近くの公民館などに配布しますので ご自由にご覧いただけます また

来年の５月には当センターのホームページ（ でも本http://alis.net.pref.aomori.jp/）

調査の結果をご覧いただけます。

裏面に「記入上のお願い」があります。

＜一般県民調査票＞
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●この調査の対象者について

この調査の対象者は、公職選挙法第２９条に基づき、選挙人名簿から県内に

居住する２０歳以上の方々を無作為に選ばせていただきました。

※公職選挙法では、自治体等が公の利益として還元されることを目的としてアンケート

調査を行う場合、選挙人名簿を閲覧し、筆記による抽出が認められております。

●記入上のお願い

１ この調査は、必ず宛名のご本人が回答してください。

２ 回答は同封の に直接ご記入ください。「調査用紙」

３ 質問により、番号に○をつけていただく選択肢の数が異なりま

すのでご注意ください。選択肢の中の「その他」を選ばれた方は、

があるところだけ、直接その内容をお書きください。

●返送についてのお願い

１２月１５日(日)「調査用紙」のみを返信用封筒（切手不要）に入れて、

までに投函してくださるようお願いいたします。なお、差出人は で無記名

構いません。

●この調査に対する質問や不明な点がありましたら下記まで

お問い合わせください。

〒 青森市大字荒川字藤戸１１９－７030-0111

青森県総合社会教育センター 研究開発課

017-739-1251Tel

＜一般県民調査票＞
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Ⅰ はじめに

。 。問１ あなた自身のことについておたずねします に直接記入してくださいこの用紙

（１）性別について（当てはまる番号に○を）

男 女1 2

（２）あなたの満年齢について（今日現在）

※満年齢を記入してください。歳

（３）あなたが住んでいる市町村名を記入してください。

（４）あなたの家族について

①あなたと同居されている家族の人数を記入してください

※自分を含めた人数を記入してください。人

②あなたと同居されている家族構成について（当てはまる番号に○をいくつでも）

一人暮らし 配偶者と 子供や孫と1 2 3

父母と（義父母を含む） 親戚と その他4 5 6
しんせき

（５）あなたの仕事について①職業形態と②職業分類の両方にお答えください。

①職業形態（主なものに○を１つ）

自営業 家族従事者 給与所得者1 2 3
専業主婦（夫） パートタイマー・アルバイト・嘱託など4 5
学生 無職 その他6 7 8

※家族従事者とは、家業を継続的に手伝っている人です。

②職業分類（当てはまる場合のみ○を１つだけ）

農業・林業・漁業 技能工・生産業1 6
専門的・技術的職業 保安職業2 7
管理的職業 サービス業3 8
販売業 事務業4 9

（下記に直接職業を書いてください）5 10運輸・通信業 その他

＜一般県民調査票＞
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（６）あなたの最終学歴についてお答えください （主なもの○を１つだけ）。

中学校（高等小学校等） 短期大学1 6
職業能力開発訓練校 大学（旧制高校・師範学校等）2 7
高等学校 大学院3 8（旧制中学校・高等女学校等）

高等専門学校・専修・専門学校 放送大学4 9
県内の大学校 その他5 10

※県内の大学校とは、青森県営農大学校、青森県農業大学校、青森職業能力開発短期大学校です。

Ⅱ 学習活動について

とは、「学習活動」
この調査では、一人一人が、自分の人生を豊かにするために、自分の見聞を広め

たり、技術を向上させたりするために行う活動を「学習活動」としています。

例えば、自分から進んで行う学習、趣味やおけいこ、スポーツ活動、文化活動、

ボランティア活動、大学や専門学校での公開講座やセミナー、公民館などでの学級

や講演会に参加することが「学習活動」にあたります。

問２ あなたは自分の人生を豊かにするために、こんな技術をもっと身につけたい、

こんなことをもっと知りたいと感じることがありますか。

（当てはまる番号に○を１つだけ）

強く感じている あまり感じていない1 3
やや感じている まったく感じていない2 4

問３ あなたが「学習活動」に使える時間が多いのは何曜日ですか。

（３つまで選んで○をつけてください）

月曜日 木曜日 日曜日1 4 7
火曜日 金曜日 決まっていない2 5 8
水曜日 土曜日 ほとんどない3 6 9

問４ あなたが「学習活動」に使えることが多い時間帯は、いつですか。

（主なものに○を１つだけ）

午前中 ほぼ一日中1 4
昼から夕方（６時頃まで） 決まっていない2 5
夕方以降（６時以降） その他3 6

＜一般県民調査票＞
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＜一般県民調査票＞

問５ あなたは、この１年間に「学習活動」をしましたか。

（当てはまる番号に○を１つだけ）

した したかったが、できなかった しなかった1 2 3

問６ または と「２ したかったが、できなかった」 「３ しなかった」

答えた方にお聞きします。それは、どのような理由からですか。

（１）～（４）すべてにお答えください。

時間について＜ 一つだけ＞（１） 主なものに○を

仕事が忙しくて時間がなかった 介護で時間がとれなかった1 4
時間があったが、しようと思わなかった2 5家事で時間がとれなかった

育児で時間がとれなかった その他3 6

活動について＜ ＞（２） 当てはまる番号に○をいくつでも

開催時間があわなかった 一緒に行う仲間がいなかった1 5
希望する内容の活動がなかった 健康上の理由で活動できなかった2 6
費用がかかりすぎる 必要性を感じなかった3 7

その他4 8身近に利用できる施設がなかった

理解や協力について＜ ＞（３） 主なものに○を一つだけ

家族の理解や協力が得られなかった1
職場の理解や協力が得られなかった2
その他3

情報について＜ ＞（４） 当てはまる番号に○をいくつでも

必要な情報が入らなかった 相談窓口がわからなかった1 3
情報の入手先がわからなかった その他2 4

（問７～問１２は回答しないでください）☆お答えになったら問１３へ。

問７ 問５で「１ した」と答えた方に理由をお聞きします。あなたが

「学習活動」を行なった目的は何ですか。

（当てはまる番号に○をいくつでも）

仕事上で必要だから 知識・教養を身につけるため1 5
健康・体力づくりとして 日常生活をよりよくする2 6

（下記にお書きください）3 7友人や仲間づくりのため その他

地域・社会に貢献するため4
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問８ あなたが行なった「学習活動」の内容についてお答えください。

（当てはまる番号に○をいくつでも）

青森の歴史・文化 パソコン・インターネット初級1 17
青森の芸術・伝統芸能 パソコン・インターネット上級2 18
青森の産業・自然・環境 出産・育児について3 19
農業・林業・漁業 介護について4 20
土木・建築 環境保全・自然保護5 21
電気・電子・機械 男女共同参画について6 22
情報システム・情報ビジネス 少子化・高齢化について7 23
政治・経済・法律 ボランティアについて8 24
経営・経理・簿記 手芸・編み物・和裁・洋裁9 25
心理学・カウンセリング 書道・華道などの習い事10 26
哲学・宗教 鑑賞活動（演劇・映画も含む）11 27
自然科学 音楽・美術活動12 28
調理・栄養 インドア（屋内）スポーツ13 29
健康・保健衛生 アウトドア（屋外）スポーツ14 30
外国語 上記以外の趣味・創作活動15 31

（具体的にお書きください）16 32教育について その他

問９ あなたは 「学習活動」をどのような形で行いましたか。、

（当てはまる番号に○をいくつでも）

県・市町村主催による学級や講座へ参加して1
などによる講座に参加して2 カルチャーセンター・スポーツクラブ

企業内、ＪＡ・商工会などによる研修・講座に参加して3
大学・専門学校等の公開講座やセミナーなどに参加して4
大学・専門学校等に社会人入学して5
ビジネス・キャリア制度を利用して6
グループ・サークルなどに参加して7
インターネットを利用して8
テレビ・ラジオなどの講座を視聴して9
新聞・雑誌・専門誌などの出版物を利用して10
放送大学の授業を視聴して11
通信教育で12
自学自習で13
家族など身近な人と一緒に14
その他15
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問１０ あなたは、いま実際にしている「学習活動」を、どの程度まで学習

したいと思いますか （当てはまる番号に○を一つだけ）。

入門程度・初歩的なところまで1

入門よりやや程度の高いところまで2

専門家に近い程度のところまで3

専門家としてもはずかしくないところまで4

とくにない5

問１１ あなたは 「学習活動」の機会に関する情報（日時・場所・内容など）、

をどんな方法で知りましたか （当てはまる番号に○をいくつでも）。

テレビ・ラジオ 町内会などの回覧板1 7

新聞・折り込みチラシ 学習相談の窓口（電話相談も）2 8

一般雑誌・学習情報誌 インターネット・パソコン通信など3 9

県の広報誌など グループ・サークルなどからの紹介4 10

市町村の広報誌など 家族や知人から聞いて5 11

公民館などの広報誌など その他6 12

問１２ あなたが「学習活動」によって身につけた知識・技能や経験は、普段

の生活や仕事などにどの程度役立っていますか。

（当てはまる番号に○を一つだけ）

かなり役立っている あまり役立っていない1 4

まあまあ役立っている まったく役立っていない2 5

どちらともいえない わからない3 6

※次ページ問１３へ
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＜次の問は、 がお答えください＞全員の方

Ⅲ 公開講座やセミナーなどについて

問１３ 別紙資料①「公開講座・セミナー等一覧」をご覧ください。県内の大学・短大・

専門学校などにおいて、社会人を対象としたいろいろな公開講座やセミナーが開催

されています。あなたはこのような公開講座などを受けてみたいと思いますか。

（当てはまる番号に○を１つだけ）

ぜひ受けてみたい 受けてみたいとは思わない1 3
できれば受けてみたい わからない2 4

問１４ と「３ 受けてみたいとは思わない」または「４ わからない」

答えた方に理由をお聞きします。それは、どのような理由からですか。

（１）～（４）すべてにお答えください。

時間について＜ ＞（１） 主なものに○を一つだけ

仕事が忙しくて時間がない 介護で時間がとれない1 4
時間はあるが、受けようとは思わない2 5家事で時間がとれない

その他3 6育児で時間がとれない

（２）活動について＜ ＞当てはまる番号に○をいくつでも

身近で開催されていない 費用がかかりすぎる1 5
開催時間があわない 必要性を感じない2 6

その他3 7希望する内容の講座がない

一緒に学ぶ仲間がいない4

（３）理解や協力について＜主なものに○を一つだけ＞

家族の理解や協力が得られない1
職場の理解や協力が得られない2
その他3

（４）情報について＜当てはまる番号に○をいくつでも＞

必要な情報が入らなかった 相談窓口がわからなかった1 3
情報の入手先がわからなかった その他2 4

お答えになったら問１８へ ☆。（問１５～問１７は回答しないでください ）。

「１ ぜひ受けてみたい」 「２ できれば受けて問１５ 問１３で または

と答えた方がお答えください。あなたは、どこまでの距離みたい」

だったら 「公開講座」や「セミナー」を受けてみたいと思いますか。、

（当てはまる番号に○を１つまで）

自宅から徒歩や自転車で行ける場所 県内各地1 4
あなたがお住まいの市町村内 県外2 5
あなたがお住まいの近隣市町村内3
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問１６ あなたが「公開講座やセミナー」などで学習したい内容について
お答えください （当てはまる番号に○をいくつでも）。

青森の歴史・文化 パソコン・インターネット初級1 17

青森の芸術・伝統芸能 パソコン・インターネット上級2 18

青森の産業・自然・環境 出産・育児について3 19

農業・林業・漁業 介護について4 20

土木・建築 環境保全・自然保護5 21

電気・電子・機械 男女共同参画について6 22

情報システム・情報ビジネス 少子化・高齢化について7 23

政治・経済・法律 ボランティアについて8 24

経営・経理・簿記 手芸・編み物・和裁・洋裁9 25

心理学・カウンセリング 書道・華道などの習い事10 26

哲学・宗教 鑑賞活動（演劇・映画も含む）11 27

自然科学 音楽・美術活動12 28

調理・栄養 インドア（屋内）スポーツ13 29

健康・保健衛生 アウトドア（屋外）スポーツ14 30

外国語 上記以外の趣味・創作活動15 31

（下記にお書きください）16 32教育について その他

問１７ 問１６でお答えになった学習内容について、さらに詳しく学習したい
と思っている学習内容がありましたら、直接お書きください。

※次ページ問１８へ
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＜一般県民調査票＞
＜次の問は、 がお答えください。＞全員の方

Ⅳ 社会人受け入れ制度について

問１８ 別紙資料②「社会人受入制度一覧」をご覧ください。いったん学校を卒業した

社会人が、再び学校教育を受けられるよう、県内の大学院、大学、短大、専門学校

等には、社会人を対象とした聴講生受入や社会人入学制度があります。

あなたは、この制度を利用して学習してみたいと思いますか。

（当てはまる番号に○を１つだけ）

ぜひ利用してみたい 利用してみたいとは思わない1 3
できれば利用してみたい わからない2 4

問１９ または と「３ 利用してみたいとは思わない」 「４ わからない」

答えた方に理由をお聞きします。それは、どのような理由からですか。

（１）～（４）すべてにお答えください。

時間について＜ ＞（１） 主なものに○を一つだけ

仕事が忙しくて時間がない 介護で時間がとれない1 4
時間はあるが、受けようとは思わない2 5家事で時間がとれない

育児で時間がとれない その他3 6

活動について＜ ＞（２） 当てはまる番号に○をいくつでも

身近で開催されていない 費用がかかりすぎる1 5
開催時間があわない 必要性を感じない2 6
希望する内容の講座がない その他3 7
一緒に学ぶ仲間がいない4

理解や協力について＜ ＞（３） 主なものに○を一つだけ

家族の理解や協力が得られない1
職場の理解や協力が得られない2
その他3

情報について＜ ＞（４） 当てはまる番号に○をいくつでも

必要な情報が入らなかった 相談窓口がわからなかった1 3
情報の入手先がわからなかった その他2 4

お答えになったら問２５へ ☆。（問２０～問２４は回答しないでください ）。

「１ ぜひ入学してみたい」 「２ できれば入学して問２０ 問１８で または

と 答えた方にお聞きします。あなたが社会人入学制度を利用みたい」

して入学したい学校を教えてください （主なものに○を１つだけ）。

大学院 県内の大学校1 4
大学 高等専門学校2 5
短期大学 専門・専修学校3 6
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問２１ 具体的にどの社会人入学制度を利用して入学したいですか。

（主なものに○を一つだけ）

聴講生として 科目等履修生として1 3
（授業に参加する） （授業を受けて単位を修得する）

正規の学生と同様に わからない2 4

問２２ あなたが県内の大学・短大・専門学校などで学習したい内容について

お答えください （当てはまる番号に○をいくつでも）。

青森の歴史・文化 教育学1 18

青森の芸術・伝統芸能 音楽学2 19

青森の産業・自然・環境 地球環境科学3 20

人文学 生物生産・生物機能科学4 21

語学・外国語 獣医学5 22

心理学・カウンセリング 社会学6 23

哲学・宗教 社会福祉学・看護学7 24

政治・経済・法律 理学療法学・作業療法学8 25

経営・経理・簿記 建築工学9 26

自然科学 土木工学10 27

農業・林業・漁業 調理・栄養11 28

電気・電子・機械 手芸・編み物・和裁・洋裁12 29

情報システム・情報ビジネス 理容・美容13 30

数理システム・物質理工学 彫刻・陶芸・絵画・デザイン14 31

スポーツ科学 その他（下記にお書きください）15 32

医学16

健康・保健衛生17

問２３ 問２２でお答えになった学習内容について、県内の大学・短大・

専門学校などにおいてさらに詳しく学習したいと思っている学習内容が

ありましたら、下記に直接お書きください。
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問２４ 社会人入学制度を利用するために、県内の大学・短大・専門学校等、

または、行政側に対して要望したいことは何ですか。

（当てはまる番号に○をいくつでも）

社会人入学制度に関する情報がほしい1
取得できる資格・学位等について詳しく知りたい2
受講できる講座内容について詳しく知りたい3
他の高等教育機関においても取得単位が積算されるようにしてほしい4
身近な地域で受講できるようにしてほしい5
夜間に受講できるようにしてほしい6
休日に受講できるようにしてほしい7
奨学金制度を設けてほしい8
在職しながら入学できるようにしてほしい9
復職する際に、優遇されるようにしてほしい10
その他11

＜ にお聞きします＞全員の方

問２５ 別紙資料③「開放施設一覧」をご覧ください。大学、短大、専門・専修学校など

の大半の学校では、学生以外の一般社会人に対してその施設を開放していますが、

あなたはその施設を活用したいと思いますか （主なものに○を１つだけ）。

今のままで活用したい 使用できる時間を伸ばしてほしい1 4
近くにあれば活用したい その他2 5
利用できる施設を増やしてほしい 必要性を感じない3 6

問２６ このアンケートの全般に関して、ご意見・ご要望がありましたら、

下記にご自由にお書きください。

ご協力ありがとうございました。

●返送についてのお願い
を返信用封筒（切手不要）に入れて、「記入していただいたこの調査用紙」だけ

までに投函してくださるようお願いいたします。１２月１５日(日)

なお、差出人は で構いません。無記名
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